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第１章 情報公開請求の状況 

 
１ ２０２０年度の経過 

２０２０年度の請求の特徴としては、業務委託候補者選定のためのプロポーザルにおける提

案書、マンション新築工事の説明会報告書、図書館のあり方に関する審議会の資料等の公開請

求が行われました。 

１年間の請求件数は５５件でした。その内訳及び決定の状況は以下のとおりです。 

 

（１） ２０２０年度実施機関別情報公開請求件数 

実 施 機 関 主 管 部 課 件 数 小 計 

市 長 

政 策 経 営 部 
企 画 政 策 課 １ 

３２ 

（内取下げ３） 

広 報 課 ２ 

総 務 部 
総 務 課 

１ 

（内取下げ１） 

職 員 課 １ 

財 務 部 

市 有 財 産 活 用 課 １ 

資 産 税 課 ２ 

納 税 課 １ 

市 民 部 市 民 協 働 推 進 課 ２ 

文化スポーツ 

振 興 部 

文 化 振 興 課 ２ 

ス ポ ー ツ 振 興 課 
１ 

（内取下げ１） 

保 健 所 保 健 予 防 課 １ 

子ども生活部 

児 童 青 少 年 課 １ 

保 育 ・ 幼 稚 園 課 
１ 

（内取下げ１） 

環 境 資 源 部 
環 境 保 全 課 １ 

３ Ｒ 推 進 課 １ 

道 路 部 道 路 管 理 課 ２ 

都市づくり部 

土 地 利 用 調 整 課 ３ 

建 築 開 発 審 査 課 ３ 

公 園 緑 地 課 ５ 

教 育 委 員 会 生 涯 学 習 部 

生 涯 学 習 総 務 課 ６ 

２２ 

（内取下げ６） 

生涯学習センター ２ 

図 書 館 
１４ 

（内取下げ６） 

選 挙 管 理 委 員 会  ０ ０ 

監 査 委 員  ０ ０ 

農 業 委 員 会  ０ ０ 

固定資産評価審査委員会  ０ ０ 

病 院 事 業 管 理 者  ０ ０ 

議 会 議 会 事 務 局 １ １ 

合 計  ５５ 

(内取り下げ９) 

５５ 

(内取り下げ９) 
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（２）請求者区分別請求件数 

請求者区分 
市内に住所を有

する個人 

市内に事務所
または事業所
を有する法人
その他の団体 

市外に住所を
有する個人 

市外に事務所
または事業所
を有する法人
その他の団体 

合計 

請求者数 １３人 １人 ５人 １１人 ３０人 

請求件数 ２４件 ２件 ５件 ２４件 ５５件 

※１人当たりの請求件数約１．５５件、１人最大請求件数６件(市内に住所を有する個人) 

 

（３）請求に対する決定区分別件数 

決  定  区  分 

合計 
公 開 部分公開 非公開 不存在 

存否応答 

拒否 

２３件 １８件 ２件 １２件 １件 ５６件 

※１件の請求に対して複数の決定があるため、請求件数の合計と決定件数の合計は一致しません。 

 

（４）非公開(部分公開を含む)情報の適用除外事項別内訳 

適  用  除  外  事  項 

合計 １号 
個人情報 

２号 
法人情報 

３号 
意思決定 
過程情報 

４号 
行政執行 
情報 

５号 
公共の安全
維持情報 

６号 
法令秘情報 

１５件 ８件 １件 ５件 ３件 ０件 ３２件 

※１件の非公開(部分公開)決定に複数の適用除外事項が該当する場合があります。 

 

      
      

適用除外事項 

情報公開制度では、実施機関の保有している公文書はすべて公開が原則となりま

すが、情報公開条例第５条第１項では、その例外として、公開しないことができる情

報の範囲(適用除外事項)を次の６項目と定めています。 

 

１号 個人情報 → 個人に関する情報 

２号 法人情報 → 企業等の法人に関する情報 

３号 意思決定過程情報 → 行政上の意思が最終決定されていない情報 

４号 行政執行情報 → 行政の事務・事業の運営に関する情報 

５号 公共の安全維持情報 → 人の生命、財産等の保護に関する情報 

６号 法令秘情報 → 法令上の秘密にあたる情報 
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２ ２０２０年度情報公開請求・決定の内容 

 

                                 表 記 内 容 の 説 明 

整理番号 請求年月日 …………………………………………………………………（主管部課名） 

■請求内容 ・・・・・・・・ 

 決定年月日 決定内容 

 ・対象公文書の件名 ・・・・・・・・ 

理由：（部分公開、非公開、不存在、存否応答拒否、決定延期の理由） ・・・・・・・・ 

※備考・・・・・・・・ 

 

 

2020-１ 2020年４月９日 …………………………………………………（市民部市民協働推進課） 

■市職員が認可地緑団体の業務を行うために必要な文書一切（市民のためのハンドブックを除く） 

 2020年４月 21 日 不存在決定 

理由：認可地緑団体の業務を行う際に、認可地緑団体ハンドブック以外の資料を使用していない

ため。 

 2020 年４月 28日 2020年４月 21日付け不存在決定の取消し 

2020 年４月 30日 不存在決定 

理由：認可地緑団体の業務を行う際に、認可地緑団体ハンドブック以外の文書一切を使用してい

ないため。 

 

2020-２ 2020年４月 17日 …………………………………………………………（総務部職員課） 

■町田市職員（部長職～係長職）の氏名及び直通電話番号が記載の文書 

 2020年４月 20 日 公開決定 

 ・2020年４月役職者一覧 

   

2020-３ 欠番 

 

2020-４ 2020年５月 12日 ………………………………………………………（財務部資産税課） 

■2019年中の登記異動修正済の、地番図 sℎape データ。 

 ※地番の他、字界・字名・家屋（外形・家屋番号）の情報の付加。 

 ※最新版に更新される毎年の時期についてと、測地成果（JGD2000、JGD2011等）について。 

 ※コード表記等による読み替えを行っている場合は、それを読み替えるための資料。 

2020 年５月 20日 公開決定 

・電子地番図（2020年１月１日現在） 

（町田市全域における、2020年１月１日現在の土地の現況図で、「登記異動修正済データ」の

複製物。）  

 ・地番、字名を含み、字界、家屋（外形・家屋番号）は含みません。 

 ・電子地番更新時期は、毎年４月初旬頃となります。 

 ・測地成果については、JGD2000、JGD2011、日本測地系、任意座標系の混在になります。 

 ・コード表記等による読み替えは行っていません。 

 

2020-５ 2020年７月７日 ………………………………………………（都市づくり部公園緑地課） 

■2018年度に実施された町田市鶴間公園の指定管理者公募型プロポーザルにおいて、TSURUMAパー

クライフパートナーズが提出した、事業計画書及び収支計画書 

2020 年７月 16日 部分公開決定 

 町田市都市公園事業計画書及び収支予算書 

 【鶴間公園】 

  TSURUMAパークライフパートナーズ 申請分 

理由：①町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 
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   〇会社から個人に割り当てられた個人専用アドレスで、特定の個人が識別されるため 

  ：②町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 

   〇個人に関する情報であって特定個人が識別され、または識別されうるものであるため 

ページ 公開しない部分 
公開しな

い理由 

１枚目 メールアドレス ① 

１枚目 担当者氏名 ② 

様式６－４－１ 写真：公園と人「健康」でつなげる/ニーズに応えた

キッズ向け教室事業 
② 

様式６－５－２ 写真：バーベキューの展開 ② 

様式６－６－１ 写真：地域と共に作り上げるイベントで地域交流を促

進/鶴間公園市民防災フェスティバル 
② 

様式６－６－２ 写真：スポーツを通じた地域貢献/スポ GOMI ② 

様式６－６－２ 写真：スポーツを通じた地域貢献/スポーツフェスティ

バルの開催 
② 

様式６－１０ 写真：魅力的な施設間連携を推進/商業施設から公園ま

で練り歩く『ハロウィンパレード』 
② 

様式６－１０ 写真：魅力的な施設間連携を推進/南町田グランベリー

パーク全体を使った『スタンプラリー』 
② 

 

2020-６ 2020 年７月 30 日 ………………………………………………………（政策経営部広報課） 

■令和２年、広報課で実施の「町田市 PR冊子等制作業務委託」の委託候補者の提案書 

2020 年８月 13日 部分公開決定 

 ・令和２年、広報課で実施の「町田市 PR冊子等制作業務委託」の委託候補者提案書 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 

   〇個人に関する情報であって特定個人が識別され、または識別されうるものであるため 

    ・担当者の写真・氏名・プロフィール 

 

2020-７ 2020年８月３日 ………………………………………………………（政策経営部広報課） 

■2020 年のまちだシティプロモーション支援業務委託契約候補者選定のための公募型プロポーザ

ル時の株式会社ベクトルの提案書 

2020 年８月 17日 公開決定 

 ・2020年の「まちだシティプロモーション支援業務委託業務受託候補者選定のためのプロポーザ 

  ル」の株式会社ベクトルの提案書 

 

2020-８ 2020年８月 11日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■町田市立図書館のコロナ禍（COVID‐19）に伴う全館休館に関して３月２日からの休館を決定し

た経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 

2020 年８月 25日 公開決定 

・【生涯学習部】生涯学習部所管施設の休止等について（2020年２月 28日） 

 

2020-９ 2020年８月 11日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■２.町田市立図書館ホームページの閉鎖及び再開に関して 

 ①４月８日からのホームページ閉鎖を決定した経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 

 ②４月 21日からのホームページの再開を決定した経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 

2020 年８月 25日 公開決定 

①・町田市立図書館 Twitter掲載記事の更新について（４月８日更新分）2020 年４月８日 

・町田市ホームページの修正について 2020年４月８日 

②・新型コロナウィルス感染症にかかる図書館ホームページ及び Twitterの更新について 
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 （４月 21 日更新分）2020年４月 17日 

・新型コロナウイルス感染症にかかる市のホームページ及び Twitterの更新について 

2020 年４月 17日 

 

2020-10 2020年８月 11日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■３.「今後の町田市立図書館のあり方について」の諮問に関して 

②2020年 10月 22日の生涯学習審議会に「資料４－①」として出された「（案）町田市立図書 

 館のあり方見直しについて」が策定された経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 

③町田市立図書館協議会に過去 20年間に諮問された事項が分かる起案書などの文書一切 

2020 年８月 25日 公開決定 

③・館長報告 2010年２月 16日 図書館協議会 

2020 年８月 25日 不存在決定 

３.「今後の町田市立図書館のあり方について」の諮問に関して 

②2020 年 10 月 22日の生涯学習審議会に「資料４－①」として出された「（案）町田市立図書 

 館のあり方見直しについて」が策定された経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 

理由：「資料４－①（案）町田市立図書館のあり方見直しについて」は、生涯学習審議会事務局 

   である生涯学習総務課が諮問内容を補強するために作成した資料で、図書館では作成し 

   ていないため。 

 

2020-11 2020年８月 11日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■４.町田市立鶴川駅前図書館への指定管理者制度導入に関して 

  2020年６月 17日の町田市議会文教社会常任委員会で示された町田市立鶴川駅前図書館を指

定管理にした場合の事業者から聴取した見積もりに関して、町田市が事業者に示した仕様書及

び事業者が提出した見積書の内容の詳細が分かる資料一切 

2020 年８月 25日 非公開決定 

・町田市立鶴川駅前図書館指定管理の見積書 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第３号に該当 

   〇今後指定管理が予定されている鶴川駅前図書館の指定管理に関する仕様書及び見積書    

は、最終的な仕様書作成のための資料として取得したもので、意思決定が未了の事項    

に関する情報に該当し、公開することにより行政内部の検討に必要な資料を得ること    

が困難になると共に、公正かつ適正な意思決定に著しい支障が生じると認められるた    

め。 

  ：町田市情報公開条例第５条第１項第４号に該当 

   〇今後指定管理が予定されている鶴川駅前図書館の指定管理に関する仕様書及び見積書    

は、最終的な仕様書作成のための資料として取得したもので、公開することにより当    

該事業の実施の目的を失わせ、又は公正かつ適正な実施をを著しく困難にすると認め

られるため。  

 

2020-12 2020年８月 12日 ……………………………………………………（道路部道路管理課） 

■○○町〇〇○○番地側と○○町〇〇○○番地側間の道幅変更について 

 ３指定番号 847号  №５号道路 

  申請の道幅      道路の長さ 

 ４○○町〇〇○○番地側が町田市に道路変更 ６メートル 

  №５号道路は建築基準法第 42条第１項第５号道路です 

〇〇○○番地側が道幅６㍍変更届を申請 

  ○○町〇〇○○番地側 申請書 署名 捺印 していません 

  〇〇○○番地側より何も連絡はありません 

  申請書の写し 

2020 年８月 25日 不存在決定 

理由：３について 
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   〇指定番号 847号№５号道路は位置指定道路です。そのため町田市の市道として管理し

ていないので、道路管理のための道幅、長さに関する書面、図面はありません。 

：４について 

   〇位置指定道路 847号№５号道路は私道なので、本件に該当するものとして考えられる

のは、①私道移管調査依頼書、②境界確定申請書が考えられます。 

①私道移管調査依頼書について 
過去に調査依頼書は提出されていないため、依頼書はありません。 

②境界確定申請書について 

位置指定道路 847号№５号道路は町田市道路部が管理する市有地に隣接していま

す。市有地の測量は財産管理のために町田市が発注し、境界確定を行ったもので、

第三者からの申請により実施したものではありません。 

このため、境界確定申請書はありません。 
 

2020-13 2020年８月 12日 ………………………………………（都市づくり部建築開発審査課） 

■○○町〇〇○○番地側と○○町〇〇○○番地側間の道幅変更について 

 ３指定番号 847号  №５号道路 

  申請の道幅      道路の長さ 

 ４○○町〇〇○○番地側が町田市に道路変更 ６メートル 

  №５号道路は建築基準法第 42条第１項第５号道路です 

〇〇○○番地側が道幅６㍍変更届を申請 

  ○○町〇〇○○番地側 申請書 署名 捺印 していません 

  〇〇○○番地側より何も連絡はありません 

  申請書の写し 

2020 年８月 24日 部分公開決定 

道路位置指定申請書 指定番号 847号 

理由：①町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 

   〇個人の印影、及び担当者氏名は、特定個人の情報であり、特定個人が識別されるため 

   ・個人の印影、担当者氏名 

②町田市情報公開条例第５条第１項第２号に該当 

     〇法人の印影は、内部管理情報であり、公開されることにより、模造等の不正使用で法

人の事業運営に著しい支障が生じる恐れがあるため。 

   ・法人の印影 

2020 年８月 24日 不存在決定 

４○○町〇〇○○番地側が町田市に道路変更 ６メートル 

  №５号道路は建築基準法第 42条第１項第５号道路です 

〇〇○○番地側が道幅６㍍変更届を申請 

  ○○町〇〇○○番地側 申請書 署名 捺印 していません 

  〇〇○○番地側より何も連絡はありません 

 申請書の写し 

理由：位置指定道路 847号№５号道路に関し、指定変更の申請がないため。 

 

2020-14 2020年８月 13日 ………………………………………（都市づくり部土地利用調整課） 

■町田市○○町〇〇○○番地、〇〇○○番地における「（仮称）町田市○○町学生マンション新築

工事」の、町田市住みよい街づくり条例第 28条の規定による「協議経過・結果報告書」の一式 

2020 年８月 24日 部分公開決定 

名称：（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事 

行為の場所：○○町〇〇○○番地の一部 外 

・説明会開催結果報告書 表面・裏面４枚分（第 22号様式） 

・「（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事」回答議事録 

・説明会で使用した資料 
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 「（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事」建設工事に関するお知らせ（１） 

 現状の計画概要、敷地案内図・関係住民等対象区域図（２） 

 パース（３） 配置図（４） 平面図（５） 立面図（６）（７） 緑化等計画図（８） 

 日影図（９） 施工要領（10） 

・関係所有者リスト 

 理由：町田市情報公開条例第５条第１項第２号に該当 

    〇「印影」部分は、法人が実印として使用している印鑑の印影であり、公開し、情報が     

流通することによって印鑑偽造等により不正使用される恐れがあり、印影を公開する     

と法人等の財産の保護に著しい支障が生じると認められるため。 

    ・「説明会開催結果報告書」表面の建築主印影 

：町田市情報公開条例第５条第１項第 1号に該当 

     〇個人に関する情報であって、特定の個人が識別されるため。 

     ・「説明会開催結果報告書」裏面の質問者の氏名、所有建築物名及び部屋番号 

     ・「（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事」回答議事録の質問者の氏名、所有建

築物名及び部屋番号 

     ・関係所有者リストの氏名及び住所 

 

2020-15 2020年８月 11日 …………………………………………（生涯学習部生涯学習総務課） 

■３．「今後の町田市立図書館のあり方について」の諮問に関して 

 ①2018年 10月 22日付「18町教生総第 293 号」により、「今後の町田市立図書館のあり方見直

し方針」を町田市立図書館協議会ではなく、町田市生涯学習審議会に諮問することと決定した

経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 

 ②2018年 10月 22日の生涯学習審議会に「資料４－①」として出された「（案）町田市立図書

館のあり方見直しについて」が策定された経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 

 ③2011年６月以降の町田市生涯学習審議会に諮問された事項が分かる起案書などの文書一切 

2020 年８月 25日 公開決定 

３．「今後の町田市立図書館のあり方について」の諮問に関して 

①・18 町教生総第 293号 第４期町田市生涯学習審議会への諮問について 

 ・2020年度町田市教育委員会第７回定例会会議録について 

②・第５回町田市生涯学習審議会会議の開催について（依頼） 

③・16 町教生総第 240号 第３期生涯学習審議会への諮問について 

 ・18 町教生総第 152号 第４期町田市生涯学習審議会への諮問について 

 ・18 町教生総第 293号 第４期町田市生涯学習審議会への諮問について 

 ・19 町教生総第 119号 第４期町田市生涯学習審議会への諮問について 

 ・20 町教生総第 134号 第５期町田市生涯学習審議会への諮問について 

2020 年８月 25日 不存在決定 

３．「今後の町田市立図書館のあり方について」の諮問に関して 

③2011 年６月以降の町田市生涯学習審議会に諮問された事項が分かる起案書などの文書一切 

理由：上記の公文書公開請求の対象となる公文書は、町田市教育委員会文書管理規程第 32条 

   により５年保存となっております。そのため、2011年６月から 2015年３月 31日の間の

文書は、保存年限が終了し、同規程第 38条に基づき廃棄済みとなっているので文書の存

否を確認できません。 

 

2020-16 2020年８月 20日 ………………………………………………（環境資源部環境保全課） 

■環境確保条例に基づく指定作業場の届出書類一式及び 116-１項に基づく届出書類一式 

 ○○石油（株）○○町〇〇○○番地 

 □□石油（株）○○町給油所 ○○町〇〇○○番地 

2020 年９月２日 部分公開決定 

 ○○石油株式会社（○○町〇〇○○番地）、□□石油株式会社○○町給油所（○○町〇〇○○番

地）に関する都民の健康と安全を確保する環境に関する条例に基づく以下の書類 
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 ・指定作業場変更届出書 ・指定作業場承継届出書 ・指定作業場廃止届出書 

 ・土壌汚染状況調査報告書（計量証明書及び現場写真を除く） 

理由：（１）町田市情報公開条例第５条第１項第 1号に該当 

    〇個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識別され得るため。 

：（２）町田市情報公開条例第５条第１項第２号に該当 

    〇法人が実印として使用している印鑑の印影であり、公開し、情報が流通することによ

って印鑑偽造等により不正使用される恐れがあり、法人等の財産の保護に著しい支障

が生じると認められるため。 

：（３）町田市情報公開条例第５条第１項第５号に該当 

    〇個人が使用している印鑑であり、公開し、情報が流通することによって印鑑偽造等に

より不正使用される恐れがあり、個人の財産の保護に著しい支障が生じると認められ

るため。 

書類名称 書類中該当ページ 公開しない部分 理由 

指定作業場変更届出書 

表紙 

法人代表者印影 （２） 

訂正印 
（１）

（３） 

個人印影 
（１）

（３） 

連絡先氏名 （１） 

別紙 訂正印 
（１）

（３） 

指定作業場承継届出書 表紙 法人代表者印影 （２） 

指定作業場廃止届出書 表紙 法人代表者印影 （２） 

土壌汚染状況調査報告書 

表紙 

法人代表者印影 （２） 

連絡先氏名 （１） 

連絡先電子メールアドレス （１） 

H15.3報告書 分析結

果 
調査担当者氏名 （１） 

H15.4報告書 ボーリ

ング柱状図 

ボーリング調査結果（Ｂ-１） 

Ｈ15.3.11 調査者名 
（１） 

ボーリング調査結果（Ｂ-２） 

Ｈ15.3.12 調査者名 
（１） 

ボーリング調査結果（Ｂ-３） 

Ｈ15.3.12 調査者名 
（１） 

ボーリング調査結果（Ｂ-４） 

Ｈ15.3.12 調査者名 
（１） 

ボーリング調査結果（Ｂ-５） 

Ｈ15.3.11 調査者名 
（１） 

ボーリング調査結果（Ｂ-６） 

Ｈ15.3.11 調査者名 
（１） 

ボーリング調査結果（Ｂ-７） 

Ｈ15.3.12 調査者名 
（１） 

 

2020-17 2020年８月 24日 ……………………………………（文化スポーツ振興部文化振興課） 

■３ 2019年度第１四半期頃に国際交流センターが実施したボランティア活動に関するアンケー

ト中、国際交流センターのボランティアに対して特定の法案制定を支持する署名活動に参加す

るよう求められていること等の問題を提起した私の回答が、町田市に共有されたことがわかる

文書 
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2020 年８月 28日 不存在決定 

理由：町田国際交流センターで行っているアンケート及びその回答内容については共有を行っ

ていないため 

 

2020-18 2020 年８月 24 日 ………………………………………………………………（議会事務局） 

■１町田市の依頼を受け、2019年５月頃に（一財）町田市文化・国際交流財団町田国際交流センタ

ー（以下、国際交流センター）のボランティアが作成、提出した町田市議会案内資料の外国語

翻訳が、町田市において実際に活用されていることがわかる文書 

 ２町田市から国際交流センターに上記 1の翻訳の依頼を行うに当たり、町田市においていかなる 

  意思決定がなされたか、その経緯が分かる文書 

 2020 年９月２日 公開決定 

 ・町田市議会 webサイト中の、「多言語対応のページ」の画面コピー 

2020年９月２日 不存在決定 

 ・町田市から国際交流センターに上記 1の翻訳の依頼を行うに当たり、町田市においていかなる 

  意思決定がなされたか、その経緯が分かる文書 

理由：「わたしたちの町田市議会」、「議会のご案内」の多言語パンフレットの必要性を感じてい  

    た中で、（一財）町田市文化・国際交流財団 町田国際交流センターには、翻訳依頼をすべ

て口頭でおこなった。そのため経緯がわかる文書は存在しないため。 

  

2020-19 2020年８月 28日 ………………………………………（都市づくり部土地利用調整課） 

■町田市中高層建築物等の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例に基づく説明会等報告書 

 ８月８日分  町田市○○町学生マンション新築工事 

2020 年９月８日 部分公開決定 

名称：（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事 

行為の場所：○○町〇〇○○番地の一部 外 

・説明会等報告書 表面・裏面（第３号様式） 

・「（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事」回答議事録 

・説明会で使用した資料 

 「（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事」説明会開催のご案内（１） 

 パース（２） 配置図（３） 平面図（４） 立面図（５）（６） 日影図（７） 施工要領

（８） 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第２号に該当。 

   〇「印影」部分は、法人が実印として使用している印鑑の印影であり、公開し、情報が    

流通することによって印鑑偽造等により不正使用される恐れがあり、印影を公開すると 

    法人等の財産の保護に著しい支障が生じると認められるため。 

・「説明会等報告書」表面の建築主印影 

：町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 

   〇個人に関する情報であって、特定の個人が識別されるため。 

・「説明会等報告書」裏面の説明を行った近隣関係住民の名簿の氏名、住所、電話番号 

・「（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事」回答議事録の質問者の氏名、所有    

又は居住建築物名 

・「（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事」回答議事録の質問事項に含まれる個人 

    名及び質問者個人に関する情報 

 

2020-20 2020年 10月 12日 ………………………………………（都市づくり部土地利用調整課） 

■町田市中高層建築物等の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例に基づく説明会等報告書 

 ９月６日分  町田市○○町学生マンション新築工事 

2020 年 10月 22日 部分公開決定 

名称：（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事 

行為の場所：○○町〇〇○○番地の一部 外 
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・説明会等報告書 表面・裏面（第３号様式） 

・※配布資料等 

・別紙①、③「（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事」町田市中高層建築物等に関する指

導要綱に伴う８月８日説明会における回答議事録」 

・別紙②「説明会で使用した資料」 

 「（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事」説明会開催のご案内（１） パース（２） 

配置図（３） 平面図（４） 立面図（５）（６） 日影図（７） 施工要領（８） 

・別紙④「（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事 要望及び質疑事項について」 

・別紙④への回答 

・質疑応答 

・（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事説明会 ご出席者名簿 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第２号に該当。 

   〇「印影」部分は、法人が実印として使用している印鑑の印影であり、公開し、情報が流

通することによって印鑑偽造等により不正使用される恐れがあり、印影を公開すると法

人等の財産の保護に著しい支障が生じると認められるため。 

・「説明会等報告書」表面の建築主印影 

：町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当。 

    〇個人に関する情報であって、特定の個人が識別されるため。 

・資料①③の二枚目担当者氏名 

・「別紙④への回答」の事業担当者氏名 

・「４．質疑応答」の陳述意見/回答の氏名の欄 

・「（仮称）町田市○○町学生マンション新築工事説明会 ご出席者名簿」の地図番号、 

    お名前、ご住所またはマンション名・室号、ご連絡電話番号の欄 

 

2020-21 2020年 10月 12日 ………………………………………（生涯学習部生涯学習センター） 

■「生涯学習センター（まちだ中央公民館）利用に関するアンケート」を実施することを意思決定

した文書及びこのことに関する一切の文書 

2020 年 10月 22日 公開決定 

 生涯学習センター利用に関するアンケートの実施について（起案日：2020 年９月 24日） 

 

2020-22 2020年 10月 13日 ………………………………………………（市民部市民協働推進課） 

■町田市小山連合町内会（2018年 11月９日開催）市政懇談会の議事録の起案文のみ 

 町田市小山連合町内会（2017年 11月 13日開催）市政懇談会の議事録の起案文のみ 

2020 年 10月 26日 公開決定 

・2017 年度市政懇談会について（報告）〔小山地区町内会・自治会連合会〕（起案日：2018年１月

９日）の起案書のみ 

・2018 年度市政懇談会について（報告）〔小山地区連合町内会〕（起案日：2018 年 12 月 19 日）

の起案書のみ 

 

2020-23 2020年 10月 15日 ………………………………………（生涯学習部生涯学習センター） 

■「生涯学習センター（まちだ中央公民館）利用に関するアンケート」を実施することを意思決定

した文書およびこのことに関する一切の文書 

2020 年 10月 22日 公開決定 

生涯学習センター利用に関するアンケートの実施について（起案日：2020年９月 24日） 

 

2020-24 2020年 10月 21日 …………………………………………………………（財務部納税課） 

■2020年８月 17日に公表された町田市市税徴収補助業務委託候補者選定のためプロポーザルに関

する各事業者の提案書及び企画書 

2020 年 11 月４日 部分公開決定 

提案書（町田市市税徴収補助業務委託） 
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 （１）参加者番号００１ 

 （２）参加者番号２ 

（３）参加者番号００３ 

 （４）参加者番号００４ 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 

   〇個人に関する情報であって、特定の個人が識別されるため 

   ・（１）～（４）のうち、担当者氏名、電子メールアドレス 

・（１）のうち、担当者印 

   ・（４）のうち、携帯番号 

：町田市情報公開条例第５条第１項第２号に該当 

    〇「印影」部分は、法人が実印として使用している印鑑の印影であり、公開し、情報が

流通することによって、印鑑偽造等により不正使用される恐れがあり、印影を公開す

ると法人等の財産の保護に著しい支障が生じると認められるため。 

    ・（１）～（４）のうち、代表者印 

：町田市情報公開条例第５条第１項第５号に該当 

    〇施設内部の構造が明らかにされることにより、公共の安全性に著しい支障が生じると

認められるため。 

    ・（４）のうち、施設イメージ図 

 

2020-25 2020年 10月 27日 ……………………………………………………（保健所保健予防課） 

■このたび娘である○○○○が、町田市の保健所において濃厚接触者と認定された際に、担当課が

行った会議の記録すべて 

2020 年 10月 30日 存否応答拒否 

 理由：請求に係る公文書が存在しているか否かを答えるだけで、特定の個人の名誉が侵害される

恐れがあると認められるため。 

 

2020-26 2020年 10月 29日 ………………………………………………………（財務部資産税課） 

■町田市全域の電子地番図（2020/１/１現在） 

2020 年 11月 10日 公開決定 

電子地番図（2020年１月１日現在） 

（町田市全域における、2020 年１月１日現在の土地の現況図で、「登記異動修正済データ」の複

製物。） 

 

2020-27 2020年 10月 29日 ………………………………………………（環境資源部３Ｒ推進課） 

■生活保護利用者へ配布するごみ出し袋を 20ℓから 10ℓへ変更した根拠とした実証的検証は行われ

たかを証明する記録（３Ｒ推進課にあるもの） 

2020年11月10日 公開決定 

「生活保護受給世帯へのごみ袋の支給基準を見直します」 

 

2020-28 2020年 11月 10日 ……………………………………………（都市づくり部公園緑地課） 

■鶴間公園 指定管理応募提案書（2019 年 11 月１日から 2029 年３月 31 日までの９年５か月間） 

2020 年 11月 24日 部分公開決定 

町田市都市公園事業計画書及び収支予算書 

【鶴間公園】ＴＳＵＲＵＭＡパークライフパートナーズ 申請分 

理由：①町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 

   〇会社から個人に割り当てられた個人専用アドレスで、特定の個人が識別されるため。 

   ②町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 

   〇個人に関する情報であって、特定個人が識別され、または識別されうるものであるた

め。 

【鶴間公園】 
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ＴＳＵＲＵＭＡパークライフパートナーズ 申請分 

ページ 公開しない部分 
公開しな

い理由 

１枚目 メールアドレス ① 

１枚目 担当者氏名 ② 

様式６－４－１ 写真：公園と人「健康」でつなげる/ニーズに応えたキッズ

向け教室事業 
② 

様式６－５－２ 写真：バーベキューの展開 ② 

様式６－６－１ 写真：地域と共に作り上げるイベントで地域交流を促進/鶴

間公園市民防災フェスティバル 
② 

様式６－６－２ 写真：スポーツを通じた地域貢献/スポＧＯＭＩ ② 

様式６－６－２ 写真：スポーツを通じた地域貢献/スポーツフェスティバル

の開催 
② 

様式６－１０ 写真：魅力的な施設間連携を推進/商業施設から公園まで練

り歩く『ハロウィンパレード』 
② 

様式６－１０ 写真：魅力的な施設間連携を推進/南町田グランベリーパー

ク全体を使った『スタンプラリー』 
② 

 

2020-29 2020年 11月 11日 …………………………………（文化スポーツ振興部スポーツ振興課） 

■【町田市立室内プール】に関する下記資料 

  ①2019年指定管理者公募に係る現指定管理者の提案書（事業計画書）一式 

  ②2019年指定管理者公募に係る募集要項および仕様書一式 

  ③平成 29・30・31（令和１）年度の事業報告書一式 

2020 年 11月 18日 取下げ 

 

2020-30 2020年 11月 11日 …………………………………………………………（総務部総務課） 

■【町田市立室内プール】に関する下記資料 

  ④2019年指定管理者選定に係る審査議事録一式 

 2020年 11月 18日 取下げ 

  

2020-31 2020年 11月 19日 ……………………………………………（都市づくり部公園緑地課） 

■（１）野津田公園拡張工事の買収予定地（農家の地所）に関するこれまで市と土地所有者との間

でかわした土地購入の依頼、交渉等にかかわるすべての文書 

 （２）この買収交渉について公園管理者から交渉担当職員の指示および同職員から上司への報告

に関する文書のすべて 

2020 年 12 月３日 公開決定 

第二次野津田公園整備基本計画書の策定について 

2020 年 12 月３日 非公開決定 

野津田公園拡張工事に伴う用地買収に係る交渉記録 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第４号に該当 
   〇当該地権者とは用地取得交渉中であり、公開することにより、当該事務又は事業の実施

の目的を失わせるとともに、地権者との信頼関係が損なわれ、今後の事業遂行が著しく

困難となるため。  
 

2020-32 2020年 11月 19日 ……………………………………………（都市づくり部公園緑地課） 

■①町田市がこれまで野津田公園拡張工事予定区域に建設予定のテニスコートについての面数、面

積を掲載した文書及び、コート建設予定図面を掲載した文書に関する決裁過程を示す文書及び

図面タイトルと図面のすべて 

 ②現テニスコート所在地の保全についての検討を示す文書、現テニスコート付近におけるばら 
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広場移転予定地の建設についての検討とその結果を示す文書と図面。 

 ③現テニスコート所在地周辺におけるテニスコートの追加建設を検討した文書及びその作業に

ついての担当課上司の判断を示す文書、現有３面の撤去について検討したことを示す指示、文

書のすべて。 

 2020年 12 月３日 公開決定 

①第二次野津田公園整備基本計画書の策定について 

②第６回町田市第二次野津田公園整備基本計画懇談会資料及び会議要旨 

③第二次野津田公園整備基本計画及び現利用状況を踏まえた一時避難広場（写し） 

④第３回 第二次野津田公園整備基本計画庁内連絡会 

⑤第３回 第二次野津田公園整備基本計画庁内連絡会 議事メモ 

⑥第４回 第二次野津田公園整備基本計画庁内連絡会 

⑦第４回 第二次野津田公園整備基本計画庁内連絡会 議事メモ 

2020 年 12月３日 部分公開決定 

 １ 第６回（平成 25年６月 11日開催）打合せ記録 

２ 野津田公園拡張区域基本設計業務委託報告書 

３ 町田ばら会との会議記録 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 
   〇個人に関する情報であって特定の個人が識別され、または識別され得るものであるため。 

・１及び２のうち受注者側担当者氏名及び印影 

    ・３のうち町田ばら会会員氏名、肩書及び会員のメールアドレス 

  

2020-33 2020年 12月４日 ………………………………………（子ども生活部保育・幼稚園課） 

■就労証明書（保育園申込に係る）の“育児休業期間”欄の「雇用形態が派遣または契約の場合（以

下略）」とあるが、今年度当該部分が追加されたという理由と決定経緯、これにより派遣労働者

の保育園利用における審査へ与える不利益（審査で不合格となる可能性が高まる等）を考慮した

うえで、決定できる根拠 

2020年 12月 16日 取下げ 

 

2020-34 2020年 12月７日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■１．町田市立図書館のコロナ禍（COVID－19）に伴う全館休館に関して３月２日からの休館を決

定した経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 

 ８月 11 日に上記の請求をしたところ、公開されたのは、「生涯学習部所管施設の休止等につい

て」という起案書１件だけであった。これは生涯学習部生涯学習総務課が指示した「生涯学習部

所管施設の休止等について」に従って行った収受起案に過ぎない。 

 教育機関の長である図書館長が休館の意思決定にどこまで主体的にかかわっていたか不明であ

るが、「生涯学習部所管施設の休止等について」という起案書の根拠となる「全館休館に関して

３月２日からの休館を決定した経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切」を改めて請求する。   

2020年 12月 18日 公開決定 

【生涯学習部】生涯学習部所管施設の休止等について 2020年２月 28日 

 

2020-35 2020年 12月７日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■２．町田市立図書館ホームページ閉鎖及び再開に関して 

 ①４月８日からのホームページ閉鎖を決定した経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 

 ②４月 21日からのホームページの再開を決定した経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 

  ８月 11日に、上記①及び②の請求をしたところ、①については、「町田市立図書館 Twitter 掲 

 載記事の更新について（４月８日更新分）」、「町田市ホームページの修正について」という起 

 案書が２件開示された。２件の起案書には図書館ホームページを閉鎖する理由が一切触れられて

いないので、「４月８日からのホームページ閉鎖決定に至る意思決定のプロセスが分かる会議録、

起案書などの文書一切」を改めて請求する。 

  ②については、「新型コロナウイルス感染症にかかる図書館ホームページ及び Twitter の更新 
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 について（４月 21日更新分）」、「新型コロナウイルス感染症にかかる市ホームページ及び Twitter

の更新について」の起案書が２件開示された。２件の起案書とも、なぜホームページを再開する

のかということには触れられていないので、「４月 21日からのホームページ再開決定に至る意思

決定のプロセスが分かる会議録、起案書などの文書一切」を改めて請求する。 

 2020年 12月 18日 公開決定 

  ①・町田市立図書館 Twitter掲載記事の更新について（４月８日更新分） 2020年４月８日 

・町田市ホームページの修正について 2020年４月８日 

②・新型コロナウイルス感染症にかかる図書館ホームページ及び Twitterの更新について（４月

21 日更新分） 2020年４月 17日 

・新型コロナウイルス感染症にかかる市ホームページ及び Twitter の更新について 2020 年

４月 17 日 

 

2020-36 2020年 12月７日 …………………………………………（生涯学習部生涯学習総務課） 

■３．「今後の町田市立図書館のあり方について」の諮問に関して①（生涯学習総務課） 

 2018年 10月 22日付「18町教生総第 293 号」により、「今後の町田市立図書館のあり方見直し方 

 針」を町田市立図書館協議会ではなく、町田市生涯学習審議会に諮問することと決定した経緯が

分かる会議録、起案書などの文書一切を８月 11 日に上記の請求をしたところ、生涯学習総務課

からは、18 町教生総第 293 号 第４期町田市生涯学習審議会への諮問について、2018 年度町田

市教育委員会第７回定例会会議録についての２件が公開された。この２件については、単なる手

続き上の文書や会議録に過ぎず、「決定した経緯が分かる会議録、起案書など」、「策定された経

緯が分かる会議録、起案書など」とは程遠い。図書館の運営のあり方等は、過去一貫して図書館

協議会への諮問事項であり、生涯学習審議会への諮問が極めて異例なのである。そのことを意思

決定した文書は存在するはずなので、「町田市立図書館協議会ではなく、町田市生涯学習審議会

に諮問することを決定した経緯が分かる」会議録及び起案書を改めて請求する。 

2020年 12月 21日 公開決定 

  ・第 4期町田市生涯学習審議会への諮問について 2018年 10月４日 18町教生総第 293号 

・2018 年度町田市教育委員会第７回定例会会議録について 2018年 11月 16日 

 

2020-37 2020年 12月７日 …………………………………………（生涯学習部生涯学習総務課） 

■３．「今後の町田市立図書館のあり方について」の諮問に関して②（生涯学習総務課） 

 2018年 10月 22日の生涯学習審議会に「資料４－①」として出された「（案）町田市立図書館の

あり方見直しについて」が策定された経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切を８月 11 日

に請求をしたところ、「第５回町田市生涯学習審議会会議の開催について（依頼）」が開示された。

これについても、単なる手続き上の文書（開催通知）に過ぎず、肝心の「（案）町田市立図書館

のあり方見直しについて」が策定された経緯が分かる会議録、起案書は一切開示されていない。 

「資料４－①（案）町田市立図書館のあり方見直しについて」は、「生涯学習審議会事務局である

生涯学習総務課が諮問内容を補強するために作成した資料で、図書館では作成していないため」 

 ということであれば、生涯学習総務課には存在するはずである。それが「策定された経緯が分か

る」会議録及び起案書を改めて請求する。 

2020年 12月 21日 公開決定 

 第５回町田市生涯学習審議会会議の開催について（依頼） 2018年 10月 16日 

 

2020-38 2020年 12月 17日 ……………………………………………（都市づくり部公園緑地課） 

■2020 年度指定管理者募集時における指定管理者の提出書類（以下２件） 

 ・鶴間公園 

  指定管理者（TSURUMAパークライフパートナーズ） 

  事業計画書及び収支計画書 

 ・町田中央公園グループ 

  指定管理者（まちだ A・T・Kスポーツパートナーズ） 

  事業計画書及び収支計画書 
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2020年 12月 28日 部分公開決定 

町田市都市公園事業計画書及び収支予算書 

【鶴間公園】ＴＳＵＲＵＭＡパークライフパートナーズ 申請分 

【町田中央公園グループ】まちだＡ・Ｔ・Ｋスポーツパートナーズ 申請分 

理由：①町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 

     会社から個人に割り当てられた個人専用アドレスで、特定の個人が識別されるため。 

    ②町田市情報公開条例第５条第１項第 1号に該当 

     個人に関する情報であって、特定個人が識別され、または識別されうるものであるた

め。 

 【鶴間公園】 

ＴＳＵＲＵＭＡパークライフパートナーズ 申請分 

ページ 公開しない部分 
公開しな

い理由 

１枚目 メールアドレス ① 

１枚目 担当者氏名 ② 

様式６－４－１ 写真：公園と人「健康」でつなげる/ニーズに応えたキッズ

向け教室事業 
② 

様式６－５－２ 写真：バーベキューの展開 ② 

様式６－６－１ 写真：地域と共に作り上げるイベントで地域交流を促進/鶴

間公園市民防災フェスティバル 
② 

様式６－６－２ 写真：スポーツを通じた地域貢献/スポＧＯＭＩ ② 

様式６－６－２ 写真：スポーツを通じた地域貢献/スポーツフェスティバル

の開催 
② 

様式６－１０ 写真：魅力的な施設間連携を推進/商業施設から公園まで練

り歩く『ハロウィンパレード』 
② 

様式６－１０ 写真：魅力的な施設間連携を推進/南町田グランベリーパー

ク全体を使った『スタンプラリー』 
② 

【町田中央公園グループ】 

まちだＡ・Ｔ・Ｋスポーツパートナーズ 申請分 

ページ 公開しない部分 
公開しな

い理由 

１枚目 メールアドレス ① 

１枚目 担当者氏名 ② 

様式４－６ 写真：地域交流イベントを開催/ポールウォーキング ② 

様式４－６ 写真：地域交流イベントを開催/和太鼓教室 ② 

様式４－６ 写真：キッズ向け自主事業教室/ラグビーリトミック ② 

様式４－６ 写真：キッズ向け自主事業教室/チアダンス ② 

様式４－６ 写真：キッズ向け自主事業教室/空手 ② 

様式４－１５ 写真：施設特性を活かした事業の実施/トライアス体操風景 ② 
 

 

2020-39 2021年２月５日 ……………………………………………（子ども生活部児童青少年課） 

■小山田子どもクラブ建設に関する資料 

１．土地売買契約に関する資料 

（１）町田市公共財産評価等審査会資料  〇付議資料 

（２）ＵＲとの土地売買契約書及び本件の起案書 

 ２．売買価格の算定資料  〇不動産鑑定書 

 ３．買収地の資料  〇平面図・実測図 〇地下埋設物に関する全ての資料 

 ４．小山田子どもクラブ建設計画図面  〇配置計画図 〇建物の平面図・立面図 

 2021年２月 15日 公開決定 
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 （１）小山田子どもクラブ整備にかかる土地譲渡契約の締結について 

   （20町子児第 309号） 

（２）ニュータウン小山田桜台現況平面図（令和２年４月 13日作成） 

（３）町田市小山田桜台二丁目座標求積図（令和２年５月 25日作成） 

（４）（仮称）小山田中学校区子どもクラブ新築工事 

    存置汚水処理施設埋設部分図 

    探査結果による残存物位置 

（５）図４．４．１ 残置基礎調査結果図 

（６）（仮称）小山田中学校区子どもクラブ新築工事基本設計 

    案内図、配置図、計画概要、面積表・求積図、仕上表・平面図、立面図 

（７）注意事項説明書（令和２年６月８日） 

2021年２月 15日 部分公開決定 

（１）町田市公共財産評価等審査会（2020 年４月 21日開催） 

子ども生活部児童青少年課付議資料 

「小山田子どもクラブ整備用地の取得価格について」 

（２）土地引渡確認書（令和２年６月８日締結） 

（３）土地譲渡契約書（令和２年６月８日締結） 

（４）不動産鑑定評価書（２件） 

（５）完成図目録・案内図 

（６）整地平面図（完成図） 

（７）施設棟地下平面図及び水抜き孔設置位置平面図（完成図） 

（８）施設棟地下断面図（完成図） 

（９）増設棟地下平面図及び水抜き孔設置位置平面図（完成図） 

（10）施設棟地下断面図（完成図） 

（11）整地後の躯体地下残置位置引照点図（完成図） 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第４号に該当 

    〇不動産鑑定の実施者を公開することによって、鑑定内容に関する問い合わせ等を当該実

施者に直接行う事が可能となることから、不動産鑑定の委託事務の公正かつ適正な実施

を著しく困難にすると認められるため 

    ・（１）のうち、不動産鑑定事務所名 

    ・（４）のうち、不動産鑑定士の名前、事務所名、代表者、所在地、電話番号、法人の印影、

不動産鑑定士の印影 

   ：町田市情報公開条例第５条第１項第２号に該当 

〇印影部分は、法人が実印として使用している印鑑の印影であり、これを公開し、情報が

流通することによって印鑑偽造等により不正使用される恐れがあり、法人等の財産の保

護に著しい支障が生じると認められるため 

・（２）（３）のうち、法人の印影 

   ：町田市情報公開条例第５条第１項第２号に該当 

       〇当該土地の汚水処理施設基盤整備工事の際に、土地所有者である法人が当該工事を発

注した法人の情報であり、これらを公開することにより、当該法人の競争上又は事業

運営上の地位その他社会的な地位が著しく損なわれる可能性があるため 

        ・（５）から（11）のうち、会社名、住所、電話 

 

2020-40 2021年２月５日 …………………………………………………（財務部市有財産活用課） 

■小山田子どもクラブ建設に関する資料 

１．土地売買契約に関する資料 

（１）町田市公共財産評価等審査会資料  〇付議資料 〇本件の会議議事録 

2021年２月 15日 公開決定 

・2020 年度第１回町田市公共財産評価等審査会 議事要旨 

第１号議案 小山田子どもクラブ整備用地の取得価格について（2020年４月 21日開催） 
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2021年２月 15日 部分公開決定 

・2020 年度第１回町田市公共財産評価等審査会 付議資料 

議案第１号 小山田子どもクラブ整備用地の取得価格について 

理由：町田市情報公開条例第５条第 1項第４号に該当 

  ○不動産鑑定の実施者を開示することによって、鑑定内容を巡る問合せ等を当該実施者に

対し直接行うことが可能となり、当該実施者の事業に支障をきたす恐れがあることから、

市の鑑定委託業務の公正かつ適正な実施を著しく困難にすることが予見されるため。 

    ・不動産鑑定実施法人に関する法人名 

 

2020-41 2021年２月 17日 ……………………………………………………（道路部道路管理課） 

■建設省所管国有財産部より譲与を受けた国有旧道路敷地○○、○○地番先、また国有地水路敷○

○地番先譲与に関する書類、図面一式すべて。土地境界、確定書の資料すべて。上記に関する原

議書 

2021 年３月１日 部分公開決定 

１ 土地境界確定について（２財用境申３２２０号） 

２ 土地境界確定協定書（町田市図師町字１号○○、○○） 

３ 起案書（町建管発第７１５号） 

４ 国有旧道路敷地境界確認申出書（町田市図師町字壱号○○番） 

理由：町田市情報公開条例第５条第 1項第１号に該当 

 ○個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、または識別され得るものであるた

め。 

：町田市情報公開条例第５条第 1項第２号に該当 

   ○「印影」部分は、法人が実印として使用している印鑑の印影であり、公開し、情報が流

通することによって、印鑑偽造等により不正使用される恐れがあり、印影を公開すると

法人等の財産の保護に著しい支障が生じると認められるため。 

：町田市情報公開条例第５条第 1項第５号に該当 

○個人が使用している印鑑であり、公開し、情報が流通することによって、印鑑偽造等に

より不正使用される恐れがあり、個人の財産保護に著しい支障が生じると認められるた

め。 

１ 土地境界確定について（２財用境申３２２０号） 

ページ 公開しない部分 
公開しな

い理由 

Ｐ１ 
あて先欄氏名               ① 

決定権者・起案・審査・審議・決定後供覧欄の印影 ③ 

Ｐ２     訂正印の印影               ③ 

Ｐ３     協議の相手欄氏名             ① 

Ｐ６     あて先氏名               ① 

Ｐ９ 
決裁欄の印影               ③ 

担当者の印影               ③ 

Ｐ１２   現住所・郵便番号             ① 

Ｐ１７ 
所有者印影               ③ 

登記官印影               ③ 

Ｐ１９   登記官印影               ③ 

Ｐ２１ 
立会場所・土地の地番欄           ① 

土地所有者住所・氏名・印影         ① 
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作成者欄法人の印影             ② 

担当者の印影               ③ 

決裁欄の印影               ③ 

２ 土地境界確定協定書（町田市図師町字１号○○、○○） 

ページ 公開しない部分 
公開しな

い理由 

Ｐ１     土地所有者氏名               ① 

Ｐ２     乙欄住所・氏名・印影・割印         ① 

Ｐ３     割印                   ① 

Ｐ３     作成者欄法人の印影             ② 

Ｐ４     印鑑登録証明書の氏名・生年月日・性別・印影・住所 ① 

３ 起案書（町建管発第７１５号）           

ページ 公開しない部分 
公開しな

い理由 

Ｐ１     土地所有者氏名               ① 

Ｐ３     土地所有者氏名               ① 

Ｐ４     乙欄住所・氏名・印影           ① 

Ｐ５ 
    作成者欄法人の印影             ② 

 割印       ① 

Ｐ６ 印鑑登録証明書の氏名・生年月日・性別・印影・住所 ① 

Ｐ７     作成者欄法人の印影             ② 

４ 国有旧道路敷地境界確認申出書（町田市図師町字壱号○○番） 

ページ 公開しない部分 
公開しな

い理由 

Ｐ１ 
土地所有者欄担当者印影           ③ 

実務取扱者欄法人の印影           ② 

Ｐ４     現住所・郵便番号             ① 

Ｐ６     登記官印影               ③ 

Ｐ８     登記官印影               ③ 

 

2020-42 2021年２月 15日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■町田市の各図書館間の資料の輸送の時刻に関する資料 具体的には、金森図書館と中央図書館

との間の定期便（１回/日ということを伺っています。）の時刻および曜日が含まれるもの。 

2021 年２月 26日 取下げ 

  

2020-43 2021年２月 15日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■市立図書館の規則 貸し出し期間は何日間、もし、違反したらどういう罰則があるかなどを定め

た文書の全て。具体的には、貸出延長とその罰則。罰則の法的根拠を含むもの全て。 

2021 年２月 26日 取下げ 

  

2020-44 2021年２月 15日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■図書館の職員がどのように利用者に対応するかを記した文書（マニュアル）。 具体的には、資

料の貸し出しを延長したい場合に、規定の定めるところにあっていなかった場合などにどのよう
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に対応するかを記した全ての文書 

2021 年２月 26日 取下げ 

    

2020-45 2021年２月 15日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■図書館に寄せられたクレームの中で、再度の借り出しに関する全てのもの。 具体的に例を挙

げれば、2015年に挙げられた意見のうち、再度の貸し出し請求に関して、「再度の貸し出し」

というようなクレームの一切のもの。 

2021 年２月 26日 取下げ 

 

2020-46 2021年２月 15日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■図書館に寄せられる毎年のご意見とそれにどのように対応したか、または、対応予定かを示した

資料。具体的には、再度の貸出に関するもの一切を含むもの。 

2021 年２月 26日 取下げ 

 

2020-47 2021年２月 15日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■図書館の資料の位置情報が分かるシステムにおいて、閲覧の際に、何時に更新が行われるかが、

記載された資料。また、更新の方法に関する一切の資料。 

2021 年２月 26日 取下げ 

 

2020-48 2021年２月 22日 ……………………………………（文化スポーツ振興部文化振興課） 

■国際工芸美術館基本設計図書一式（基本設計概要、図面、概算工事費算出資料等） 

国際版画美術館改修設計基本設計図書一式（基本設計概要、図面、概算工事費算出資料等） 

2021年３月５日 公開決定 

・（仮称）国際工芸美術館基本設計業務委託概算内訳書 
・（仮称）国際工芸美術館基本設計業務委託 国際版画美術館の改修設計基本設計書 
・（仮称）国際工芸美術館基本設計業務委託 国際版画美術館の改修工事概算内訳書 

2021年３月５日 部分公開決定 

（仮称）国際工芸美術館基本設計業務委託基本設計書 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第４号に該当 

    〇収蔵庫エリアの構造が明らかにされることにより、セキュリティ対策に著しい支障が生

じ、市の事業の公正かつ適正な実施を著しく困難にすると認められるため。 

・収蔵庫エリアにおける平面図及び立面図 

 

2020-49 2021年３月１日 ………………………………（生涯学習部生涯学習総務課） 

■町田市立図書館のコロナ禍（COVID-19）に伴う全館休館に関して（図書館以外） 2020年３月２

日からの休館を決定した経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 

  同年８月 11 日及び 12 月７日に上記の請求をしたところ、公開されたのは、「生涯学習部所管施

設の休止等について」という起案書１件だけであった。これは生涯学習部生涯学習総務課が指示

した「生涯学習部所管施設の休止等について」に従って行った収受起案に過ぎず、意思決定文書

ではない。 

「生涯学習部所管施設の休止等について」という起案書の根拠となる「全館休館に関して３月２

日からの休館を決定した経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切」を再々度請求する。 

2021 年３月 10日 不存在決定 

 理由：2020年８月 25日付 20町教生図第 121号の２、2020年 12月 18日付 20町教生図第 279

号の２で生涯学習部図書館が公開した「【生涯学習部】生涯学習部所管施設の休止等につい

て」以外の文書は存在していないため。  

                                                                                   

2020-50 2021年３月１日 ………………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■町田市立図書館ホームページの閉鎖及び再開に関して（図書館） ①2020年４月８日からのホー

ムページ閉鎖を決定した経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切 ②同年４月 21日からのホ
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ームページの再開を決定した経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切。 

 2020年８月 11日、12月７日に上記①及び②の請求をしたところ、①については、「町田市立図

書館 Twitter掲載記事の更新について（４月８日更新分）」、「町田市ホームページの修正につい

て」という起案書が２件開示された。２件の起案書には、図書館ホームページを閉鎖する理由

が一切触れられていないので、既に開示された文書以外に、「４月８日からのホームページ閉鎖

決定に至る意思決定のプロセスが分かる会議録、起案書などの文書一切」を再々度請求する。

②については、「新型コロナウイルス感染症にかかる図書館ホームページ及び Twitterの更新に

ついて（４月 21日更新分）」、「新型コロナウイルス感染症にかかる市ホームページ及び

Twitterの更新について」の起案書が２件開示された。２件の起案書とも、なぜホームページ

を再開するのかということには触れられていないので、既に開示された文書以外に、「４月 21

日からのホームページ再開決定に至る意思決定のプロセスが分かる会議録、起案書などの文書

一切」を再々度請求する。 

2021 年３月 12日 不存在決定 

理由：①2020年８月 25日付 20町教生図第 122号の２、2020年 12月 18日付 20町教生図第 280

号の２で公開した「町田市立図書館 Twitter掲載記事の更新について（４月８日更新

分）」、「町田市ホームページの修正について」以外の文書は存在していないため。 

②2020 年８月 25日付 20町教生図第 122号の２、2020 年 12月 18日付 20町教生図第 280

号の２で公開した「新型コロナウイルス感染症にかかる図書館ホームページ及び

Twitterの更新について（４月 21日更新分）」、「新型コロナウイルス感染症にかかる市

ホームページ及び Twitterの更新について」以外の文書は存在していないため。 

 

2020-51 2021年３月１日 ……………………………………………（生涯学習部生涯学習総務課） 

■「今後の町田市立図書館のあり方について」の諮問に関して①（生涯学習総務課） 

 2018年 10月 22日付「18町教生総第 293号」により、「今後の町田市立図書館のあり方見直し

方針」を町田市立図書館協議会ではなく、町田市生涯学習審議会に諮問することと決定した経

緯が分かる会議録、起案書などの文書一切を 2020年８月 11日及び 12月７日に請求をしたとこ

ろ、生涯学習総務課からは、18町教生総第 293 号 第４期町田市生涯学習審議会への諮問につ

いて、2018年度町田市教育委員会第７回定例会会議録についての２件が公開された。この２件

については、単なる手続き上の文書や会議録に過ぎず、「決定した経緯が分かる会議録、起案書

など」、「策定された経緯が分かる会議録、起案書など」とは程遠い。図書館の運営のあり方等

は、過去一貫して図書館協議会への諮問事項であり、生涯学習審議会への諮問が極めて異例な

のである。そのことを意思決定した文書は存在するはずなので、既に開示された文書以外に、

「町田市立図書館協議会ではなく、町田市生涯学習審議会に諮問することを決定した経緯が分か

る」会議録及び起案書を再々度請求する。 

2021 年３月 10日 不存在決定 

理由：2020年８月 25日付 20町教生第 226号の２、2020 年 12月 21日付 20町教生第 389号の２

で公開した「18 町教生総第 293 号第４期町田市生涯学習審議会への諮問について」「2018

年度町田市教育委員会第７回定例会会議録について」以外の文書は存在していないため。 

 

2020-52 2021年３月１日 ……………………………………………（生涯学習部生涯学習総務課） 

■「今後の町田市立図書館のあり方について」の諮問に関して②（生涯学習総務課） 

 2018年 10月 22日の生涯学習審議会に「資料４－①」として出された「（案）町田市立図書館の

あり方見直しについて」が策定された経緯が分かる会議録、起案書などの文書一切を８月 11 日

及び 12 月７日に請求をしたところ、「第５回町田市生涯学習審議会会議の開催について（依頼）」

が開示された。これについても、単なる手続き上の文書（開催通知）に過ぎず、肝心の「（案）

町田市立図書館のあり方見直しについて」が策定された経緯が分かる会議録、起案書は一切開示

されていない。「資料４－①（案）町田市立図書館のあり方見直しについて」は、「生涯学習審議

会事務局である生涯学習総務課が諮問内容を補強するために作成した資料で、図書館では作成し

ていないため」ということであれば、作成した生涯学習総務課には存在するはずである。既に開

示された文書以外に、それが「策定された経緯が分かる」会議録及び起案書を再々度請求する。 
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2021 年３月 10日 不存在決定 

理由：2020年８月 25日付 20町教生第 226号の２、2020 年 12月 21日付 20町教生第 410号の２

で公開した「第５回町田市生涯学習審議会会議の開催について（依頼）」以外の文書は存在

していないため。 

 

2020-53 2021年３月５日 ……………………………………………………（生涯学習部図書館） 

■市民文学館における「広報担当」の新設を決定した経緯がわかる会議録、起案書などの文書一切 

 2021 年３月 16 日 公開決定 

 「2021年度文学館業務の見直しに伴う職員の業務分担の整理について」 

 

2020-54 2021年３月 11日 ………………………………………（都市づくり部建築開発審査課） 

■道路調査書 57－14 誓約書、現況図 

2021 年３月 24日 部分公開決定 

道路調査書 57－14 誓約書、現況図 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 

   ○個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、または識別され得るものであるた

め。 

    ・誓約書のうち、誓約者の氏名・住所・電話番号・印影、関係者の氏名・住所・印影、 

保証人の肩書・氏名・印影 

・現況図のうち、居住者及び所有者の氏名 

 

2020-55 2021年３月 16日 ………………………………………………（政策経営部企画政策課） 

■芹ヶ谷公園芸術の杜魅力向上検討支援  デザイン監修（総合企画）業務  公園基本設計 美

術館分科会議事録一式 

2021 年３月 26日 部分公開決定 

芹ヶ谷公園“芸術の杜”公園・美術館一体整備におけるデザイン監修（総合企画）及び設計業務 

美術館分科会議事録及び配布資料（2019/8/2、2019/9/17、2019/10/9、2019/10/29） 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 

   ○個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、または識別され得るものであるた

め。 

   ・会議出席者及び議事録作成者のうち市職員以外の氏名 

 

2020-56 2021年３月 29日 ………………………………………（都市づくり部建築開発審査課） 

■令和２年４月１日以降に提出された、建設リサイクル法に基づく届出書（様式第一号）のうち、

別紙「対象住所一覧」の住所（34 件）を工事の場所とするもの。 

 別紙 

対象住所一覧 

東京都町田市つくし野２-○○、東京都町田市下小山田町○○、 

東京都町田市玉川学園１丁目○○、東京都町田市玉川学園５-○○、 

東京都町田市原町田２-○○、東京都町田市原町田６-○○、東京都町田市高ヶ坂３-○○、 

東京都町田市高ヶ坂７-○○、東京都町田市三輪緑山１-○○、東京都町田市市成瀬台３-○○、 

東京都町田市小山町○○、、東京都町田市小川１-○○、東京都町田市小川６-○○、 

東京都町田市小野路町○○、東京都町田市図師町○○、東京都町田市図師町○○、 

東京都町田市図師町○○、町田市成瀬８丁目○○、東京都町田市成瀬台３-○○、 

東京都町田市成瀬台３-○○、東京都町田市西成瀬１-○○、東京都町田市西成瀬１-○○、 

東京都町田市相原町○○、東京都町田市相原町○○、東京都町田市南つくし野４丁目○○、 

東京都町田市南成瀬２-○○、東京都町田市南成瀬８-○○、東京都町田市能ヶ谷３-○○、 

東京都町田市能ヶ谷５-○○、東京都町田市能ヶ谷６-○○、東京都町田市能ヶ谷７丁目○○、 

東京都町田市本町田○○、東京都町田市本町田○○、東京都町田市木曽西４-○○ 
2021 年４月 12日 部分公開決定 
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令和２年４月１日以降に提出された、建設工事に係る資源の再資源化等に関する法律に基づく届

出書（様式第一号）のうち、別紙「対象住所一覧」の住所（10件）を工事の場所とするもの。 

別紙 対象住所一覧 

東京都町田市つくし野2-〇〇、東京都町田市原町田2-〇〇、東京都町田市三輪緑山1-〇〇、 

東京都町田市小川1-〇〇、東京都町田市図師町〇〇、東京都町田市成瀬台3-〇〇、 

東京都町田市南成瀬2-〇〇、東京都町田市南成瀬8-〇〇、東京都町田市本町田〇〇、 

東京都町田市本町田〇〇 

理由：町田市情報公開条例第５条第１項第１号に該当 

   ○個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、または識別され得るため。 

    ・届出先のうち、印影 

・発注者名または自主施工者の氏名、印影、郵便番号、電話番号、住所 

・転居予定先及び転居先の郵便番号、電話番号、住所 

・１.工事の概要の①工事の名称のうち個人名、②工事の場所のうち印影 

2021 年４月 12日 不存在決定 

令和２年４月１日以降に提出された、建設工事に係る資源の再資源化等に関する法律に基づく届

出書（様式第一号）のうち、別紙「対象住所一覧」の住所（24件）を工事の場所とするもの。 

別紙 対象住所一覧 

東京都町田市下小山田町〇〇、東京都町田市玉川学園１丁目〇〇、 

東京都町田市玉川学園５-〇〇、東京都町田市原町田６-〇〇、東京都町田市高ヶ坂３-〇〇、 

東京都町田市高ヶ坂７-〇〇、東京都町田市市成瀬台３-〇〇、東京都町田市小山町〇〇、 

東京都町田市小川６-〇〇、東京都町田市小野路町〇〇、東京都町田市図師町〇〇、 

東京都町田市図師町〇〇、東京都町田市成瀬８丁目〇〇、東京都町田市成瀬台３-〇〇、 

東京都町田市西成瀬１-〇〇、東京都町田市西成瀬１-〇〇、東京都町田市相原町〇〇、 

東京都町田市相原町〇〇、東京都町田市南つくし野４丁目〇〇、東京都町田市能ヶ谷３-〇〇、 

東京都町田市能ヶ谷５-〇〇、東京都町田市能ヶ谷６-〇〇、東京都町田市能ヶ谷７丁目〇〇、 

東京都町田市木曽西４-〇〇 

理由：別紙の住所（24件）については届出がないため。 
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３ 年度・実施機関別情報公開請求の件数（2011 年度以降、括弧内は取下げ件数） 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

実施機関
　　年度
 種別

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 計

請　求 115(12) 162(16) 70(5) 18(2) 44(2) 63 54(4) 110(8) 40(4) 32(3) 708(56)

不服申立て 2   1  5 4(1) 3  1 16(1)

請　求 6(1) 17 1 6(1) 4 6 5 6(2) 2 22(6) 75(10)

不服申立て           0 

請　求      1   1 0 2 

不服申立て           0 

請　求 1 1   1 2     5 

不服申立て           0 

請　求 1(1)          1(1)

不服申立て           0 

請　求           0 

不服申立て           0 

請　求 1 5 1(1) 1  2 3    13(1)

不服申立て      1     1 

請　求 2    7 12  1 2 1 25 

不服申立て     1 3    1 5 

請　求 126(14) 185(16) 72(6) 25(3) 56(2) 86 62(4) 117(10) 45(4) 55(9) 829(68)

不服申立て 2 0 0 1 1 9 4(1) 3 0 2 22(1)

議　会

計
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第２章 個人情報開示等請求の状況 
 

１ ２０２０年度の経過 
２０２０年度の請求の特徴としては、住民票・戸籍の写し等交付請求書や印鑑登録証明書交

付申請書に関する記録、生活保護・保健・育児支援などの相談記録等の開示請求が数多く行わ

れました。 

１年間の請求件数は４３件でした。その内訳及び決定の状況は以下のとおりです。 

 

（１）２０２０年度実施機関別個人情報開示等請求件数 

実施機関 主管部課 件数 小計 

市 長 

総 務 部 職 員 課 １ 

４０ 

財 務 部 
市 民 税 課 １ 

納 税 課 １ 

市 民 部 
市 民 課 ２２ 

なるせ駅前市民センター １ 

地 域 福 祉 部 
生 活 援 護 課 １ 

障 が い 福 祉 課 １ 

いきいき生活部 介 護 保 険 課 １ 

保 健 所 
保 健 予 防 課 ２ 

生 活 衛 生 課 １ 

子 ど も 生 活 部 

子 ど も 総 務 課 １ 

保 育 ・ 幼 稚 園 課 ３ 

子ども家庭支援センター ２ 

環 境 資 源 部 ３ R 推 進 課 １ 

道 路 部 道 路 管 理 課 １ 

教 育 委 員 会 学 校 教 育 部 指 導 課 ３ ３ 

選挙管理委員会  ０ ０ 

監 査 委 員  ０ ０ 

農 業 委 員 会  ０ ０ 

固 定 資 産 評 価 

審 査 委 員 会 
 ０ ０ 

病院事業管理者  ０ ０ 

議 会  ０ ０ 

合 計  ４３ ４３ 

 

※開示等とは開示、訂正、消去等及び利用等の中止をいいます。 

 ２０２０年度は、すべて開示請求でした。 
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（２）請求者区分別請求件数 

請求者区分 市内に住所を有する個人 市外に住所を有する個人 合計 

請求者数 ３１人 ８人 ３９人 

請求件数 ３３件 １０件 ４３件 

※１人当たりの請求件数約１．１０件、１人最大請求件数３件 

 

 

 

（３）請求に対する決定区分別件数 

決  定  区  分 

合計 
開示等 部分開示等 非開示等 不存在 

存否応答 

拒否 

１４件 １７件 ２件 １３件 １件 ４７件 

※１件の請求に対して複数の決定があるため、請求件数の合計と決定件数の合計は一致しません。 

 

 

 

（４）非開示(部分開示を含む)情報の事項別内訳 

非  開  示  事  項 

合計 １号 
法令秘
情報 

２号 
評価等
情報 

３号 
第三者
情報 

４号 
法人 
情報 

５号 
意思決定 
過程情報 

６号 
行政執
行情報 

７号 
本人不利
益情報 

８号 
公益 
情報 

０件 ０件 １８件 ５件 ０件 ２件 ０件 ０件 ２５件 

※１件の非開示(部分開示)決定に複数の事項が該当する場合があります。 

 

 

 

 
 

非開示情報 

個人情報保護制度では、実施機関の保有している自己に関する個人情報はすべて

本人開示が原則となりますが、個人情報保護条例第２１条第１項では、その例外とし

て、開示しないことができる個人情報の範囲を次の８項目と定めています。 

１号 法令秘情報 → 法令上の秘密にあたる情報 

２号 評価等情報 → 個人の評価等に関する情報 

３号 第三者情報 → 第三者に関する個人情報 

４号 法人情報 → 企業等の法人に関する情報 

５号 意思決定過程情報 → 行政上の意思が最終決定されていない情報 

６号 行政執行情報 → 行政の事務・事業の運営に関する情報 

７号 本人不利益情報 → 代理人が請求する場合で、本人に不利益な情報 

８号 公益情報 → 審議会が公益上開示しないと認めた情報 
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２ ２０２０年度個人情報開示等請求・決定の内容 

 

                                 表 記 内 容 の 説 明 

整理番号 請求年月日 請求種別 …………………………………………………（主管部課名） 

■請求内容 ・・・・・・・・ 

 決定年月日 決定内容 

 ・対象個人情報記録の件名 ・・・・・・・・ 

理由：（部分開示等、非開示等、不存在、存否応答拒否、決定延期の理由） ・・・・・・・・ 

※備考・・・・・・・・ 

 

 

2020-１ 2020年４月 15日 開示請求 ……………………………………………（市民部市民課） 

■住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書・印鑑登録証明書交付申請書（2019年８月４日～2020

年４月 15日。コンビニ交付の履歴を含む。但し、2019年 12 月 16日を除く。） 

2020 年４月 28日 不存在決定 

理由：2019年８月４日から 2020年４月 15日まで（2019年 12月 16日を除く）の期間に上記件 

    名の住民票の写し等、戸籍証明書等、印鑑登録証明書を交付した事実はありません。 

    よって、住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書・印鑑登録証明書交付申請書は存在い

たしません。 

    また、同期間にコンビニエンスストアで住民票の写し等、戸籍証明書等、印鑑登録証明

書を自動交付した事実もありません。 

 

2020-２ 2020年４月 16日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■印鑑登録証明書交付申請書（2020年１月１日～４月 16日） 

2020 年４月 30日 不存在決定 

理由：2020年１月１日から 2020年４月 16日までの期間に上記件名の印鑑登録証明書を交付し

た事実はありません。よって、印鑑登録証明書交付申請書は存在いたしません。 

 

2020-３ 2020年４月 20日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書・印鑑登録証明書交付申請書（2019年４月 19 日～

2020年４月 20日、コンビニ交付の履歴を含む。） 

2020 年４月 30日 補正（補正に要した期間 10日間） 

（2019年 12月 16日及び 2020年２月 26日分を除く）を追加 

2020 年４月 30日 決定延期 

理由：開示請求の申し出が重なり、決定までに時間を要するため 

2020 年５月 20日 部分開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の住民票の写し・戸籍証明書等・印鑑登録

証明書を請求した 

①2019 年５月８日 市民課受付分の住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書 

②2019 年５月 15日 市民課受付分の戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書 

③2019 年５月 20日 市民課受付分の住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書 

理由：（１）町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

    〇第三者に関する情報であって、開示することにより当該第三者の権利利益を侵害す

る恐れがあるため。       

   ：（２）町田市個人情報保護条例第 21条第１項第４号に該当 

     〇職印の印影であり、開示することにより偽造等の不正使用の恐れがあることから、

事業を営む個人の財産の保護に著しい支障が生じると認められるため。 
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番号 開示しない部分 
請求の一部について 

応じない理由 

１ 

「申請者（窓口にきた方）」欄の住所・氏名・生年月日・電

話番号・請求者とのご関係、「使う方（請求者）」欄の住所・

氏名・請求者の資格、使いみち 

（１） 

２ 

戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書の「請求に係る者

の氏名・範囲」欄の本人以外の者の氏名・生年月日、「利用

目的の種別」欄の「２」の依頼者の氏名又は名称、「使者」

欄の住所・氏名・印影 

「在職証明書」の在職者氏名、生年月日、現住所、職務内

容。採用年月日 

「住民票の写し等交付請求書」の「申請者（窓口にきた方）」

欄の氏名 

（１） 

戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書の「請求者」欄の

請求者の印影 

「在職証明書」の請求者の印影 

（２） 

３ 

「申請者（窓口にきた方）」欄の住所・氏名・生年月日・電

話番号・請求者とのご関係、「①住民票の写し等」欄の必要

な方の住所、必要な方の氏名・生年月日、「使う方（請求

者）」欄の住所・氏名・請求者の資格、使いみち、「②戸籍

証明書等」欄の必要な方の氏名、「使う方（請求者）」欄の

住所、氏名、請求者の資格、使いみち、「③印鑑登録証明書」

欄の登録番号、住所、氏名、生年月日 

（１） 

 

2020-４ 2020年５月 18日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■戸籍全部事項証明、戸籍の附票全部事項証明の請求書（2020年３月 16 日分） 

2020 年５月 18日 部分開示決定 

・本籍地 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の戸籍証明書等を請求した、 

 2020 年３月９日付け 市民課受付分の戸籍証明書等交付請求書（郵送請求用） 

理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

〇第三者に関する情報であって、開示することにより当該第三者の権利利益を侵害する

恐れがあるため。 

・戸籍証明書等交付請求書（郵送請求用）の「申請者」欄の住所・氏名・印影・電話番号、

戸籍証明書等の「請求資格」欄の必要な方とのご関係、使いみち・提出先 

・「相続確認図」の一部、申請者、請求対象者のうち本人以外の者、電話番号、連絡メモ 

・「伝言メモ」のうち本人の「戸籍証明書等交付請求書（郵送請求用）」の補足事項以外の

内容 

・申請者の本人確認書類（免許証の写し）のうち本人確認書類部分 

・「登記事項要約書 土地」の内容（別紙を含む） 

・「登記事項要約書 建物」の内容（別紙を含む） 

・「被相続人 ○○○○ 相続関係説明図（その１）」の長女、二女の住所、出生 

・「被相続人 ○○○○ 相続関係説明図（その２）」の二男、三男、長女、二女、三女、

四女、四男、五男、六女の住所、出生 

・「被相続人 ○○○○ 相続関係説明図（その３）」の二男の記載の一部、二男、長女、

二女の住所、出生 

・連絡文書（その１）の申請者等の記載、電話番号 

・連絡文書（その２）の申請者等の記載、電話番号 
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・連絡文書（その３）の申請者等の記載 

 

2020-５ 2020年６月３日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書（2019年４月１日～2020 年６月３日） 

2020 年６月 17日 開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の住民票の写し等・戸籍の附票を請求した 

 2019 年 10 月 30日 市民課受付分の住民票の写し等交付請求書 

 2020 年２月 26日 市民課受付分の住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書 

 

2020-６ 2020年６月３日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書（2019年４月１日～2020 年６月３日） 

2020 年６月 17日 部分開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の住民票の写し等・戸籍の附票を請求した 

 ①2019年 10月 30日 市民課受付分の住民票の写し等交付請求書 

 ②2020年２月 26日 市民課受付分の住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書 

理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

〇第三者に関する情報で、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するおそ

れがあるため。 

 ・①のうち、「窓口にきた方（申請者）」欄の住所・氏名・生年月日・電話番号・請求者

とのご関係、「①住民票の写し等」欄の必要な方の住所、必要な方の氏名（生年月

日）、「使う方（請求者）」欄の住所、氏名、請求者の資格、使いみち 

 ・②のうち、「窓口にきた方（申請者）」欄の住所・氏名・生年月日・電話番号・請求者

とのご関係、「①住民票の写し等」欄の必要な方の住所、必要な方の氏名（生年月

日）、「使う方（請求者）」欄の住所、氏名、請求者の資格、使いみち、「②戸籍証明書

等」欄の必要な方の氏名（生年月日）、「使う方（請求者）」欄の住所、氏名、請求者の

資格、使いみち 

 

2020-７ 2020年６月３日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書（2019年４月１日～2020 年６月３日） 

2020 年６月 17日 部分開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の住民票の写し等・戸籍の附票を請求した 

 ①2019年 10月 30日 市民課受付分の住民票の写し等交付請求書 

 ②2020年２月 26日 市民課受付分の住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書 

理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

〇第三者に関する情報で、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するおそ

れがあるため。 

 ・①のうち、「窓口にきた方（申請者）」欄の住所・氏名・生年月日・電話番号・請求者

とのご関係、「①住民票の写し等」欄の必要な方の住所、必要な方の氏名（生年月

日）、「使う方（請求者）」欄の住所、氏名、請求者の資格、使いみち 

 ・②のうち、「窓口にきた方（申請者）」欄の住所・氏名・生年月日・電話番号・請求者

とのご関係、「①住民票の写し等」欄の必要な方の住所、必要な方の氏名（生年月

日）、「使う方（請求者）」欄の住所、氏名、請求者の資格、使いみち、「②戸籍証明書

等」欄の必要な方の氏名（生年月日）、「使う方（請求者）」欄の住所、氏名、請求者の

資格、使いみち 

 

2020-８ 2020年６月 10日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■住民票の写し等交付請求書（2019年４月１日～2020年６月 10 日、自分が申請したものは除

く） 
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2020 年６月 22日 不存在決定 

理由：2019年４月１日から 2020年６月 10日までの期間に上記件名の住民票の写し等を交付し

た事実はありません。よって、住民票の写し等交付請求書は存在いたしません。 

 

2020-９ 2020年７月６日 開示請求 …………………（子ども生活部子ども家庭支援センター） 

■2020年２月３日～の私の相談記録（特に夫による次男の連れ去りと親権について）  

2020 年７月 14日 開示決定 

 経過記録表 

  

2020-10 2020年７月８日 開示請求 ……………………………………… （学校教育部指導課） 

■2020年１月 15日に起きたいじめ事件に関するつくし野小学校による調査報告書 

2020 年７月 22日 決定延期 

理由：請求された報告書の開示の方法について、関係する機関との確認に時間を要しており、

さらなる検討が必要なため。 

2020 年８月 31日 非開示決定 

理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

   〇第三者に関する情報であり、開示することにより第三者の権利利益を侵害するおそれ

があるため。 

 

2020-11 2020年８月 12日 開示請求 …………………………………………… （財務部納税課） 

■（株）〇〇○○に対しての未払金、預り金等の調査に関しての回答。 

2020 年８月 12日 部分開示決定 

調査の依頼について（回答） 

 理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第４号に該当 

    〇印影部分は、法人が実印として使用している印鑑の印影であり、開示し、情報が流通

することによって、印鑑偽造等により不正使用される恐れがあり、印影を公開すると

法人等の財産の保護に著しい支障が生じると認められるため。 

    ・法人の印影 

 

2020-12 2020年８月 17日 開示請求 ……………………………………………（市民部市民課） 

■住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書・印鑑登録証明書交付申請書（2020年３月 13日～８

月 17日） 

2020 年８月 28日 開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の住民票の写し・戸籍証明書等・印鑑登録

証明書を請求した 

 ①2020年３月 13日 市民課受付分の住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書・印鑑登録証明

書交付申請書 

 ②2020年６月 22日 町田駅前連絡所受付分の住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書・印鑑

登録証明書交付申請書 

③2020 年７月 13日 市民課受付分の住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書・印鑑登録証明

書交付申請書 

④2020 年７月 30日 市民課受付分の住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書・印鑑登録証明

書交付申請書 

2020 年８月 28日 部分開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の住民票の写し等・戸籍証明書等、印鑑登

録証明書を請求した 

 2020 年４月２日 町田駅前連絡所受付分の住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書・印鑑登

録証明書交付申請書 
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  理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

     〇第三者に関する情報で、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するお

それがあるため。 

     ・「窓口にきた方（申請者）」欄の住所・氏名・電話番号・生年月日・請求者とのご関

係、「①住民票の写し等」欄の「使う方（請求者）」欄の使いみち。「委任状」の代理

人（窓口に来る方）の住所・氏名 

  

2020-13 2020年８月 18日 開示請求…………………………………………（道路部道路管理課） 

■町田市○○町〇〇○○番地 売買を行った際の金額が分かる資料 

2020 年８月 27日 開示決定 

土地交換契約書 

 交換渡地 町田市○○町〇〇○○番地 

      町田市○○町〇〇○○番地 

 

2020-14 2020年８月 19日 開示請求 ……………………………………………（市民部市民課） 

■戸籍証明書等交付請求書（2020年１月１日～８月 19 日） 

2020 年８月 28日 不存在決定 

理由： 2020年１月１日から 2020年８月 19日までの期間に上記件名の戸籍証明書等を交付し

た事実はありません。よって、戸籍証明書等交付請求書は存在いたしません。 

 

2020-15 2020年８月 21日 開示請求 ……………………………………………（市民部市民課） 

■私の住民票を発行した氏名（2020年１月１日～７月 31日） 

2020 年８月 21日 部分開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の住民票の写し等を請求した 

 ①2020年４月 13日付け 市民課受付分の住民票申請書 

 ②2020年５月 15日 市民課受付分の住民票の写し等職務上請求書 

理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

   〇第三者に関する情報であって、開示することにより当該第三者の権利利益を侵害する

おそれがあるため。 

   ・①のうち、住民票申請書の担当者の氏名・本人確認書類 

  ：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第４号に該当 

   〇法人が実印として使用している印鑑の印影であり、開示することにより偽造等の不正

使用の恐れがあることから、法人等の財産の保護に著しい支障が生じると認められる

ため。 

   ・①のうち、「証明書」の債権管理回収業務委託者および債権管理回収業務受託者の代表

者印。 

・①のうち、「地位譲渡承諾依頼書兼承諾書」の譲受人および譲渡人の代表者印、承諾人

の代表者印。 

・①のうち、「債権譲渡契約書」の譲渡人および譲受人の代表者印。 

・①のうち、「サービサー業務委託契約書」の委託者およびサービサーの代表者印。 

・①のうち、「地位譲渡契約書」の甲および乙の代表者印。 

  ：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第４号に該当 

   〇職印の印影であり、開示することにより偽造等の不正使用の恐れがあることから、事

業を営む個人の財産の保護に著しい支障が生じると認められるため。 

   ・②のうち、請求者の印影 

 

2020-16 2020年８月 21日 開示請求 ……………………………………………（市民部市民課） 

■住民票の写し・戸籍証明書等交付請求書（2019年８月 21 日～2020年８月 21 日） 
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2020年９月３日 部分開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の戸籍証明書等を請求した、 

2020 年７月９日付け 市民課受付分の戸籍謄本住民票の写し等職務上請求書 

理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

   〇第三者に関する情報で、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するおそ

れがあるため。 

   ・「請求書」の「戸籍法第 10条の２第１項等、住民基本台帳法第 12条の３第１項等によ

る業務を遂行するために必要な場合」欄の依頼者の氏名又は名称、「提出先又は提出先

がない場合の処理」欄の提出先。 

・「書類送付案内」の相続人の氏名、担当の氏名 

：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第４号に該当 

   〇職印の印影であり、開示することにより偽造等の不正使用の恐れがあることから、事

業を営む個人の財産の保護に著しい支障が生じると認められるため。 

   ・「請求書」の請求者の印影 

2020年９月３日 不存在決定 

理由：2019年８月 21日から 2020年８月 21日までの期間に上記件名の住民票の写し等を交付し

た事実はありません。よって、住民票の写し等交付請求書は存在いたしません。 

 

2020-17 2020年８月 28日 開示請求 ……………………………………… （学校教育部指導課） 

■町田市立つくし野小学校から教育委員会に報告されたいじめの報告書 

2020 年９月 10日 非開示決定 

・2020 年１月 15日に起きたいじめ事件に関するつくし野小学校による調査報告書 

 理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

    〇第三者に関する情報であり、開示することにより第三者の権利利益を侵害するおそれ

があるため。 

 

2020-18 2020年８月 31日 開示請求 ………………………………… （地域福祉部生活援護課） 

■2020年８月 28日生活援護課第５係ケースワーカー○○さんと□□マンション管理会社と、８

月 31日も、同じマンションに住み続けることは可能かどうか、またそれに関連した内容全て 

2020 年９月２日 開示決定 

 ・2020年８月 28日に、担当ケースワーカーが株式会社□□との電話内容を記録した、ケース記

録表 

 

2020-19 2020年９月７日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■住民票の写し等交付請求書（住民になった日～2020年９月７日） 

2020 年９月９日 開示決定 

 ・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の住民票の写し等を請求した、 

2020 年５月 11日 市民課受付分の住民票の写し等交付請求書 

 

 

2020-20 2020年 10月 13日 開示請求 ………………………………………… （総務部職員課） 

■私が、令和２年９月 17日付けで、町田市長に提出した、要望書に関する書類一式。 

 2020年 10月 22日 開示決定 

 ・令和２年９月 17日付け 要望書（収受） 

 【書類内訳】 

  ・要望書 

  ・訴状 

  ・文書送付嘱託申立書 



第２章 個人情報開示等請求の状況 

37 

 

  ・交通事故証明書（甲第２号証） 

  ・証拠説明書、回答書、相模原北警察署作成（甲第７号証） 

  ・証拠説明書、陳述書（甲第８号証） 

  ・相模原簡易裁判所「判決」平成 30年（ハ）第〇〇号 

  ・控訴状 

  ・横浜地方裁判所「判決」平成 30年（レ）第□□号 

  ・平成 30 年（レ）第 224号「判決確定証明申請書」 

  ・書類送付用封筒（レターパックライト） 

 

2020-21 2020年 10月 29日 開示請求 ……………………………… （環境資源部３Ｒ推進課） 

■2020年 10月 28日 私が問い合わせた記録 

2020 年 11月 10日 不存在決定 

理由：該当する問い合わせについては、記録の作成を行っていないため。 

 

2020-22 2020年 11月 10日 開示請求 ………………………… （子ども生活部子ども総務課） 

■平成 30年５月 11日 堺市民センター受付 私が申請した児童手当、特例給付認定請求書 

2020 年 11月 24日 開示決定 

・町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○が申請した平成 30年５月 11日堺市民センター受            

 付 児童手当・特例給付 認定請求書 

 

2020-23 2020年 11月 11日 開示請求 …………………………………… （保健所保健予防課） 

■〇〇○○が町田市役所保健所から濃厚接触者として特定された際に実施された会議資料のすべ

て 

2020 年 11月 25日 部分開示決定 

・感染者等の相談記録のうち、○○○○を濃厚接触者として特定した際の記録 

理由：（１）町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

   〇第三者に関する情報であって、開示することにより当該第三者の権利利益を侵害する

恐れがあるため。 

  ：（２）町田市個人情報保護条例第 21条第１項第６号に該当 

   〇市又は国等の事務又は事業の運営に関する情報であって、開示をすることにより当該

事務又は事業の実施の目的を失わせ、又は公正かつ適正な実施を著しく困難にすると

認められるため。 

番号 開示しない部分 理由 

１ 患者氏名欄 患者氏名の欄全て （１） 

２ 相談記録 

2020/9/26 10：30 

状況の欄全て （１） 

（２） 

３ 相談記録 

同日 10：40 

状況の欄全て （１） 

（２） 

助言・対応・計画の欄全て （１） 

（２） 

４ 相談記録 

同日 10：45 

状況の欄全て （１） 

５ 相談記録 

同日（１ページ目の上から４個目） 

状況の欄全て （１） 

（２） 

６ 相談記録 

同日（１ページ目の上から５個目） 

状況の欄全て （１） 

（２） 

助言・対応・計画の欄全て （１） 

（２） 
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７ 相談記録 

同日 11：20 

状況の欄全て （１） 

８ 相談記録 

同日（１ページ目の上から７個目） 

状況の欄全て （１） 

（２） 

９ 相談記録 

同日（１ページ目の上から８個目） 

状況の欄の１行目～９行目 （１） 

助言・対応・計画の欄全て （１） 

10 相談記録 

同日（２ページ目の上から２個目） 

状況の欄全て （１） 

助言・対応・計画の欄全て （１） 

11 相談記録 

同日 15：15 

状況の欄全て （１） 

（２） 

12 相談記録 

同日（３ページ目の上から１個目） 

状況の欄全て （１） 

13 相談記録 

同日（３ページ目の上から２個目） 

状況の欄全て （１） 

助言・対応・計画の欄全て （１） 

14 相談記録 

同日（３ページ目の上から３個目） 

状況の欄全て （１） 

助言・対応・計画の欄全て （１） 

15 相談記録 

同日（３ページ目の上から４個目） 

状況の欄の２行目 （１） 

助言・対応・計画の欄全て （１） 

（２） 

 

2020-24 2020年 11月 20日 開示請求 ………………………………………… （市民部市民課） 

■住民票の写し等交付請求書（2019年４月１日～2020年６月 30 日） 

2020 年 12 月１日 開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の住民票の写し等を請求した、 

2019 年４月 12日 小山市民センター受付分の住民票の写し等交付請求書・印鑑登録証明書交

付申請書 

2020 年 12 月１日 部分開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の住民票の写し等を請求した、 

 ①2019年６月４日付け 市民課受付分の「住民票謄本（抄本）の請求について（依頼）」 

 ②2019年 12月 13日付け 市民課受付分の「住民票交付願」 

理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

〇第三者に関する情報で、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するおそ

れがあるため。 

・①のうち、「必要とする諸証明」欄の氏名ふりがな 

・②のうち、担当者の氏名、担当者身分証明書、担当者従業員証 

：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第４号に該当 

〇印影部分を開示し、情報が流通することによって、印鑑偽造等により不正使用される

恐れがあり、法人等の財産の保護に著しい支障が生じると認められるため。 

   ・②のうち、法人印の印影 

 

2020-25 2020年 11月 20日 開示請求 …………………………………………（財務部市民税課） 

■令和２年度住民税課税に関する給与支払報告書 

2020 年 11月 30日 開示決定 

・令和２年度住民税課税に関する給与支払報告書 

  

2020-26 2020年 12月８日 開示請求 ……………………………………………（市民部市民課） 
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■印鑑登録証明書交付申請書（2020年４月 16日～12月８日、通数・コンビニ交付の履歴を含

む） 

2020 年 12月 21日 開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の印鑑登録証明書を請求した、 

2020 年６月８日 市民課受付分の戸籍証明書等交付請求書・印鑑登録証明書交付申請書 

2020 年７月 27日 市民課受付分の印鑑登録証明書交付申請書 

2020 年８月 28日 市民課受付分の印鑑登録証明書交付申請書 

2020 年 10月 23日 市民課受付分の印鑑登録証明書交付申請書 

2020 年 10月 30日 市民課受付分の戸籍証明書等交付請求書・印鑑登録証明書交付申請書 

2020 年 12月 21日 不存在決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の印鑑登録証明書を請求したコンビニエン

スストアでの自動交付の履歴 

 2020 年４月 16日～12月８日までの分 

理由：2020年４月 16日から 12月８日までの期間にコンビニエンスストアで印鑑登録証明書を

自動交付した履歴は存在いたしません。 

 

2020-27 2020年 12月８日 開示請求 ……………………………………………（市民部市民課） 

■印鑑登録証明書交付申請書（2020年４月 21日～12月８日、通数を含む） 

2020 年 12月 21日 部分開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の印鑑登録証明書を請求した、 

2020 年８月 28日 市民課受付分の印鑑登録証明書交付申請書 

理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

○第三者に関する情報で、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するおそ

れがあるため。 

・「申請者（窓口にきた方）」欄の住所・氏名・生年月日・電話番号・請求者とのご関

係、「③印鑑登録証明書」欄の登録番号・住所・氏名・生年月日・通数 

 

2020-28 2020年 12月８日 開示請求 ………………………… （子ども生活部保育・幼稚園課） 

■○○○○の町田市保育所等退所届 

2020 年 12月 16日 部分開示決定 

 ・町田市保育所等退所届（○○○○） 

 理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

○第三者に関する情報で、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するお

それがあるため。 

・住所、保護者氏名、電話番号① 

・児童氏名２行目、生年月日２行目、在籍園名２行目、欄外２行目 

・下の表のチェック欄 

・下の表の「転居‐住所」の記入欄 

・下の表の「転居‐転居日」の記入欄 

・下の表の「転所」記入欄 

・下の表の「育児休業取得‐期間」記入欄 

・下の表の「育児休業取得‐優先復帰」記入欄 

・下の表の「その他」記入欄 

 

2020-29 2020年 12月８日 開示請求 ………………………… （子ども生活部保育・幼稚園課） 

■○○○○の町田市保育所等退所届 

2020 年 12月 16日 部分開示決定 

 ・町田市保育所等退所届（○○○○） 
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 理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

○第三者に関する情報で、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するお

それがあるため。 

・住所、保護者氏名、電話番号① 

・児童氏名１行目、生年月日１行目、在籍園名１行目 

・下の表のチェック欄 

・下の表の「転居‐住所」の記入欄 

・下の表の「転居‐転居日」の記入欄 

・下の表の「転所」記入欄 

・下の表の「育児休業取得‐期間」記入欄 

・下の表の「育児休業取得‐優先復帰」記入欄 

・下の表の「その他」記入欄 

 

2020-30 2020年 12月８日 開示請求 ………………………… （子ども生活部保育・幼稚園課） 

■私が書いた子供の町田市保育所等退所届 

 2020 年 12 月 16 日 不存在決定 

 理由：○○○○様の名前で届出された町田市保育所等退所届は、存在いたしません。 

 

2020-31 2020年 12月 14日 開示請求 …………………………………… （学校教育部指導課） 

■心のアンケート ４年生～６年生（提出した物） 

2020 年 12月 21日 開示決定 

・心のアンケート ４年生～６年生（提出した物） 

 

2020-32 2021年１月 26日 開示請求 ………………………………………（保健所生活衛生課） 

■上階の住人のペットに関する私が相談した記録 

2021 年２月９日 部分開示決定 

 ①苦情・要望・相談等受理（処理）簿（受付番号：令和２年度―133、209、233） 

2020 年８月 28日～12月 14日分 

②「藤の台団地の水」の件 対応経過表 2020年８月 28日分 

 理由：別紙のとおり  

番号 開示しない部分 請求の一部について応じない理由 

１ 

 

 

 

 

①苦情・要望・相談等受理（処

理）簿（受付番号：令和２年度－

133）のうち、飼い主に関する記録

「氏名」、「住所」、「電話番号」 

町田市個人情報保護条例第 21条第１項 

第３号に該当 

 第三者に関する情報であって、開示をする

ことにより当該第三者の権利利益を侵害する

おそれがあるため。 

２ ①苦情・要望・相談等受理（処

理）簿（受付番号：令和２年度－

133）のうち、相談内容の９行目 

町田市個人情報保護条例第 21条第１項 

第６号に該当 

市の事務又は事業の運営に関する情報であっ

て、開示をすることにより当該事務又は事業

の目的を失わせ、又は公正かつ適正な実施を

困難にすると認められるものであるため。 

３ ①苦情・要望・相談等受理（処

理）簿（受付番号：令和２年度－

133）のうち、処理内容の１行目前

半 

町田市個人情報保護条例第 21条第１項 

第６号に該当 

市の事務又は事業の運営に関する情報であっ

て、開示をすることにより当該事務又は事業

の目的を失わせ、又は公正かつ適正な実施を

困難にすると認められるものであるため。 
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４ ①苦情・要望・相談等受理（処

理）簿（受付番号：令和２年度－

209）のうち、飼い主に関する記録

「氏名」、「住所」、「電話番号」 

町田市個人情報保護条例第 21条第１項 

第３号に該当 

 第三者に関する情報であって、開示をする

ことにより当該第三者の権利利益を侵害する

おそれがあるため。 

５ 

 

①苦情・要望・相談等受理（処

理）簿（受付番号：令和２年度－

209）のうち、相談内容のうち飼い

主の「氏名」 

町田市個人情報保護条例第 21条第１項 

第３号に該当 

 第三者に関する情報であって、開示をする

ことにより当該第三者の権利利益を侵害する

おそれがあるため。 

６ 

 

 

 

①苦情・要望・相談等受理（処

理）簿（受付番号：令和２年度－

233）のうち、飼い主に関する記録

「氏名」、「住所」、「電話番号」 

町田市個人情報保護条例第 21条第１項 

第３号に該当 

 第三者に関する情報であって、開示をする

ことにより当該第三者の権利利益を侵害する

おそれがあるため。 

７ 

 

 

 

①苦情・要望・相談等受理（処

理）簿（受付番号：令和２年度－

233）のうち、相談内容の飼い主の

「氏名」 

町田市個人情報保護条例第 21条第１項 

第３号に該当 

 第三者に関する情報であって、開示をする

ことにより当該第三者の権利利益を侵害する

おそれがあるため。 

８ ②「藤の台団地の水」の件 対応

経過表のうち、2020/８/28の 14：

32の受信及び事項欄の記録 

町田市個人情報保護条例第 21条第１項 

第６号に該当 

市の事務又は事業の運営に関する情報であっ

て、開示をすることにより当該事務又は事業

の目的を失わせ、又は公正かつ適正な実施を

困難にすると認められるものであるため。 

             

2020-33 2021年１月 28日 開示請求 ……………………… （市民部なるせ駅前市民センター） 

■印鑑登録証明書交付申請書（2021年１月～記録のあるもの） 

2021 年２月２日 開示決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地、氏名○○○○の印鑑登録証明書を請求した 

2020 年２月 17日 なるせ駅前市民センター受付分の印鑑登録証明書交付申請書 

  2020年９月６日 南町田駅前連絡所受付分の印鑑登録証明書交付申請書 

 

2020-34 2021年１月 29日 開示請求 ……………………………（いきいき生活部介護保険課） 

■事故報告書 

2021 年２月９日 部分開示決定 

・事故報告書（報告年月日 2020年 12月 15日） 

 理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

○第三者に関する情報で、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するお

それがあるため。 

      記載者名・印欄の氏名、印影 

 

2020-35 2021年２月 16日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■戸籍証明書等交付請求書（戸籍の附票のみ）（2020年８月１日～2021年２月 16 日） 

2021 年２月 24日 不存在決定 
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・本籍 町田市○○町○○○○番地 氏名○○○○の戸籍の附票の写しを請求した戸籍証明書等

交付請求書 2020年８月１日から 2021年２月 16日までの分 

理由：2020年８月１日から 2021年２月 16 日までの期間に上記件名の戸籍の附票の写しを交

付した事実はありません。よって、戸籍証明書等交付請求書は存在いたしません。  

 

2020-36 2021年３月５日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■住民票の写し等交付請求書（○○○○が申請した分を除く） 

2021 年３月 16日 不存在決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地 氏名○○○○の住民票の写し等を請求した、住民票の写

し等交付請求書（○○○○が請求した分を除く）2019 年４月１日から 2021年３月５日までの

分 

  理由：2019年４月１日から 2021年３月５日までの期間に上記件名の住民票の写し等を交付し

た事実はありません。よって、住民票の写し等交付請求書は存在いたしません。 

 

2020-37 2021年３月５日 開示請求 ………………………………………………（市民部市民課） 

■住民票の写し等交付請求書（○○○○が申請した分を除く） 

2021 年３月 16日 不存在決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地 氏名○○○○の住民票の写し等を請求した、住民票の写

し等交付請求書（○○○○が請求した分を除く）2019 年４月１日から 2021年３月５日までの

分 

  理由：2019年４月１日から 2021年３月５日までの期間に上記件名の住民票の写し等を交付し

た事実はありません。よって、住民票の写し等交付請求書は存在いたしません。 

 

2020-38 2021年３月５日 開示請求 ………………………………………………（市民部市民課） 

■住民票の写し等交付請求書（○○○○が申請した分を除く） 

2021 年３月 16日 不存在決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地 氏名○○○○の住民票の写し等を請求した、住民票の写

し等交付請求書（○○○○が請求した分を除く）2019 年４月１日から 2021年３月５日までの

分 

  理由：2019年４月１日から 2021年３月５日までの期間に上記件名の住民票の写し等を交付し

た事実はありません。よって、住民票の写し等交付請求書は存在いたしません。 

     

2020-39 2021年３月 16日 開示請求 ………………………………（地域福祉部障がい福祉課） 

■障害福祉サービス受給者証申請時の診断書、検査資料  

愛の手帳申請時、更新時の診断書、検査資料 

2021 年３月 30日 開示決定 

・概況調査票（調査日 2020年２月７日） 

・認定調査票（特記事項）（調査日 2020年２月７日） 

・医師意見書（記入日 令和元年 12月 27日） 

・判定書（愛の手帳交付用）（平成 17年６月 17日） 

・判定書（愛の手帳交付用）（平成 21年３月 18日） 

・判定書（愛の手帳交付用）（平成 27年３月３日） 

・判定書（愛の手帳交付用）（令和２年７月 22日） 

 

2020-40 2021年３月 18日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■○○○〇のマイナンバー（もしくはそれがわかるもの） 

2021 年３月 31日 存否応答拒否 
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理由： 対象者について、ドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこ

れらに準ずる行為の被害者の保護のための措置（昭和 42年 10月４日付け法務省民事甲

第 2671号民事局等通知・第５の 10）に規定する支援措置が実施されているところ、本件

請求に基づき対象者にかかる住民票（マイナンバー含む）の存否について明らかにする

ことにより、対象者に不利益が生ずると認められるため。 

 

2020-41 2021年３月 18日 開示請求 ……………………………………… （保健所保健予防課） 

■町田市による○○○〇の健康診断結果（全期間） 

2021 年３月 31日 部分開示決定 

①〇月〇日 ３～４か月児健診 問診票 

②〇月〇日 乳児（９～10カ月）健康診査 請求原票・結果通知票（丙） 

理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

○第三者に関する情報で、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するおそ

れがあるため。 

・①のうち住所、面接者、母の氏名・年齢・性別・職業・健康状態・既往歴・アレルギー、

日中の保育者、連絡先、妊娠中の経過についての質問回答欄、産後のお母さんの体調と

気持ちについての質問回答欄、育児についての質問回答欄、お子さんについての質問

⑥と⑧回答欄 

・②のうち質問 11及び 12の回答欄、住所、電話番号、保護者名、受診医療機関所在

地、医療機関名、医師名 

 

2020-42 2021年３月 18日 開示請求 ……………… （子ども生活部子ども家庭支援センター） 

■町田市（子ども家庭支援センター）が○○○〇を訪問した際の様子の記録（全期間） 

2021 年３月 29日 部分開示決定 

・令和３年〇月〇日（〇）15：15訪問記録（経過記録表） 

理由：町田市個人情報保護条例第 21条第１項第３号に該当 

○第三者に関する情報で、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するおそ

れがあるため。 

   ・調査・相談内容の１行目１～２文字目、11～16 文字目、２行目 30～38文字目、３～52

行目、58行目 33～45文字目、59行目 34～46文字目 

 

2020-43 2021年３月 19日 開示請求 …………………………………………… （市民部市民課） 

■住民票の写し等交付請求書（2021年１月１日～３月 19日、本人の請求分を除く） 

2021 年３月 26日 不存在決定 

・住所 町田市○○町○○○○番地 氏名○○○○の住民票の写し等を請求した、住民票等交

付請求書（本人の請求分を除く）2021 年１月１日から 2021年３月 19日までの分 

  理由：2021年１月１日から 2021年３月 19日までの期間に上記件名の住民票の写し等を交付

した事実はありません。よって、住民票の写し等交付請求書は存在いたしません。 
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３ 年度・実施機関別個人情報開示等請求の件数（2011 年度以降、括弧内は取下げ件数） 

 

 

 
 

 

実施機関
　　年度
 種別

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 計

請　求 45(1) 44(1) 47 61(1) 43(1) 52 46(1) 100 64(3) 40 542(8)

不服申立て  3  1(1) 4 3 2 16 2  31(1)

請　求  3(1) 2 16(2) 6 5 7 2 3 3 47(3)

不服申立て     1      1 

請　求           0 

不服申立て           0 

請　求  1         1 

不服申立て           0 

請　求           0 

不服申立て           0 

請　求           0 

不服申立て           0 

請　求           0 

不服申立て           0 

請　求           0 

不服申立て           0 

請　求 45(1) 48(2) 49 77(3) 49(1) 57 53(1) 102 67(3) 43 590(11)

不服申立て 0 3 0 1(1) 5 3 2 16 2 0 32(1)

議　会

計

病院事業
管理者

市　長

教育委員会

選挙管理
委員会

監査委員

固定資産評価

審査委員会

農業委員会
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第３章 行政不服審査会の状況 
 

１ 行政不服審査会 
２０１６年４月１日から施行された行政不服審査法の全部改正に伴い、前身の情報公開・個

人情報保護審査会を改組して設置した機関であり、「情報公開制度」と「個人情報保護制度」

を含め、市が行う行政処分全般における審査請求について、実施機関からの諮問に応じて審査

し、答申します。 

審査会の委員は任期２年の５名で構成され、２０２０年度は、下記のメンバーで運営いたし

ました。 

なお、本章では審査会の状況のうち、「情報公開制度」及び「個人情報保護制度」に関する

ものについてまとめています。 

 

行政不服審査会委員名簿 

（２０２１年３月３１日現在） 

 氏  名 職  業 備  考（※） 

会 長 野 村 武 司 東京経済大学現代法学部教授 １９９８年１０月～ 

職務代理 田 村 達 久 早稲田大学法学学術院教授 ２００９年 ４月～ 

委 員 橘 高 真佐美 弁 護 士 ２０１１年１０月～ 

委 員 三木  由希子 
特定非営利活動法人 

情報公開クリアリングハウス理事長 
２０１６年 ７月～ 

委 員 堀 江 信 夫 
公益財団法人 

神奈川産業振興センター専務理事 
２０１９年１０月～ 

※前身の町田市情報公開・個人情報保護審査会から在籍している委員については、旧審査会におけ

る着任年月を記載しています。 

 

２ ２０２０年度 行政不服審査会の開催状況 
２０２０年度は、下記のように１１回開催されました。なお、審査会の事件番号は、実施機

関から諮問された順に年度ごとに付番しています。 

 

第１回審査会   ２０２０年５月１５日開催 

２０１７年度第８号事件 内部討議 

第２回審査会   ２０２０年６月１９日開催 

２０１７年度第８号事件 内部討議 

２０１８年度第１号事件 内部討議 

２０１８年度第２号事件 内部討議 

第３回審査会   ２０２０年７月１７日開催 

２０１８年度第１号事件 処分担当課に対する事情聴取、内部討議 

２０１８年度第２号事件 処分担当課に対する事情聴取、内部討議 

２０１７年度第２号事件 内部討議 

第４回審査会   ２０２０年８月１９日開催 

２０１７年度第２号事件 内部討議 

２０１８年度第２号事件 内部討議 

第５回審査会   ２０２０年９月１７日開催 

２０１７年度第２号事件 内部討議 

２０１８年度第２号事件 内部討議 

２０１８年度第３号事件 内部討議 

第６回審査会   ２０２０年１０月９日開催 

２０１８年度第３号事件 内部討議 
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２０１８年度第６号事件 内部討議 

２０１８年度第１０号事件 内部討議 

第７回審査会   ２０２０年１１月２７日開催 

２０１８年度第３号事件 処分担当課に対する事情聴取、内部討議 

２０１８年度第６号事件 処分担当課に対する事情聴取、内部討議 

２０１８年度第１０号事件 処分担当課に対する事情聴取、内部討議 

第８回審査会   ２０２０年１２月２５日開催 

２０１８年度第３号事件 内部討議 

２０１８年度第６号事件 内部討議 

２０１８年度第１０号事件 内部討議 

２０１８年度第９号事件 内部討議 

２０１８年度第１３号事件 内部討議 

２０１８年度第１４号事件 内部討議 

２０１８年度第１５号事件 内部討議 

第９回審査会   ２０２１年１月２２日開催 

２０１８年度第９号事件 処分担当課に対する事情聴取、内部討議 

２０１８年度第１５号事件 処分担当課に対する事情聴取、内部討議 

第１０回審査会   ２０２１年２月４日開催 

２０１８年度第６号事件 審査請求人による口頭意見陳述、内部討議 

２０１８年度第１０号事件 審査請求人による口頭意見陳述、内部討議 

２０１８年度第１３号事件 審査請求人による口頭意見陳述、内部討議 

２０１８年度第１４号事件 審査請求人による口頭意見陳述、内部討議 

２０１８年度第１５号事件 審査請求人による口頭意見陳述、内部討議 

２０１８年度第９号事件 内部討議 

第１１回審査会   ２０２１年２月２６日開催 

２０１８年度第６号事件 内部討議 

２０１８年度第１３号事件 内部討議 

２０１８年度第１２号事件 内部討議 

第１２回審査会   ２０２１年３月１９日開催 

２０１８年度第１２号事件 処分担当課に対する事情聴取、内部討議 

２０１８年度第６号事件 内部討議 

 

３ 不服申立て（審査請求）の状況 
２０２０年度は、下記のとおり２件の審査請求がありました。 

種  別 件  数 

公 文 書 公 開 請 求 ２件 

個 人 情 報 開 示 等 請 求 ０件 

合 計 ２件 

 

４ 答申の状況 
２０２０年度は、５件の答申が出されています（２０１７年度第２号事件、２０１７年度第

８号事件、２０１８年度第２号事件、２０１８年度第３号事件、２０１８年度第９号事件）。 

そのうち、公文書公開請求及び個人情報開示等請求に係る答申は、９３ページ～１０４ペー

ジに掲載しています。 

答  申  区  分 
合  計 

認容 一部認容 原処分維持 

０件 ２件 ３件 ５件 
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５ ２０２０年度審査会事件一覧 
２０１７年度第２号事件（個人情報開示請求） 

開示請求年月日 ２０１６．９．１５ 決定内容 部分開示 

審査請求年月日 ２０１６．１２．２７ 諮問年月日 ２０１７．５．２ 

答申年月日 ２０２０．９．３０ 答申内容 原処分維持 

 

「知的障害者（児）サービス台帳」ほか２件について個人情報開示請求が行われ、実施機

関（処分担当課：地域福祉部障がい福祉課）は「部分開示決定」を行いましたが、請求人か

ら審査請求があり、審査会にて審査の結果、２０２０年９月３０日に答申がありました。 

 

２０１７年度第８号事件（公文書公開請求） 

公開請求年月日 ２０１６．１０．２８ 決定内容 公開、部分公開、非公開 

審査請求年月日 

２０１７．１．２９ 

２０１７．３．１１ 

２０１７．４．１２ 

諮問年月日 ２０１８．１．１９ 

答申年月日 ２０２０．７．６ 答申内容 一部認容 

 

「やまゆり園事件に関する報道関係取材報告書（２０１６年７月２６日付）」ほか３２件に

ついて公文書公開請求が行われ、実施機関（処分担当課：政策経営部広報課、地域福祉部障

がい福祉課、子ども生活部子ども総務課、子ども生活部保育・幼稚園課、市民病院事務部総

務課）は「公開決定」、「部分公開決定」及び「非公開決定」を行いましたが、請求人から審

査請求があり、審査会にて審査の結果、２０２０年７月６日に答申がありました。 

 

２０１８年度第１号事件（個人情報開示請求） 

開示請求年月日 ２０１７．８．２９ 決定内容 不存在 

審査請求年月日 ２０１７．９．１１ 諮問年月日 ２０１８．４．４ 

決定取消年月日 ２０２１．１．５ 
諮問取下 

年月日 
２０２１．１．２１ 

 

「就労支援に係るご要望への対応について ２０１６年１２月８日書面に対して職員課の

対応した件」について個人情報開示請求が行われ、実施機関（処分担当課：総務部職員課）

は「不存在決定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審査会にて審査を開始しま

した。しかし、審査中に「不存在決定」が取り消されたため、諮問は取下となりました。 

 

２０１８年度第２号事件（個人情報訂正請求） 

訂正請求年月日 ２０１７．１０．６ 決定内容 非訂正 

審査請求年月日 ２０１７．１０．２４ 諮問年月日 ２０１８．４．４ 

答申年月日 ２０２０．９．２４ 答申内容 原処分維持 

 

『「障がいがあることを理由に窓口対応を拒否したのではなく、」を「障がいがあることを理

由に窓口対応を拒否した合理配慮がなかった。そのための」に改める』という個人情報訂正請

求が行われ、実施機関（処分担当課：政策経営部広聴課）は「非訂正決定」を行いましたが、

請求人から審査請求があり、審査会にて審査の結果、２０２０年９月２４日に答申がありまし

た。 
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２０１８年度第３号事件（公文書公開請求） 

公開請求年月日 ２０１７．４．２８ 決定内容 不存在 

審査請求年月日 ２０１７．８．１６ 諮問年月日 ２０１８．４．５ 

答申年月日 ２０２１．１．２７ 答申内容 原処分維持 

 

「１６町政聴要第６６０号の２に関わる一切の書類（ヒアリング実施者（指定管理者含

む）の報告書、決裁書含む）」について公文書公開請求が行われ、実施機関（処分担当課：文

化スポーツ振興部スポーツ振興課）は「不存在決定」を行いましたが、請求人から審査請求

があり、審査会にて審査の結果、２０２１年１月２７日に答申がありました。 

 

２０１８年度第６号事件（公文書公開請求） 

公開請求年月日 ２０１８．４．１１ 決定内容 部分公開 

審査請求年月日 ２０１８．４．２６ 諮問年月日 ２０１８．８．２３ 

 

「ごみ集積所○○町○-○○○の開設届」について公文書公開請求が行われ、実施機関（処

分担当課：環境資源部３Ｒ推進課）は「部分公開決定」を行いましたが、請求人から審査請

求があり、審査会にて審査中です。 

 

２０１８年度第７号事件（個人情報開示請求） 

開示請求年月日 ２０１８．５．１８ 決定内容 部分開示 

審査請求年月日 ２０１８．６．４ 諮問年月日 ２０１８．１０．４ 

 

「ハラスメントに係るヒアリング対象者による内容・経緯及び財務部の回答に依るまでの

経緯の資料と総務部も含めて。」について個人情報開示請求が行われ、実施機関（処分担当

課：総務部職員課）は「部分開示決定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審査

会にて審査中です。 

 

２０１８年度第８号事件（個人情報開示請求） 

開示請求年月日 ２０１８．５．１８ 決定内容 部分開示 

審査請求年月日 ２０１８．６．４ 諮問年月日 ２０１８．１０．４ 

 

「ハラスメントに係るヒアリング対象者による内容・経緯及び財務部の回答に依るまでの

経緯の資料と総務部も含めて。」について個人情報開示請求が行われ、実施機関（処分担当

課：財務部財政課）は「部分開示決定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審査

会にて審査中です。 

 

２０１８年度第９号事件（個人情報開示請求） 

開示請求年月日 ２０１８．８．６ 決定内容 部分開示 

審査請求年月日 ２０１８．８．２７ 諮問年月日 ２０１８．１２．４ 

答申年月日 ２０２１．３．３ 答申内容 一部認容 

 

「道路管理課 要望対応表 １８-２１２１（管理番号）個人宅の公道上に違法に設置され
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ている防犯カメラを黙認している理由。」について個人情報開示請求が行われ、実施機関（処

分担当課：道路部道路管理課）は「部分開示決定」を行いましたが、請求人から審査請求が

あり、審査会にて審査の結果、２０２１年３月３日に答申がありました。 

 

２０１８年度第１０号事件（個人情報開示請求）① 

開示請求年月日 ２０１８．７．３１ 決定内容 部分開示 

審査請求年月日 ２０１８．８．２３ 諮問年月日 ２０１８．１２．２０ 

 

「市民協働推進課にある○○に関連する情報すべて。」について個人情報開示請求が行わ

れ、実施機関（処分担当課：市民部市民協働推進課）は「部分開示決定」を行いましたが、

請求人から審査請求があり、審査会にて審査中です。 

 

２０１８年度第１０号事件（個人情報開示請求）② 

開示請求年月日 ２０１８．７．３１ 決定内容 部分開示 

審査請求年月日 ２０１８．８．２３ 諮問年月日 ２０１８．１２．２０ 

 

「道路管理課にある○○に関連する情報すべて。」について個人情報開示請求が行われ、実

施機関（処分担当課：道路部道路管理課）は「部分開示決定」を行いましたが、請求人から

審査請求があり、審査会にて審査中です。 

 

２０１８年度第１０号事件（公文書公開請求）③ 

公開請求年月日 ２０１８．６．１９ 決定内容 非公開 

審査請求年月日 ２０１８．８．２３ 諮問年月日 ２０１８．１２．２０ 

 

「２０１７年１２月１４日付１７町政聴要第５４１号の「市政要望への対応について（報

告）」の「顛末等」４行目に示された、３Ｒ推進課と交わした相談などのすべての情報。」に

ついて公文書公開請求が行われ、実施機関（処分担当課：総務部法制課）は「非公開決定」

を行いましたが、請求人から審査請求があり、審査会にて審査中です。 

 

２０１８年度第１２号事件（公文書公開請求） 

公開請求年月日 ２０１８．９．２０ 決定内容 不存在 

審査請求年月日 ２０１８．１０．９ 諮問年月日 ２０１９．１．２３ 

 

「町田市の公立保育園５園各園の平成 29年度の決算書もしくは決算書に準じた書類及びそ

れらの添付書類。（仕分け科目は小分類まで記載したもの）」について公文書公開請求が行わ

れ、実施機関（処分担当課：子ども生活部子育て推進課）は「不存在決定」を行いました

が、請求人から審査請求があり、審査会にて審査中です。 

 

２０１８年度第１３号事件（個人情報訂正請求） 

訂正請求年月日 ２０１８．８．２７ 決定内容 非訂正 

審査請求年月日 ２０１８．１０．１１ 諮問年月日 ２０１９．２．２６ 

 

①『２０１８年８月１４日付１８町道管第７０４号、個人情報記録の件名１、要望対応票

１６-１８８１、経過６の４-５行目。 
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「道路の通行・側溝の機能上におおむね支障がないので、強い指導は考えていない」を「道

路の通行・側溝の機能上におおむね支障がないとしたが、（2018年８月日付個人情報開示等請

求書にて、道路の建築限界につき指摘を受け、道路法第 30条、道路構造令第 12条に照らし

通行に支障があることは明らかであり、道路法 43条に違反している。）にもかかわらず、強

い指導は考えていない」に訂正。』という個人情報訂正請求が行われ、実施機関（処分担当

課：道路部道路管理課）は「非訂正決定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審

査会にて審査中です。 

 

②『２０１８年８月１４日付１８町道管第７０４号、個人情報記録の件名１、要望対応票

１６-１８８１、経過５の２-３行目。 

「側溝上部内におさまり通行に支障ないため様子を見る事とした。」を「側溝上部内におさま

り通行に支障ないとしたが（2018年８月日付個人情報開示等請求書にて、道路の建築限界に

つき指摘を受け、道路法第 30条、道路構造令第 12条に照らし通行に支障があることは明ら

かであり、道路法 43条に違反している。）にもかかわらず、様子を見ることとした。」に訂

正。』という個人情報訂正請求が行われ、実施機関（処分担当課：道路部道路管理課）は「非

訂正決定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審査会にて審査中です 

 

２０１８年度第１４号事件（個人情報訂正請求） 

訂正請求年月日 ２０１８．９．１９ 決定内容 非訂正 

審査請求年月日 ２０１８．１０．１８ 諮問年月日 ２０１９．２．２６ 

 

①『２０１８年８月１４日付１８町道管第７０４号、個人情報記録の件名１、要望対応票

１６-１８８１、要望内容 

「公園の東側に目隠しで植えられたカイヅカイブキは、敷地内の枝を打ち払い、道路に越境

させて、長年法令に違反して管理されている。その上、他に保管余地があるにもかかわらず

越境した生垣の中にちり取りを放り込んで保管しており、法令違反は悪質。敷地内に溝をほ

って、公園西側から道路に雨水とともに浸食した土砂が流出するようにすることで、むやみ

に道路を汚して法令違反をしている。と通報。」に訂正』という個人情報訂正請求が行われ、

実施機関（処分担当課：道路部道路管理課）は「非訂正決定」を行いましたが、請求人から

審査請求があり、審査会にて審査中です。 

 

②『２０１８年８月１４日付１８町道管第７０４号、個人情報記録の件名１、要望対応票

１６-１８８１、経過１、６行目 

「構造だった。雨が降ればむやみに道路を汚すことになるため埋めた。雨で土砂が浸食しな

いように南側公園のように芝を張るなどするのが望ましいが、田んぼの畔のように雑草の根

を残して刈るだけでもいいのではないかと提案した。」に訂正』という個人情報訂正請求が行

われ、実施機関（処分担当課：道路部道路管理課）は「非訂正決定」を行いましたが、請求

人から審査請求があり、審査会にて審査中です。 

 

③『２０１８年８月１４日付１８町道管第７０４号、個人情報記録の件名１、要望対応票

１６-１８８１、経過２、１行目 

「・・・数度来庁し、法令違反に対して指導してほしい。」に訂正』という個人情報訂正請求

が行われ、実施機関（処分担当課：道路部道路管理課）は「非訂正決定」を行いましたが、

請求人から審査請求があり、審査会にて審査中です。 

 

④『２０１８年８月１４日付１８町道管第７０４号、個人情報記録の件名１、要望対応票

１６-１８８１、経過４、１行目 
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「・・・来庁。管理課として○○自治会の法令違反と認識しているのかについて確認を求め

た。」に訂正』という個人情報訂正請求が行われ、実施機関（処分担当課：道路部道路管理

課）は「非訂正決定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審査会にて審査中で

す。 

 

⑤『２０１８年８月１４日付１８町道管第７０４号、個人情報記録の件名１、要望対応票

１６-１８８１、経過６、２行目 

「・・・しつこい、法令違反行為を繰り返しており極めて悪質である。また６月の○○担当

課長の発言について、○○自治会の管理行為を法令違反と認めているのかどうかの回答を求

めた。」に訂正』という個人情報訂正請求が行われ、実施機関（処分担当課：道路部道路管理

課）は「非訂正決定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審査会にて審査中で

す。 

 

⑥『２０１８年８月１４日付１８町道管第７０４号、個人情報記録の件名１、要望対応票

１７-７９９７、経過２、３行目 

「・・・電話（○○）。市にむやみに道路を汚したり道路に越境させた生垣の中にちり取りを

保管する等、○○○自治会の法令違反を繰り返し指摘し指導を要望しても強く指導しないた

めに、○○○自治会は対応しないというより、むしろ土を掘り返し水路を拡大していっそう

土砂の侵食と流出をしやすくして、雨が降れば、今回のように以前にも増してむやみに道路

を汚すことの繰り返しになっているのだから、また法令上道路は市の管理下にあるのだか

ら、可能なら市で清掃してほしい。」に訂正』という個人情報訂正請求が行われ、実施機関

（処分担当課：道路部道路管理課）は「非訂正決定」を行いましたが、請求人から審査請求

があり、審査会にて審査中です。 

 

２０１８年度第１５号事件（個人情報訂正請求） 

訂正請求年月日 ２０１８．１０．４ 決定内容 非訂正 

審査請求年月日 ２０１８．１０．２５ 諮問年月日 ２０１９．２．２６ 

 

『２０１８年８月１０日付１８町市協第７２号の２、個人情報記録の件名２、２０１７年

度要望相談受付簿項２１枝９対応内容欄１４行目 

「了承」を、「断る。話し合いの場で自ら要望者であることを名乗る。」に訂正』という個

人情報訂正請求が行われ、実施機関（処分担当課：市民部市民協働推進課）は「非訂正決

定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審査会にて審査中です。 

 

２０１８年度第１６号事件（個人情報訂正請求） 

訂正請求年月日 ２０１８．１１．８ 決定内容 非訂正 

審査請求年月日 ２０１８．１２．４ 諮問年月日 ２０１９．３．１３ 

 

【２０１８年１１月７日付１８町政聴第４２号『タイトル「合同相談会」は「アーバンネ

ットと町田市との合同相談会」』『４行目「解決に向けた専門的～あくまでも助言」、につい

て、「相談員が町田市の責任において適正なアドバイスをして責任を明確にして解決に導くも

のとする」』に訂正。】という個人情報訂正請求が行われ、実施機関（処分担当課：政策経営

部広聴課）は「非訂正決定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審査会にて審査

中です。 
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２０１８年度第１７号事件（個人情報訂正請求） 

訂正請求年月日 ２０１８．１１．２７ 決定内容 非訂正 

審査請求年月日 ２０１８．１２．２０ 諮問年月日 ２０１９．３．１３ 

 

『２０１８年１１月２２日付１８町政聴第４４号「共催の件」について 

５行目行政書士は以降「訴訟については相談していない。宅建協会が相談を受けたので宅建

協会に連絡をしなさいとのアドバイス主張であった共催でもあるので市が責任をもって対応

解決する。」に訂正』という個人情報訂正請求が行われ、実施機関（処分担当課：政策経営部

広聴課）は「非訂正決定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審査会にて審査中

です。 

 

２０１９年度第１号事件（個人情報開示請求） 

開示請求年月日 ２０１９．１．４ 決定内容 部分開示 

審査請求年月日 ２０１９．４．１２ 諮問年月日 ２０１９．８．６ 

 

「２０１８年７月１１日実施した不動産（土地建物）鑑定の鑑定資料」について個人情報

開示請求が行われ、実施機関（処分担当課：財務部納税課）は「部分開示決定」を行いまし

たが、請求人から審査請求があり、審査会にて審査中です。 

 

２０１９年度第２号事件（個人情報開示請求） 

開示請求年月日 ２０１９．６．１７ 決定内容 部分開示 

審査請求年月日 ２０１９．１０．７ 諮問年月日 ２０２０．２．３ 

 

「私のケース記録一式」について個人情報開示請求が行われ、実施機関（処分担当課：地

域福祉部生活援護課）は「部分開示決定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審

査会にて審査中です。 

 

２０２０年度第１号事件（公文書公開請求） 

公開請求年月日 ２０２０．８．２４ 決定内容 不存在 

審査請求年月日 ２０２０．１１．１１ 諮問年月日 ２０２１．１．１５ 

 

「１、町田市の依頼を受け、２０１９年５月頃に（一財）町田市文化・国際交流財団町田

国際交流センター（以下、国際交流センター）のボランティアが作成、提出した町田市議会

案内資料の外国語翻訳が、町田市において実際に活用されていることがわかる文書、２、町

田市から国際交流センターに上記１の翻訳の依頼を行うに当たり、町田市においていかなる

意思決定がなされたか、その経緯がわかる文書」について公文書公開請求が行われ、実施機

関（処分担当課：議会事務局）は「不存在決定」を行いましたが、請求人から審査請求があ

り、審査会にて審査中です。 

 

２０２０年度第２号事件（公文書公開請求） 

公開請求年月日 ２０２０．８．２４ 決定内容 不存在 

審査請求年月日 ２０２０．１１．２５ 諮問年月日 ２０２１．３．４ 
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「２０１９年度第１四半期頃に国際交流センターが実施したボランティア活動に関するア

ンケート中、国際交流センターのボランティアに対して特定の法案制定を指示する署名活動

に参加するよう求められていること等の問題を提起した私の回答が、町田市に共有されたこ

とがわかる文書」について公文書公開請求が行われ、実施機関（処分担当課：文化スポーツ

振興部文化振興課）は「不存在決定」を行いましたが、請求人から審査請求があり、審査会

にて審査中です。 
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町田市行政不服審査会 

２０１７年度第２号事件 

（審査請求人 ○○ ○○） 

 

２０２０年９月３０日 

 

答  申 

 

町田市長 石阪 丈一 様 

 

町田市行政不服審査会 

会 長  野 村 武 司 

 

２０１７年５月２日付け１７町総法第１７号（２０１７年度第２号事件）でなされた

諮問について、以下のとおり答申いたします。 

 

第１ 審査会の結論 

審査請求人○○ ○○（以下「審査請求人」という。）が２０１６年９月１５日付け

で処分庁町田市長に対して行った個人情報開示請求に対して、処分庁が２０ １６年１

１月１４日付け１６町地障第２０５０号をもって行った個人情報部分開示決定は、妥当

である。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

審査請求人は、処分庁が２０１６年１１月１４日付け１６町地障第２０５０号をもっ

て行った個人情報部分開示決定処分（以下「本件処分」という。）を取り消すとの裁決を

求めた。 

 

第３ 本件事案の経緯 

１ 審査請求人は、町田市個人情報保護条例（以下「本件条例」という。）第２０条の規

定に基づき、２０１６年９月１５日付け「個人情報開示等請求書」で、処分庁に対し、

審査請求人が障がい福祉課に対して行った相談、回答、その子のことで相談した記録

等について個人情報開示請求を行った。 

 

２ 処分庁は、審査請求人に対して、２０１６年１１月１４日付け１６町地障第２０５

０号「個人情報部分開示等決定通知書」（以下「部分開示決定通知書」という。）により

本件処分を行った。処分の内容は、審査請求人の子に係る「知的障がい者（児）サービ

ス台帳（以下「本件対象文書１」という。）」及び審査請求人と審査請求人の子に係る

「忠生地域障がい者支援センターケース記録（以下「本件対象文書２」という。）」、審

査請求人に係る「精神保健福祉記録（以下「本件対象文書３」という。）」を特定し、そ

の一部をそれぞれ本件条例第２１条第１項第２号、第３号又は第６号に該当するとし

て非開示とし、非開示とした分を除く部分を開示するものである。 

 

３ 審査請求人は、審査庁町田市長に対して、本件処分を不服として２０１６年１２月

２７日に「審査請求書」により本件審査請求を行った。 
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４ 処分庁は、２０１７年３月８日付け１６町地障第２９９３号「弁明書」により弁明

した。 

 

５ 審査庁は、本件条例第３０条第２項の規定に基づき、２０１７年５月２日付け１７

町総法第１７号「審査請求について（諮問）」により、本件審査請求について当審査会

に諮問した。 

 

６ 審査会は、次のとおり調査審議を行った。 

  ２０１７年６月２６日 審議 

  ２０１８年３月２２日 審議 

  ２０１８年１１月２７日 審議 

  ２０１８年１２月２１日 処分庁に対する事情聴取 

  ２０１９年１月２５日 審議 

  ２０１９年２月２６日 審議 

  ２０１９年３月２０日 審議 

  ２０１９年６月２８日 審議 

  ２０１９年７月２６日 審議 

  ２０１９年８月２３日 審議 

  ２０２０年７月１７日 審議 

  ２０２０年８月１９日 審議 

  ２０２０年９月１７日 審議 

 

７ 処分庁は、２０１８年１２月２１日の事情聴取において、審査会から、部分開示決

定通知書の「請求の一部について応じない理由」欄の記載が不十分かつ不適切である

旨の指摘を受けたため、２０１９年１月２５日の審議に、補充資料を提出した。この

補充資料には、「開示できない部分」、本件条例第２１条第１項の「適用号」、「適用の基

礎となる事実関係」、「理由」、「備考」の欄があり、開示できない部分それぞれに対する

理由が個別具体的に記載されていた。また、非開示とする理由に該当するとして適用

した本件条例第２１条第１項の号が、部分開示決定通知書から一部変更されていた。 

 

第４ 審査請求人と処分庁の主張 

１ 審査請求人の主張 

 （１）審査請求書における主張 

   ア 大切な部分も解らない。 

   イ 他の個人情報の開示も明らかに不当。 

 

２ 処分庁の主張 

（１）部分開示決定通知書及び弁明書における主張 

 障がい福祉相談に係る相談支援の根幹は、「聞き取り及び観察したことのうち、評価

に関する部分」、「分析・判断」等である。そのため、開示を前提とすると、支援にあた

っての評価判断を委縮させることにつながり、記載内容の形骸化を引き起こすこと、ま

た、開示することで相談者の信頼関係に支障をきたすことが懸念され、業務の適切な実

施が著しく困難となることが考えられる。また当該記録には、第三者との相談内容が含

まれており、開示することにより、当該第三者の権利利益を侵害するおそれがある。し
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たがって、非開示とした部分は、本件条例第２１条第１項第２号、第３号及び第６号に

該当する。 

 

（２）２０１９年１月２５日の審議に提出した補充資料における主張 

  処分庁は、審査会の事情聴取の際に受けた指摘に対する補充資料により、次のとおり

主張している。 

  ア 本件対象文書１について 

   本件対象文書１は、非開示とした部分に１から１０４までの通し番号を付けてい

る。このうち、１３、１７、１８、１９，２０、２１、２２、２５、２６、３１－４、

４０、４２、４８、５５、７４－２、７５、８０、８１、８３－２、８４－１、８４

－２、８６－２、８７、８８、８９、９２、９４－１、９６、９７、９９－２、９９

－４は、審査請求人に対する実施機関の評価を記載している。これらは開示すること

で、本人と実施機関との信頼関係に軋轢が生じ、障がい者支援事業における支援の実

施が今後著しく困難になることから、本件条例第２１条第１項第２号に該当する。    

   ６８、８６－１、９９－１、１０４は、相談者が秘匿性をもって相談した内容を記

載している。これらは開示することで、実施機関と障がい者本人並びに家族との信

頼関係に軋轢が生じ、障がい者相談支援事業における支援の実施が今後著しく困難

になることから、本件条例第２１条第１項第３号に該当する。 

   １、２、３、６、７、８、９、１０、１１、１２、１４、１５、１６、２３、２４、

２７、２８－１、２９、３０、３１－２、３２、３３、３４、３５、３８、３９、４

１、４３、４４－１、４４－３、４６、４７、５０、５１、５３、５６、５７、５８、

５９、６０、６１、６２、６３、６５、６６、６７、７１、７２、７３、７７、７８

－１、７９、８２、９０、９１、９３、９８、１０２、１０３は、審査請求人及びそ

の子に関する情報の提供者の名前及び内容を記載している。これらは開示すること

で、実施機関と関係機関との信頼関係並びに関係機関と障がい者本人との信頼関係

に軋轢が生じ、障がい者相談支援事業における関係機関からの情報収集が今後著し

く困難となるため、本件条例第２１条第１項第６号に該当する。 

   ２８－２、３１－３、３６、３７、４４－４、４５、４９、５２、５４、７６、７

８－２、９４－２、９５、１０１は、実施機関の活動が記載されている。また、４、

３１－１は、実施機関の活動内容及び情報提供者の名前が記載されており、５、６

９－２はそれに加えて情報提供内容が記載されている。これらは開示することで、

障がい者相談支援事業における実施機関の手の内を明かしてしまい、本人と実施機

関との信頼関係に軋轢が生じ、本人への支援の実施が今後著しく困難となるため、

本件条例第２１条第１項第６号に該当する。 

 

  イ 本件対象文書２について 

   本件対象文書２のうち、非開示とした６月７日付け及び６月１５日付けの部分は、

通報者を示唆する内容を記載している。障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対す

る支援等に関する法律（平成２０年法律第７９号。以下「障害者虐待防止法」とい

う。）第８条では、「当該通報又届出を受けた市町村の職員は、その職務上知りえた

事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはいけない」

と規定されており、本件条例第２１条第１項第１号に該当する。 

 ４月１５日付けの部分は、障がい者本人に対する実施機関の評価を記載しており、

開示することで、本人と実施機関との信頼関係に軋轢が生じ、障がい者支援事業に
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おける支援の実施が今後著しく困難になることから、本件条例第２１条第１項第２

号に該当する。    

   ５月１０日付１行目後段の部分は、情報提供者の名前及び電話番号を記載してお

り、開示することで、実施機関と関係機関の信頼関係並びに関係機関と障がい者本

人との信頼関係に軋轢が生じ、障がい者相談支援事業における関係機関からの情報

収集が今後著しく困難になることから、本件条例第２１条第１項第３号に該当する。 

   ５月１０日付け下段３行、５月１２日付け、５月３０日付け、５月３１日付け、６

月７日付け、６月１０日付け、６月１５日付けの部分は実施機関の活動内容を記載

している。これらは、障がい者相談支援事業における実施機関の手の内を明かして

しまい、本人と実施機関との信頼関係に軋轢が生じ、本人への支援の実施が今後著

しく困難になる、実施機関と関係機関との信頼関係並びに関係機関と障がい者本人

との信頼関係に軋轢が生じ、障がい者相談支援事業における関係機関からの情報収

集が今後著しく困難になるとの理由から、本件条例第２１条第１項第６号に該当す

る。また６月７日付けの一部分は、障がい者の虐待防止事業における実施機関の初

動対応内容を記載しており、虐待防止事業における実施機関の手の内を明かしてし

まい、通報を受けた場合の対応の実施が今後著しく困難になることから、本件条例

第２１条第１項第６号に該当する。 

 

  ウ 本件対象文書３について 

 本件対象文書３のうち、非開示とした２０１１年４月２６日付けの相談記録中、

「主訴」、「状況及び観察した事」、「分析・判断」の部分は、審査請求人に対する実

施機関の評価を記載しており、開示することで、本人と実施機関との信頼関係に軋

轢が生じ、障がい者支援事業における支援の実施が今後著しく困難になることから、

本件条例第２１条第１項第２号に該当する。    

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件審査請求の対象 

本件は、審査請求人が障がい福祉課に対して行った相談、回答、その子のことで相談

した記録等についてなされた個人情報開示請求に対して、処分庁が２０１６年１１月１

４日付け１６町地障第２０５０号をもって行った部分開示決定に係る審査請求である。

審査請求人の当該子は、当該開示請求時点において成人になっていたものである。以下、

審査請求人の当該子を、「子」と表記する。 

 

２ 本件対象文書１について 

（１）本件対象文書１の性質等 

 知的障がい者（児）サービス台帳は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１７年法律第１２３号）第７７条第１項第２号並びに知的障害

者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第９条第１項及び第５項に定める事業を行うに

当たり、一般に、知的障がい者の支援、更生援護等の事務を行うにあたって、当該者ご

とに相談内容や実際に行った支援の記録等を綴った文書である。当該記録等を行うこ

とにより、実施機関の相談担当職員の異動等が生じた場合であっても、過去の経緯等

を踏まえた上で役務提供等の各種の関係業務を継続的に行うことができるようにする

ために作成されている。本件対象文書１は、子との相談内容を記録した文書であって、

町田市の区域を分割して各担当区域ごとに職務を分掌することとした２０１６年４月

以前の文書である。また、当該文書については、法令上特定された様式がなく、かつ、
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同文書作成時点において、実施機関（所管課）においても様式は定めていない。くわえ

て、その記載の仕方も、担当職員によってその都度、事実と所見とを明確に区分するこ

となく、相談を実施したそのときの経過が記載されたものとなっている。 

 処分庁は、本件条例第２１条第１項第２号、第３号又は第６号（以下、それぞれ、「第

２号、第３号、第６号」という。）の各規定をそれぞれ根拠として、本件対象文書１に

おける関係する箇所を非開示としているので、当該各条項を根拠とすることが妥当で

あるといえるか否かについて、当該条項ごとに検討する。なお、非開示箇所について

は、通し番号が付けられているので、当該通し番号で該当の非開示箇所を指摘するこ

とにする。 

 

（２）第２号該当性を理由とする非開示部分について 

 第２号は、保有個人情報が、開示請求人本人のものであるか否かにかかわらず、「個

人の評価、診断、判定、指導、相談、選考等に関するものであって、本人等に開示をし

ないことが明らかに正当であると認められるもの」を非開示情報と定めている。本件

対象文書の性質に即していえば、例えば、相談担当職員による電話や面談における相

談時における審査請求人又は子の話し方などから、審査請求人又は子の心理的状況な

どの状態等について当該相談担当職員が下した評価や判断の記載は、それらの者に開

示することによって、それらの者との信頼関係を損なうおそれが高く、その結果、それ

らの者の福祉のために実施する相談支援事業における支援の継続が著しく困難になる

情報であると考えられる。それ故、当該記載は、保有個人情報に係る本人等に開示しな

いことが明らかに正当であると認められる情報である。 

 そこで、第２号該当性を理由として非開示とされているのは、１３、１７～２２、２

５、２６、３１－４、４０、４２、４８、５５、７４－２、７５、８０、８１、８３－

２、８４－１、８４－２、８６－２～８９、９２、９４－１、９６、９７、９９－２、

９９－４の各箇所であることから、審査会において、これら各箇所の記載内容を個別

具体的に確認すると、それらは次のようなものとなっていた。なお、これらは、子に関

するもの（１７、２６、７４－２、７５、８６－２、９７、９９－２、９９－４）と、

審査請求人に関するもの（１３、１８～２２、２５、３１－４、４０、４２、４８、５

５、８０、８１、８３－２、８４－１、８７～８９、９２、９４－１、９６、９７、９

９－４）とに区別することができる。 

 １３の箇所には、子の状態についての審査請求人の発言内容の真否に関する担当職

員の評価、判断が記載されている。 

 １７の箇所には、担当職員の訪問面談時における子の応答時の対応の様子とその原

因についての担当職員の評価、判断が記載されている。 

１８～２２の各箇所には、同一日（２００９年１２月１日）の訪問面談時における連

続する審査請求人の発言時の様子に関する担当職員の評価、判断が記載されている。 

 ２５の箇所には、電話相談における審査請求人の状態についての、その話し方から

担当職員が評価、判断した結果が記載されている。 

 ２６の箇所には、訪問時における子の様子についての担当職員の評価、判断が記載

されている。 

 ３１－４の箇所には、審査請求人から障がい福祉課への架電内容を伝え聞いた担当

職員が、子の行動の様子についての当該内容から判断した内容が記載されている。 

 ４０の箇所には、電話による会話後の審査請求人の様子に関する担当職員の評価、

判断が記載されている。 
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 ４２の箇所には、審査請求人に関する同人を担当する職員の評価、判断が記載され

ている。 

 ４８の箇所には、かかりつけ病院医師・実施機関・審査請求人の三者会議における審

査請求人の話し方についての評価、判断が記載されている。 

 ５５の箇所には、審査請求人からの架電対応時における担当職員の回答に対する審

査請求人の様子についての評価、判断が記載されている。 

 ７４－２及び７５の各箇所には、同一日（２０１５年６月２日）の訪問面談時におけ

る子の行動の様子を基礎として行われた当該子に関する実施機関の評価が記載されて

いる。 

 ８０及び８１の各箇所には、審査請求人との電話による会話の中で当該会話の状況

を基礎として行われた審査請求人の様子に関する実施機関の評価が記載されている。 

 ８３－２の箇所には、訪問面談時における審査請求人とのやりとりを基礎として行

われた審査請求人に関する実施機関の評価が記載されている。 

 ８４－１の箇所には、電話による相談時における審査請求人との会話を基礎として

行われた審査請求人に関する実施機関の評価が記載されている。 

 ８４－２の箇所には、審査請求人との電話による相談時における子の状況に関する

実施機関の評価が記載されている。 

 ８６－２の箇所には、子との電話による相談時における当該相談についての当該子

の意図に関する実施機関の評価が記載されている。 

 ８７の箇所には、審査請求人との電話による相談時における会話の内容に関する実

施機関の評価が記載されている。 

 ８８の箇所には、審査請求人との電話による相談時における会話から判断される審

査請求人の理解に関する実施機関の評価が記載されている。 

 ８９の箇所には、審査請求人との電話による相談時における会話中の審査請求人の

感情の変化に関する実施機関の評価が記載されている。 

 ９２の箇所には、審査請求人からの電話の内容についての、その電話を受けた実施

機関（具体的にはケースワーカー)の評価が記載されている。 

 ９４－１の箇所には、審査請求人との電話による相談時における会話中の審査請求

人の心理的状況に関する実施機関（具体的にはケースワーカー)の評価が記載されてい

る。 

 ９６の箇所には、審査請求人との訪問面談時における会話中における審査請求人の

発言に関する実施機関（具体的にはケースワーカー)の評価が記載されている。 

 ９７の箇所には、審査請求人との訪問面談時における会話の様子を基礎として行わ

れた、審査請求人と子との関係に関する実施機関（具体的にはケースワーカー)の評価

が記載されている。 

 ９９－２の箇所には、子との訪問面談時における会話中における当該子の様子等を

基礎として行われた実施機関（具体的にはケースワーカー)の評価が記載されている。 

 そして、９９－４の箇所には、子との訪問面談時における会話中における当該子と

のやりとりを基礎として行われた当該子及び審査請求人の様子に関する実施機関（具

体的にはケースワーカー)の評価、判断が記載されている。 

 以上のとおり、上記各箇所の記載はすべて、それら個人の様子、状態等についての評

価、判断等に関するものであり、かつ、それらを審査請求人等に開示をしないことが明

らかに正当であると認められるものと判断される。 

 したがって、「個人の評価、診断、判定、指導、相談、選考等に関するものであって、

本人等に開示をしないことが明らかに正当であると認められるもの」を非開示とする
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ことを認める第２号該当性を理由として非開示とした処分庁の判断は妥当である。 

 

（３）第３号該当性を理由とする非開示部分について 

  第３号は、保有個人情報が、開示請求人本人以外の「第三者に関する情報であって、

開示をすることにより当該第三者の権利利益を侵害するおそれがあるもの」を非開示

情報と定めている。本件対象文書の性質に即していえば、例えば、審査請求人が介在し

ない状況下において、子の状態・様子について記載された相談担当者の所見は、それが

開示されることによって、当該子と審査請求人との関係を損ない、その結果、親子関係

における当該子の利益を侵害するおそれがある情報である。 

  そこで、第３号該当性を理由として非開示とされているのは、６８、８６－１、９９

－１、１０４の各箇所であることから、審査会において、これら各箇所の記載内容を個

別具体的に確認すると、それらは次のようなものとなっていた。 

 ６８の箇所、８６－１の箇所及び９９－１の箇所の各箇所には本件対象文書１の対

象者である子の、審査請求人の不在の状況下での面談時の又は電話での発言内容が、

そして、１０４の箇所には面会時の子の様子が、それぞれ記載されている。 

 前者の、子の発言内容の記載は、当該発言が審査請求人の不在の状況下でのもので

あり、そして、後者は、面会時の子の様子の記載となっており、ともに、第三者である

子に関する情報の記載であり、かつ、それを開示することにより当該第三者である子

の権利利益を侵害するおそれがあるものと判断される。 

 したがって、それら各箇所を、「第三者に関する情報であって、開示をすることによ

り当該第三者の権利利益を侵害するおそれがあるもの」を非開示とすることを認める

第３号該当性を理由として非開示とした処分庁の判断は妥当である。 

 

（４）第６号該当性を理由とする非開示部分について 

  第６号は、保有個人情報が、「市又は国等の事務又は事業の運営に関する情報であっ

て、開示をすることにより当該事務又は事業の実施の目的を失わせ、又は公正かつ適

正な実施を著しく困難にすると認められるもの」を非開示情報と定めている。本件対

象文書の性質に即していえば、例えば、障がい者相談支援事業の実施にかかわる、実施

機関以外の機関で障がい者の支援に当たっている機関から提供された情報及び当該提

供者の姓、実施機関の障がい者相談支援事業の活動内容は、それが開示されることに

よって、それら関係機関と実施機関との信頼関係や、当該関係機関と当該支援事業を

受けている審査請求人との信頼関係に軋轢などが生じるおそれが高く、その結果、当

該支援事業を実施するに当たり必要となる各種の情報の実施機関における収集が困難

となり、ひいては、当該支援事業の公正かつ適正な実施を著しく困難にすると認めら

れる情報である。 

 そこで、第６号該当性を理由として非開示とされているのは、１～１２、１４～１

６、２３、２４、２７～３１－３、３２～３９、４１、４３、４１－１、４４－３～４

７、４９～５４、５６～６３、６５～６７、６９－２、７１～７３、７６～７９、８２、

９０、９１、９３、９４－２、９５、９８、１０１～１０３の各箇所であることから、

審査会において、これら各箇所の記載内容を個別具体的に確認すると、それらは次の

ようなものとなっていた。 

 １～３、６～１２、１４～１６、２３、２４、２７、２８－１、２９、３０、３１－

２、３２～３５、３８、３９、４１、４３、４４－１，４４－３、４６、４７、５０、

５１、５３、５６～６３、６５～６７、７１～７３、７７，７８－１、７９、８２、９
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０、９１、９３、９８、１０２、１０３の各箇所には、障がい者相談支援事業の実施に

かかわる、実施機関以外の機関で障がい者の支援に当たっている機関から提供された

情報及び当該提供者の姓が記載されている。 

 ４、５、３１－１、６９－２の各箇所には、障がい者相談支援事業の実施にかかわる、

実施機関以外の機関で障がい者の支援に当たっている機関から提供された情報及び当

該提供者の姓に加えて、実施機関の当該事業の活動内容が記載されている。 

 ２８－２、３１－３、３６、３７、４４－４、４５、４９、５２、５４、７６、７８

－２、９４－２、９５、１０１の各箇所には、障がい者相談支援事業の実施にかかわる

実施機関の具体的な活動内容が記載されている。 

 障がい者相談支援事業の実施にあっては、実施機関のほか、障がい者の支援に多数

の関係機関が関与し、それら多数の関係機関からの関係情報の提供が行われることに

なる。そのような情報及び当該情報の提供者の姓を開示することになると、実施機関

とそれら関係機関との間及びそれら関係機関と当該事業の対象者との間の各信頼関係

に軋轢が生じるなどして、障がい者相談支援事業の実施の目的を失わせ、又はその後

の公正かつ適正な実施を著しく困難にすると認められる。同様に、実施機関の当該事

業に係る具体的な活動内容を開示することも、実施機関と当該事業の対象者との間の

信頼関係に軋轢を生じさせることになり、障がい者相談支援事業の実施の目的を失わ

せ、又はその後の公正かつ適正な実施を著しく困難にすると認められる。 

 したがって、それら各箇所を、「市又は国等の事務又は事業の運営に関する情報であ

って、開示をすることにより当該事務又は事業の実施の目的を失わせ、又は公正かつ

適正な実施を著しく困難にすると認められるもの」を非開示とすることを認める第６

号該当性を理由として非開示とした処分庁の判断は妥当である。 

 

３ 本件対象文書２について 

（１）本件対象文書２の性質等 

 障がい者支援センター・ケース記録は、本件対象文書１の知的障がい者（児）サービ

ス台帳と同様、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）第７７条第１項第２号並びに知的障害者福祉法（昭和３５年

法律第３７号）第９条第１項及び第５項に定める事業を行うに当たり、一般に、知的障

がい者の支援、更生援護等の事務を行うにあたって、当該者ごとの記録等を綴った文

書である。なお、当該文書の様式についての法令上の定めはない。 

 本件対象文書２は、従来、実施機関本庁舎において作成管理してきた知的障がい者

（児）サービス台帳を、市の区域を分割して各担当区域ごとに職務を分掌することと

した２０１６年４月から精神障がい者相談業務の委託を受けた忠生地域障がい者支援

センターにおいて、対象者ごとに相談内容を記録している文書のうち、審査請求人と

の相談内容を記録した文書である。当該記録を行うことにより、実施機関の相談担当

職員の異動等が生じた場合であっても、過去の経緯等を踏まえた上で役務提供等の各

種の関係業務を継続的に行うことができるようにするために作成されている。 

 処分庁は、本件条例第２１条第１項第１号の規定（以下、「第１号」という。）、第２

号、第３号又は第６号をそれぞれ根拠として、本件対象文書２における関係する箇所

を非開示としているので、当該各条項を根拠とすることが妥当であるといえるか否か

について、当該条項ごとに検討する。 

 

（２）第１号該当性を理由とする非開示部分について 

 第１号は、保有個人情報が「法令により明らかに開示をすることができないとされ
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ているもの」を非開示情報と定めている。 

 第１号該当性を理由として非開示とされているのは、６月７日付け及び６月１５日

付けの合計２箇所の各箇所についてである。当該箇所には、それぞれ、障害者虐待防止

法に基づいて行われた、養護者から虐待を受けたと思われる障がい者を発見した者に

関する情報が記載されている。当該通報が市町村に行われた場合、当該通報を受けた

市町村の職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報をした者を特定させるも

のを漏らしてはならないことが障害者虐待防止法に規定されている（障害者虐待防止

法第８条）。したがって、当該２箇所を法令の規定により明らかに開示をすることがで

きないとされているもの（法令秘）を非開示とすることを認める第１号該当性を理由

として非開示とした処分庁の判断は妥当である。 

 

（３）第２号該当性を理由とする非開示部分について 

 前記２（２）のとおり、第２号は、保有個人情報が、開示請求人本人のものであるか

否かにかかわらず、「個人の評価、診断、判定、指導、相談、選考等に関するものであ

って、本人等に開示をしないことが明らかに正当であると認められるもの」を非開示

情報と定めている。本件対象文書の性質に即していえば、例えば、審査請求人個人に関

する実施機関の評価の記載は、当該者に開示することによって、当該者との信頼関係

を損なうおそれが高く、その結果、当該者の福祉のために実施する相談支援事業にお

ける支援の継続が著しく困難になる情報であると考えられる。それ故、当該記載は、保

有個人情報に係る本人等に開示しないことが明らかに正当であると認められる情報で

ある。 

 第２号該当性を理由として非開示とされているのは、４月１５日付けの当該箇所に

ついてである。当該箇所には、「所見」という見出しが書かれた後に、その具体的内容

である審査請求人個人に関する実施機関の評価が記載されている。しかも、その内容

は、精神障がいを抱えている審査請求人からの聞き取り内容や語調等をもとに当該人

の状態や状況を評価し、今後の支援方策を定めるための検討材料としての記録となっ

ている。そのため、その記載を開示することになれば、実施機関との信頼関係に軋轢が

生じてしまい、障がい者支援事業における支援の実施が今後困難となる。したがって、

当該記載を開示しないことが明らかに正当であると認められると判断されることから、

当該箇所を、「個人の評価、診断、判定、指導、相談、選考等に関するものであって、

本人等に開示をしないことが明らかに正当であると認められるもの」を非開示とする

ことを認める第２号該当性を理由として非開示とした処分庁の判断は妥当である。 

 

（４）第３号該当性を理由とする非開示部分について 

 前記２（３）のとおり、第３号は、保有個人情報が、開示請求人本人以外の「第三者

に関する情報であって、開示をすることにより当該第三者の権利利益を侵害するおそ

れがあるもの」を非開示情報と定めている。本件対象文書の性質に即していえば、例え

ば、個別具体の場合に第三者たる情報提供者を特定することになる情報は、それが開

示されることによって、審査請求人との信頼関係を損ない、その結果、当該第三者の権

利利益を侵害するおそれがある情報である。 

 第３号該当性を理由として非開示とされているのは、５月１０日付けの当該箇所に

ついてである。当該箇所には、訪問看護ステーションに勤務する特定第三者の姓とそ

の電話番号が記載されている。当該記載は、審査請求人ではない第三者に関する情報

であり、しかも、誰が情報提供者であるかを明示するものであることから、それを開示
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することにより実施機関への具体の情報提供者を特定することにつながる。したがっ

て、当該第三者の姓と電話番号を開示をすることにより当該第三者の権利利益を侵害

するおそれがあるものといえる。よって、当該箇所を、「第三者に関する情報であって、

開示をすることにより当該第三者の権利利益を侵害するおそれがあるもの」を非開示

とすることを認める第３号該当性を理由として非開示とした処分庁の判断は妥当であ

る。 

 

（５）第６号該当性を理由とする非開示部分について 

 前記２（４）のとおり、第６号は、保有個人情報が、「市又は国等の事務又は事業の

運営に関する情報であって、開示をすることにより当該事務又は事業の実施の目的を

失わせ、又は公正かつ適正な実施を著しく困難にすると認められるもの」を非開示情

報と定めている。本件対象文書の性質に即していえば、例えば、障がい者相談支援事業

の実施に関しての実施内容報告や協議内容は、それが開示されることによって、それ

ら関係機関と実施機関との信頼関係や、当該関係機関と当該支援事業を受けている審

査請求人との信頼関係に軋轢などが生じるおそれが高く、その結果、当該支援事業を

実施するに当たり必要となる各種の情報の実施機関における収集が困難となり、ひい

ては、当該支援事業の公正かつ適正な実施を著しく困難にすると認められる情報であ

る。 

 第６号を理由として非開示とされているのは、５月１０日付け、同月１２日付け、同

月３０日付け、同月３１日付け、６月７日付け、同月１０日付け及び同月１５日付けの

合計７箇所の各箇所についてである。５月１０日付け及び同月３１日付けの各箇所に

は実施機関担当係への報告内容が、同月１２日付けの箇所には実施機関担当係等にお

ける内部協議の内容（参加者名を含む）が記載されている。同月３０日付け及び６月１

０日付けの各箇所には第１号該当性を理由として非開示とすることの認められる機関

と実施機関担当係等との間での連絡内容等が記載されている。そして、６月７日付け

及び同月１５日付けの各箇所には、実施機関担当課と忠生地域障がい者支援センター

との間での事務事業に係る情報及び実施機関担当課における協議内容が記載されてい

る。 

 これら各箇所に記載されている内容は、精神障がいを抱えている者への適切なサー

ビス提供を実施するための事務事業に関係する連携機関名及びこれに直接結びつく記

載である。当該事務事業を適切かつ効果的に行っていくためには、関係する各種の連

携機関から必要な情報をはじめとして様々な協力を円滑に得ることが必要不可欠であ

る。この協力のあり方を本人に開示することになっては、その円滑さを損ない、ひいて

は、当該事務事業の適切かつ効果的な実施が著しく困難となる。したがって、当該各箇

所を開示することは、当該事務事業の公正かつ適正な実施を著しく困難にさせると認

めることができる。それ故、当該各箇所を、「市又は国等の事務又は事業の運営に関す

る情報であって、開示をすることにより当該事務又は事業の実施の目的を失わせ、又

は公正かつ適正な実施を著しく困難にすると認められるもの」を非開示とすることを

認める第６号該当性を理由として非開示とした処分庁の判断は妥当である。 

 

４ 本件対象文書３について 

（１）本件対象文書３の性質等 

 精神保健記録は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第

７７条第１項第２号並びに精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４７条第４項

及び第４９条第１項・同条第２項に基づく精神障がい者の支援、助言、指導等の事務の
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実施に際して、精神障がい者ごとに相談内容を記録している文書である。その記録を

行うことにより、相談担当職員の異動等が生じた場合であっても、過去の経緯等を踏

まえた上で役務提供等の各種の関係業務を継続的に行うことができるようにするため

に作成されている。なお、当該文書の様式についての法令上の定めはない。 

 本件対象文書３は、審査請求人との相談内容を記録した精神保健記録の文書である。 

 

（２）第２号該当性を理由とする非開示部分について 

 前記２（２）及び３（３）のとおり、第２号は、保有個人情報が、開示請求人本人の

ものであるか否かにかかわらず、「個人の評価、診断、判定、指導、相談、選考等に関

するものであって、本人等に開示をしないことが明らかに正当であると認められるも

の」を非開示情報と定めている。本件対象文書の性質に即していえば、例えば、審査請

求人個人に関する実施機関の評価、相談、判定等の記載は、当該者に開示することによ

って、当該者との信頼関係を損なうおそれが高く、その結果、当該者の福祉のために実

施する相談支援事業における支援の継続が著しく困難になる情報であると考えられる。

それ故、当該記載は、保有個人情報に係る本人等に開示しないことが明らかに正当で

あると認められる情報である。 

 第２号該当性を理由として非開示とされているのは、２０１１年４月２６日付けの

記録中、「主訴」、「状況及び観察した事」、そして、「分析・判断」の各欄における関係

記載箇所（合計３箇所）についてである。「主訴」の欄の当該箇所には審査請求人の電

話口での発言の仕方に関する実施機関担当職員の評価が記載されている。「状況及び観

察した事」の欄の当該箇所には当該電話による相談内容から判断される審査請求人の

行動等の傾向に関する実施機関担当職員の評価が記載されている。そして、「分析・判

断」の欄の当該箇所には審査請求人からの相談の内容から実施機関担当職員が導き出

した分析・判断の内容が記載されている。 

 それらの内容は、審査請求人個人の評価、相談、判定等に関するものであり、それ故、

本人が心外に感じるおそれのあるものが含まれていることがある。そのため、これら

を開示すると、実施機関と本人との信頼関係に軋轢が生じることが容易に予想される。

したがって、審査請求人に開示をしないことが明らかに正当であると認められること

から、当該３箇所すべてを、「個人の評価、診断、判定、指導、相談、選考等に関する

ものであって、本人等に開示をしないことが明らかに正当であると認められるもの」

を非開示とすることを認める第２号該当性を理由として非開示とした処分庁の判断は

妥当である。 

 

 ５ 結論 

 以上のとおり、審査請求人が障がい福祉課に対して行った相談、回答、その子のこと

で相談した記録等についてなされた個人情報開示請求に対して、処分庁が２０１６年１

１月１４日付け１６町地障第２０５０号をもって行った部分開示決定は、妥当である。 
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町田市行政不服審査会 

２０１７年度第８号事件 

（審査請求人 ○○ ○○） 

 

２０２０年 ７月 ６日 

答  申 

 

町田市長 石阪 丈一 様 

 

町田市行政不服審査会 

会 長  野 村 武 司 

 

２０１８年１月１９日付け１８町総法第９２号（２０１７年度第８号事件）でなされた

諮問について、以下のとおり答申いたします。 

 

第１ 審査会の結論 

審査請求人○○○○が処分庁町田市長及び町田市病院事業管理者に対して行った公文書

公開請求に対して、処分庁が行った次の公文書部分公開決定処分等については、それぞれ

第５ 審査会の判断に記した結論のとおりである。 

 

 審査請求日 決定処分 所管部課 

ａ ２０１７年 

１月２９日 

公文書部分公開決定処分（２０１６年１２月

９日付け１６町政広第１３０号） 

政策経営部 

広報課 

ｂ ２０１７年 

１月２９日 

公文書公開決定処分（２０１６年１２月１６

日付け１６町地障第２３４２号） 

公文書部分公開決定処分（２０１６年１２月

２０日付け１６町地障第２３７１号） 

地域福祉部 

障がい福祉課 

 

ｃ ２０１７年 

３月１１日 

公文書部分公開決定処分（２０１７年３月３

日付け１６町地障第２９３８号） 

地域福祉部 

障がい福祉課 

ｄ ２０１７年 

４月１２日 

公文書非公開決定処分（２０１７年４月７日

付け１７町地障第３８号） 

地域福祉部 

障がい福祉課 

ｅ ２０１７年 

１月２９日 

公文書公開決定処分（２０１６年１２月１２

日付け１６町子総第２９３４号） 

子ども生活部 

子ども総務課 

ｆ ２０１７年 

１月２９日 

 

公文書公開決定処分（２０１６年１２月１６

日付け１６町子保第３３４８号） 

子ども生活部 

保育・幼稚園

課 

ｇ ２０１７年 

１月２９日 

公文書部分公開決定処分（２０１６年１２月

２０日付け１６病事総第１９３号） 

公文書非公開決定処分（２０１６年１２月２

０日付け１６町病事総第１９３号） 

市民病院 

事務部総務課 

 

  

第２ 審査請求の趣旨 

 １ ａ（第１のａをいう。以下、ｂ、ｃ、ｄ、ｅ、ｆ、ｇについて同じ。）についての

審査請求人の審査請求の趣旨は、次のとおりである。 
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 （１）対象となる処分を取り消し、請求対象文書を特定したうえで、被害者の氏名及び

年齢を除いてすべて開示するとの決定を求める。 

 （２）公益上の理由による裁量的開示を実施すべきである。 

 （３）開示決定から通知の送付まで７日経過しているが、開示決定後速やかに通知書を

発送すべきであり、運用改善を求める。 

 ２ ｂ、ｃについての審査請求人の審査請求の趣旨は、次のとおりである。 

 （１）対象となる処分を取り消し、請求対象文書を特定したうえで、公開していないグ

ループホームの住所のうち市町村名より詳しいもの、緊急連絡先の電話番号のうち

市外局番や最初の３つの番号以外の部分を除いてすべて開示するとの決定を求め

る。 

 （２）１（２）に同じ。 

 （３）１（３）に同じ。 

 ３ ｄについての審査請求人の審査請求の趣旨は、次のとおりである。 

 （１）対象となる処分を取り消し、請求対象文書を特定したうえで、すべて開示すると

の決定を求める。 

 （２）１（２）に同じ。 

 ４ ｅ、ｆ、ｇについての審査請求人の審査請求の趣旨は、次のとおりである。 

 （１）３（１）に同じ。 

 （２）１（２）に同じ。 

 （３）１（３）に同じ。 

 

第３ 本件事案の経緯 

１ 審査請求人は、町田市情報公開条例（以下「本件条例」という。）第４条の規定に

より、平成２８年１０月２８日付け「公文書公開請求書」で、処分庁に対し、「神奈

川県立津久井やまゆり園で今年７月２６日頃に起きた障害者殺戮事件に関する情報一

切。」を対象とする公文書公開請求を行った。 

 ２ 処分庁は、審査請求人に対して、第１のａからｇに記載されている処分を行った。

なお、ｃの処分は、ｂに対する審査請求を受けて公文書部分公開決定処分（２０１６

年１２月２０日付け１６町地障第２３７１号）を取り消し、再度決定したものであ

り、ｄの処分は、ｂに対する審査請求を受けて再度検索した結果、追加で決定したも

のである。 

 ３ 審査請求人は、審査庁町田市長に対して、当該処分を不服として「審査請求書」に

よりａからｇまでの審査請求を行った。 

４ 処分庁は、ａについては２０１７年４月５日付け１７町政広第５号、ｂ、ｃ、ｄに

ついては２０１７年５月１７日付け１７町地障第４０２号、ｅについては２０１７年

４月７日付け１７町子総第１５４号、ｆについては２０１７年４月１０日付け１７町

子保第１１８号、ｇについては２０１７年４月７日付け１７町病事総第１号の「弁明

書」により弁明した。 

５ これに対し、審査請求人は、ａについては２０１７年５月９日付け、ｂ、ｃ、ｄに

ついては２０１７年６月２８日付け、ｅについては２０１７年５月９日付け、ｆにつ

いては２０１７年５月９日付け、ｇについては２０１７年５月９日付けの「反論書」

を提出した。 

６ 審査庁は、本件条例第１０条第２項の規定に基づき、２０１８年１月１９日付け１

８町総法第９２号「審査請求について（諮問）」により、本件審査請求について当審
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査会に諮問した。 

７ 審査会は、次のとおり調査審議を行った。 

  ２０１９年７月２６日 審議 

  ２０１９年８月２３日 審議 

  ２０１９年９月２７日 審議 

  ２０１９年１１月８日 審議 

  ２０１９年１２月２５日 処分庁への事情聴取 

  ２０２０年１月１７日 審議 

  ２０２０年２月２０日 審議 

  ２０２０年３月１１日 審議 

  ２０２０年５月１５日 審議 

  ２０２０年６月１９日 審議 

 

第４ 審査請求人と処分庁の主張 

 １ ａについて 

 （１）審査請求人の主張 

ア 審査請求書における主張 

（ア）文書の探索が不十分であるか、または、対象文書を情報公開条 例解釈上の適

用除外又は不存在と判断することは違法である。 

（イ）不開示部分は、本件条例第５条第１項第１号に該当しないか、たとえ該当した

としても同号ただし書き全てに該当する。 

（ウ）本件請求の対象となる相模原事件の性質から、公開することに公益上の理由が

ある。 

（エ）市長及び病院事業管理者の決定から通知書発送までに７日を要したことは、本

件条例第７条第１項の「速やかに決定の内容を請求者に通知しなければならな

い。」に違反する。 

イ 反論書における主張 

（ア）事件発生日の前に取得・作成された文書も対象として確認すべきである。請求

書の請求内容欄の記載からは事件発生日以降に取得・作成された文書に限定する

趣旨は読み取れない。実施機関は、本件条例第３条第１項により知る権利が十分

尊重されるように運用すべきであり、情報公開請求権ないし知る権利を著しく侵

害している。 

（イ）慣例法上、一般に、不存在又は文書の特定で争われる審査請求の後では、実施

機関は、再度文書を探索するものである。本件では何ら再探索をしていないが、

慣例に従って再度探索すべきである。 

（ウ）不開示とした報道機関の記者名は、記名記事であれば本件条例第５条第１項第

１号ただし書きアに該当し、公衆が当該報道を見聞することについて記者が認識

していることから同号ただし書きイに該当し、記者であることは公的地位又は立

場に関する情報であることから同号ただし書きウに該当し、条例第３条第２項ま

たは町田市行政手続条例第９条第２項の規定に基づく許可、免許、届出その他こ

れらに類する行為に際して実施機関が作成し、又は取得した情報そのものであっ

て、相模原事件の重大性に鑑みても公開することが公益上必要と認められること

から同号ただし書きエに該当する。また、ＮＨＫについては、ＮＨＫ情報公開規

程に、開示申出権者が事実上何人と規定されていることから同号ただし書きアに

該当し、同規程があることから記者は当然に公開に同意しているものであり、同
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号ただし書きイに該当する。ＮＨＫが放送法の規定に基づく特殊法人であること

から同号ただし書きウ、エに該当する。 

（エ）一般に、耳目を集めた事件の被害者の氏名や年齢は、行政府が公表するもので

ある。本件被害者に関する情報の多くを非公表としたことは、憲法第１４条、障

害者の権利条約のほとんどの規定、障害者差別解消法等に違反する差別である。

ゆえに、被害者の氏名、年齢は同号ただし書きア、イ、ウ、エに該当する。 

（オ）行政不服審査法第３０条第１項の規定により、反論書（正副２通）の提出が求

められたが、同規定には副本の提出が規定されていない。審査請求人に対して副

本の提出を義務付けることは簡易迅速な手続きといえず、同法第１条に違反す

る。副本の提出をやめるべきである。 

（２）処分庁の主張 

ア 公文書部分公開決定通知書（２０１６年１２月９日付け１６町政広第１３０号）

で特定した「報道関係取材報告書（２０１６年７月２６日付け）」ほか１件の文書

中、非公開とした部分は、本件条例第５条第１項第１号ただし書きのいずれにも該

当しない個人情報である。 

イ 神奈川県立津久井やまゆり園で障害者殺傷事件が発生した２０１６年７月２６日

頃以降に作成又は取得した公文書について検索したが、決定に係る公文書以外に保

有していない。 

 ２ ｂ、ｃ、ｄについて 

 （１）審査請求人の主張 

ア 審査請求書における主張 

（ｂについて） 

（ア）１（１）ア（ア）に同じ。 

（イ）不開示部分は、本件条例第５条第１項第１号、第２号、第５号に該当しない

か、たとえ該当したとしても同号ただし書き全てに該当する。 

（ウ）１（１）ア（ウ）に同じ。 

（エ）１（１）ア（エ）に同じ。 

（ｃについて） 

（ア）１（１）ア（ア）に同じ。 

（イ）２（１）ア（イ）に同じ。 

（ウ）１（１）ア（ウ）に同じ。 

（エ）１（１）ア（エ）のうち、「７日」を「５日」とし、その他は同じ。 

（ｄについて） 

（ア）１（１）ア（ア）に同じ。 

（イ）不開示部分は、本件条例第５条第１項第４号に該当しない。 

（ウ）１（１）ア（ウ）に同じ。 

（エ）本件対象文書は市議からの質問への回答に関する文書であるが、質問自体が相

当程度過去のものである。加えて、議会は公開されており、不開示に該当しな

い。さらに、想定問答集に関する情報を開示することも、本件条例第１条に合致

する。本件対象情報を公開することにより、今後の答弁の検討、作成に著しい制

約を受けることにはならない。 

イ 反論書における主張（ｂ、ｃ、ｄについて） 

（ア）１（１）イ（ア）に同じ。さらに、本件担当課は、いわゆる障がい者施設や精

神保健福祉等を所管していることから、例えば、相模原事件を受けた職員研修や
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障害者の権利擁護団体関係の個人・団体等からの同事件に関する意見等の文書も

特定すべきである。 

（イ）１（１）イ（イ）に同じ。 

（ウ）各施設からの回答内容を一覧形式にまとめた表（一覧表）の不開示部分である

が、職員や警備員の数は、公務員の職務執行情報として公にしているか公にする

ことを予定している情報であり、機械警備や防犯カメラ等は、購入や保守点検整

備等につき財務会計上の行為として監査請求及び住民訴訟の対象となる。これら

を不開示とするとオンブズ活動に著しい支障を来すことが避けられず、町田市の

民主主義は停滞を免れない。また、本件では主権者の目で各施設の防犯体制を確

認し、町田市、国連障害者の権利委員会等に意見を提出する必要があり、その必

要性を満たすことこそ本件条例第１条の規定に適合するというべきである。この

ような性質の情報は、開示しても施設利用者の生命、身体、自由又は財産の保護

に著しい支障が生じる恐れはなく、本件条例第５条第１項第５号に該当しない。

さらに、機械警報装置、施錠、防犯カメラ、通報装置、避難訓練実施、危機管理

マニュアルは、これらを有していることが市のもっとも基本的かつ最低限の責務

であることから、職員らの責任追及、同施設にいる市民の安全の確保のために開

示することこそが本件条例第１条に適合するものというべきである。防犯対策上

脆弱な点があれば、それは早急に改善すべきであり、不開示理由にはならない。

情報公開制度は、そのような行政の怠慢を是正し、市民が不利益を受けることを

なくすために存在するのである。なお、一覧表には廃止された施設の情報が記載

されているが、職員の連絡先を除く情報については、施設利用者が存在しないこ

とから同項第５号他いかなる不開示理由にも該当しない。 

（エ）質問主旨・答弁要旨、確認用答弁書、想定質問・答弁要旨シートについて処分

庁は「実際の答弁とは異なる見解が市の見解として流通するおそれがある」とす

るが、答弁の作成過程の文書と実際の答弁が異なることは当然であり、市におけ

る意思決定に至る過程を跡付け、又は検証できる情報こそ積極的に開示すること

が情報公開の意義である。 

（オ）相模原事件の被告人は障がい者施設の元職員であり、被害者は障がい者である

から、本件に関する情報公開は、障害者の権利条約の規定に拘束される。相模原

事件を受けて実施されたアンケートや答弁作成過程の情報を開示することは、同

条約第３２条にある「条約の目的及び趣旨を実現するための自国の努力を支援す

るために国際協力及びその促進」することそのものであり、当該情報は公開する

ことにより、市又は国等の事務の公正かつ適正な実施に著しく寄与するものであ

ることから、本件条例第５条第１項第４号には該当しない。 

（２）処分庁の主張（ｂ、ｃ、ｄについて） 

   ア 公文書部分公開決定通知書（２０１７年３月３日付け１６町地障第２９３８

号）で特定した「障害者支援施設に対する調査依頼に係る回答について」ほか１

件の文書中、「各施設からの回答内容を一覧形式にまとめた表のうち、寝たきり

者数、利用者数、職員数、警備員数、機械警備の有無、施錠状況、防犯カメラの

有無及び映像保存期間、通報装置の有無、巡回状況、避難訓練実施状況、災害時

の対応、マニュアルの有無及び管理者対策の実施状況の欄」及び「各施設から回

収した調査票及びアンケート回答用紙」については、各施設が防犯・警備体制に

ついて回答したものであり、公開することにより、施設利用者等の生命、身体の

保護に著しい支障が生じると認められることから、本件条例第５条第１項第５号

に該当する。 
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   イ 公文書非公開決定通知書（２０１７年４月７日付け１７町地障第３８号）で特

定した「質問主旨・答弁要旨」ほか２件の文書は、市議からの質問への答弁に至

る過程の情報であり、公開を前提とすると、実際の答弁とは異なる内容が市の見

解として流通するおそれがあり、今後の答弁の検討、作成に係る事務に著しい制

約を受けることとなることから、本件条例第５条第１項第４号に該当する。 

   ウ 神奈川県立津久井やまゆり園で障害者殺傷事件が発生した２０１６年７月２６

日頃以降に作成又は取得した公文書について探索したが、決定に係る公文書以外

に保有していない。 

 ３ ｅについて 

 （１）審査請求人の主張 

ア 審査請求書における主張 

（ア）１（１）ア（ア）に同じ。 

（イ）１（１）ア（ウ）に同じ。 

（ウ）１（１）ア（エ）に同じ。 

イ 反論書における主張 

（ア）相模原事件を受けた職員研修や担当課が所管する福祉法人等との文書等を特定

すべきである。 

（イ）１（１）イ（イ）に同じ。 

（ウ）１（１）イ（オ）に同じ。 

 （２）処分庁の主張 

神奈川県立津久井やまゆり園で障がい者殺傷事件が発生した２０１６年７月２６日

頃以降に当該事件に関して作成又は取得した公文書は、公文書公開決定通知書（２０

１６年１２月１２日付け１６町子総第２９３４号）で特定した「社会福祉施設等にお

ける入所者等の安全の確保について」ほか１件のみであり、当該文書以外には保有し

ていない。 

 ４ ｆについて 

 （１）審査請求人の主張 

ア 審査請求書における主張 

（ア）１（１）ア（ア）に同じ。 

（イ）１（１）ア（ウ）に同じ。 

（ウ）１（１）ア（エ）に同じ。 

イ 反論書における主張 

（ア）３（１）イ（ア）に同じ。 

（イ）１（１）イ（イ）に同じ。 

（ウ）１（１）イ（オ）に同じ。 

 （２）処分庁の主張 

神奈川県立津久井やまゆり園で障がい者殺傷事件が発生した２０１６年７月２６日

頃以降に当該事件に関して作成又は取得した公文書は、公文書公開決定通知書（２０

１６年１２月１６日付け１６町子保第３３４８号）で特定した「学校における安全管

理の徹底について（依頼）」ほか３件のみであり、当該文書以外には保有していな

い。 

５ ｇについて 

 （１）審査請求人の主張 

ア 審査請求書における主張 
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（ア）１（１）ア（ア）に同じ。 

（イ）不開示部分は、本件条例第５条第１項第１号にも第４号にもともに該当しない

か、たとえ該当したとしても同号ただし書き全てに該当する。 

（ウ）１（１）ア（ウ）に同じ。 

（エ）非公開決定の分は、一切を不開示とする合理的根拠がない。 

（オ）他自治体の開示文書や報道等から、明らかに救急搬送の前後及び最中に取得・

作成した文書が存在する。それらを特定すべきである。 

（カ）１（１）ア（エ）に同じ。 

イ 反論書における主張 

（ア）１（１）イ（ア）に同じ。さらに、本件担当課は、病院を所管していることか

ら、例えば、相模原事件を受けた職員研修や障害者の権利擁護団体関係の個人・

団体等からの同事件に関する意見等の文書も特定すべきである。 

（イ）１（１）イ（イ）に同じ。 

（ウ）不開示とした報道機関の記者名は、記名記事であれば本件条例第５条第１項第

１号ただし書きアに該当し、公衆が当該報道を見聞することについて記者が認識

していることから同号ただし書きイに該当し、記者であることは公的地位又は立

場に関する情報であることから同号ただし書きウに該当し、条例第３条第２項ま

たは町田市行政手続条例第９条第２項の規定に基づく許可、免許、届出その他こ

れらに類する行為に際して実施機関が作成し、又は取得した情報そのものであっ

て、相模原事件の重大性に鑑みても公開することが公益上必要と認められること

から同号ただし書きエに該当する。 

（エ）公開することにより、社会的影響が大きくなることをもって、当該メディカル

コントロール協議会に参加した関係機関における事務の実施の目的を失わせ、又

は公正かつ適正な事務の実施を著しく困難にするとは認められない。たとえ処分

庁の弁明のとおりだとしても、参加した機関名を開示した上で発言した機関名を

不開示とすれば、事務の実施の目的を失わせることにはならない。 

（オ）２（１）イ（オ）に同じ。 

（カ）１（１）イ（オ）に同じ。 

 （２）処分庁の主張 

ア 公文書部分公開決定通知書（２０１６年１２月２０日付け１６町病事総第１９３

号）で特定した「報道機関取材報告書」の文書中、非公開とした部分は、本件条例

第５条第１項第１号ただし書きのいずれにも該当しない個人情報である。 

  イ 公文書非公開決定通知書（２０１６年１２月２０日付け１６病事総第１９３号）

で特定した「津久井やまゆり園における殺傷事件患者受け入れ機関の情報交換につ

いて（報告）」の文書は、各関係機関からの忌憚のない意見を聴取することを目的

とした、公開を前提としない会議の議事録である。公開することにより、参加関係

機関における事務の実施の目的を失わせ、公正かつ適正な実施を著しく困難にする

ことが明らかであることから、本件条例第５条第１項第４号に該当する。 

  ウ 神奈川県立津久井やまゆり園で障害者殺傷事件が発生した２０１６年７月２６日

頃以降に作成又は取得した公文書について探索したが、決定に係る公文書以外に保

有していない。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件審査請求の審査について 

  本件公開請求は１件で行われたが、請求対象となる事案に関わる所管課が複数に及ん
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でいるため、所管課ごとに請求対象文書が特定され、実施機関としての公開等決定も所

管課単位で複数なされている。そのため、審査請求も所管課ごとに分けて行われた決定

に対してそれぞれなされた。また、各所管課で審査請求の対象となる決定の内容や経緯

が異なっているが、当審査会への実施機関からの諮問はまとめて１件としてなされてい

る。 

そこで、請求対象文書の所管課ごとに本件審査請求について検討する。 

 

２ ａについて 

（１）審査請求の対象について 

本件請求に対し、実施機関は広報課所管の対象文書として、市民病院事務部総務課か

ら政策経営部広報課長あてに提出された報道関係取材報告書（２０１６年７月２６日午

前分６件、２０１６年７月２６日午後分５件）を特定し、市民病院に搬送された被害者

の氏名及び年齢並びに報道各社の記者氏名を本件条例第５条第１項第１号に該当すると

して非公開とする部分公開決定を行った。これに対し、審査請求人は報道各社の記者氏

名は本件条例第５条第１項第１号に該当せず、該当するとしても各ただし書すべてに該

当し、あるいは公益上の裁量開示による公開を求め、さらに請求対象文書の探索が不十

分であるか、対象となるべき文書が本件条例の開示請求対象外文書としていると主張

し、違法は処分として本件審査請求を行った。 

（２）文書の探索範囲等について 

当審査会において実施機関に照会したところ、請求対象文書の探索は、本件請求を受

けて紙媒体で保存されているファイル等のほか、文書管理システム、ファイルサーバ、

職員個人・組織ごとに割り当てられている電子メールについて行われていた。さらに、

本件条例第２条第２号の定める公文書に該当しないこと、あるいは同号ただし書きに該

当することを理由に請求対象文書から除外した文書等はないこと、同第１３条の定める

他の制度等の調整により適用除外としている文書等はないとのことであった。 

  また、該当する公文書は、事件を受けて被害者が搬送された市民病院が事件に関して

受けた取材に関する報道関係取材報告書のみで、取材をもとにした報道があったか否か

の確認は行っておらず、特段取得した文書等はないとのことであった。なお、市民病院

総務課所管分として特定された２０１６年７月２６日午後に行われた取材の報道関係取

材報告書は、５名の取材者をまとめて１件であるのに対し、広報課が保有しているもの

は取材者ごとに５件に分かれていた。これは、広報課において市民病院事務部総務課か

ら送付された１件の報告書をもとに、報道機関ごとの報告書に校正したものを保有して

いるとのことであった。 

  以上のことを踏まえると、本件請求が行われた時点で他に保有しているべき文書があ

るとは言い難く、また、文書の探索範囲に特段不合理な点はないため、請求対象文書と

して特定されたもの以外に公文書が存在するとは認め難い。 

（３）本件条例第５条第１項第１号該当性について 

本件条例第５条第１項第１号は、個人に関する情報で特定個人が識別され、又は識別

され得るものを個人情報として非公開情報と定めているが、各ただし書きに該当する場

合は公開するものとしている。報道関係取材報告書には各報道機関の記者の氏名が記載

されており、個人情報に該当するので各ただし書該当性を検討する。 

 

ア ただし書ア該当性について 

   ただし書アは「法令の規定により一般に公表され、又は何人でも閲覧することがで
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きるとされている情報」について公開するものと規定している。「法令」とは法律、

政令、府令、省令その他の命令及び条例等を指し、これらの規定等により広く周知が

図られているものについては、個人情報であっても公開するものとされているが、各

報道機関の記者の氏名を広く周知する法令の規定は存在せず、該当しない。 

 

イ ただし書イ該当性について 

   ただし書イは、「当該個人が公開することに同意していると明らかに認められる情

報」について公開するものと規定している。報道機関の記者の氏名は、署名記事や放

送で記者名の明示などにより公にされることはあるが、いずれも取材段階ではなく、

記事や放送において行われるものであり、報道機関によって記事への署名の状況も異

なっている。動画配信や録音の公開を前提に行われている記者会見などで、新聞社名

と記者の姓を名乗って質問をするなどの場合は、公にすることについて明らかに同意

していると認められるが、そうした条件の下での取材以外では、氏名の公開への同意

が明らかにあるとは認めがたく、本ただし書に該当とするとは言えない。 

 

ウ ただし書ウ該当性について 

   ただし書ウは、「当該個人の公的地位又は立場に関する情報であって、公開するこ

とが公益上必要と認められるもの」について公開するものと規定している。「公的地

位又は立場」とは公務員に関連する情報として解釈されているところであるが、これ

は公務員ないし公務員に準ずる公的な立場・地位を有する者を含み、当該立場・地位

に関連した行為に係る情報については、個人情報であっても公開すると解すべきもの

である。報道機関の記者は公的地位又は立場があるとは言えず、該当しない。 

 

エ ただし書エ該当性について 

   ただし書エは「法令の規定に基づく許可、免許、届その他これらに類する行為に際

して実施機関が作成し、又は取得した情報であって、公開することが公益上必要と認

められるもの」について公開するものと規定している。報道関係取材報告書は、法令

の規定等に基づき作成されているものではなく、該当しない。 

  

（４）原処分の妥当性について 

  以上のことから、特定された公文書以外に本件請求に係る文書が存在するとは認めが

たく、各報道機関の記者氏名は本件条例第５条第１項第１号に該当し、ただし書のいず

れにも該当しないことから、実施機関の判断は妥当である。 

３ ｂ、ｃ、ｄについて 

（１）審査請求の対象について 

本件請求に対し、実施機関は障がい福祉課所管の対象文書として、以下のものを特定

した。 

① 平成２８年７月２６日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長らによる「社

会福祉施設等における入所者等の安全の確保について」及び収受の起案書 

② 平成２８年７月２６日付け東京都福祉保健局障害者施策推進部長「施設における

防犯灯安全管理の確保について」及び収受の起案書 

③ 平成２８年７月２７日付け東京都福祉保健局障害者施策推進部長「事業所におけ

る防犯等安全管理の確保について」及び収受の起案書 

④ ２０１６年７月２８日付け町田市地域福祉部障がい福祉課長から各施設管理者に

宛てた「放課後デイサービスにおける利用者の安全確保について（通知）」及び通
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知起案書 

⑤ ２０１６年７月２８日付け町田市地域福祉部障がい福祉課長から各施設管理者に

宛てた「施設における利用者の安全確保について（通知）」及び起案書 

⑥ ２０１６年７月２９日付け町田市地域福祉部障がい福祉課長から関係各位にあて

た「『不審者対応講習会』の開催について」及び起案書 

⑦ 平成２８年８月９日付け警視庁町田警察署生活安全課長「障がい者支援施設に対

する調査依頼について」 

⑧ ２０１６年８月１０日付け町田市地域福祉部障がい福祉課長「防犯設備等の状況

調査について（依頼）」及び起案書 

⑨ 平成２８年８月１６日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長

らによる「津久井やまゆり園の事件による不安を和らげる心のケアの充実につい

て」及び同通知を受信し保健総務課に転送した際の電子メール本文並びに起案書 

⑩ ２０１６年９月１日付け神奈川県障害者自立支援協議会会長からの「共生社会の

実現に向けた自立支援協議会の役割：津久井やまゆり園の事件を受けて」及び同

文を受信した際の東京都からの電子メール本文並びに起案書 

⑪ 平成２８年９月１５日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課「障

害者支援施設等における防犯に係る安全の確保について」及び受信した際の東京

都からの電子メール本文並びに起案書 

⑫ ２０１６年度第２回町田市障がい者施策推進協議会資料 

⑬ 障がい者支援施設一覧リスト 

⑭ 障がい者施設一覧回答用紙 

⑮ 各施設から回収した調査票及びアンケート回答用紙 

⑯ 福祉施設防犯リスト 

⑰ 平成２８年（２０１６年）第３回町田市議会定例会における一般質問（９月６日 

白川哲也議員）に関する質問主旨・答弁要旨 

⑱ 同確認答弁書（一般質問） 

⑲ 同想定質問・答弁要旨シート 

  実施機関は、①から⑫を全部公開と決定し、⑬、⑭及び⑯のうち各施設が非公表とし

ている場合の住所を本件条例第５条第１項第２号に、⑭及び⑯のうち夜間連絡先として

指定されている個人の携帯番号（初めの三桁を除く）を同１号に、⑭及び⑯のうち寝た

きり者数、利用者数（昼・夜）、職員数（昼・夜）、警備員数（昼・夜）、機械警備の有無、

施錠状況（昼・夜）、防犯カメラの有無、巡回状況、避難訓練実施状況、災害時の対応、

マニュアルの有無、管理者対策の実施状況並びに⑮すべてを同５号に、⑰から⑲を同４

号に該当するとして非公開とする決定を行った。 

  これに対し、審査請求人は、非公表としている施設住所及び夜間連絡先とされている

個人の携帯番号を除く非公開部分は、本件条例第５条第１項第１号、第２号、第４号及

び第５号に該当せず、該当したとしても各号ただし書きすべてに該当し、あるいは公益

上の裁量開示による公開を求めている。また、請求対象文書の探索が不十分であるか、

対象となるべき文書が本件条例の開示請求対象外文書としていると主張し、違法な処分

として本件審査請求を行った。 

（２）文書の探索範囲等について 

  当審査会において実施機関に照会したところ、請求対象文書の探索は、本件請求を受

けて紙媒体で保存されているファイル等のほか、文書管理システム、ファイルサーバ、

職員個人・組織ごとに割り当てられている電子メールについて行われていた。さらに、
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本件条例第２条第２号の定める公文書に該当しないこと、あるいは同号ただし書きに該  

当することを理由に請求対象文書から除外した文書等はないこと、同第１３条の定める  

他の制度等の調整により適用除外としている文書等はないとのことであった。 

当審査会において聴取等したところ、やまゆり園事件を受けて「不審者対応講習会」

が開催されているが、講習に関するアンケートは実施していないとのことであった。ま

た、市内施設からやまゆり園利用者の緊急避難的受け入れの可能性や、神奈川県からの

利用者受入の要請状況について問い合わせがあったが、その内容を記録したものはない

とのことである。その理由は、通常、施設等からの問い合わせ等に対して、国からの通

知等を超える内容で、市として対応すべき相談・問い合わせ等があった場合に内部で書

面をもって報告する対応を行っているが、当時、該当する問い合わせはなかったとのこ

とであった。さらに、事件を受けて市内施設利用者やその家族等からの相談、苦情等に

ついて記録した文書は存在しないとのことであった。 

  以上のことを踏まえると、本件請求が行われた時点で他に保有しているべき文書があ

るとは言い難く、また、文書の探索範囲に特段不合理な点はないため、請求対象文書と

して特定されたもの以外に公文書が存在するとは認め難い。 

（３）本件条例第５条第１項第５号該当性について 

 本件条例第５条第１項第５号は、「公開することにより、人の生命、身体、自由又は

財産の保護に著しい支障が生じると認められる情報」と規定している。これは、公にす

ることにより犯罪を誘発する等、人の生命、身体、財産に被害をもたらすことが十分予

測される情報について、被害からの保護のために非公開とすることを趣旨としている。

また、人の生命、身体、財産等の保護への単なる支障ではなく、著しい支障が生じると

認める場合を要件としている。 

本件文書⑮は、町田警察署による「障害支援施設に対する調査」の依頼を受け、本件

実施機関が町田市内の障害者支援施設に行った調査回答依頼に対し各施設から寄せられ

た回答用紙であり、本件文書⑭は各回答用紙に記載された内容を踏まえて一覧にまとめ

たものであり、本件文書⑯には⑭では未回答で施設名のみ記載されている施設の回答事

項の情報が記載されている。本件実施機関は、本件文書⑭及び⑯のうち寝たきり者数、

利用者数（昼・夜）、職員数（昼・夜）、警備員数（昼・夜）、機械警備の有無、施錠状

況（昼・夜）、防犯カメラの有無、巡回状況、避難訓練実施状況、災害時の対応、マニ

ュアルの有無、管理者対策の実施状況が、各施設の防犯・警備体制について回答したも

ので本号に該当するとしているので、まずは本件文書⑭の該当性について検討する。 

 

ア 本件文書⑭について 

（ア）寝たきり者数について 

 調査対象の障害支援施設に寝たきりの利用者がいる場合、その具体的な数を明らか

にすると、利用者に危害が及びかねない事象を発生させよう企図する者などに対し、

自力で回避行動等のとれない利用者の存在などを具体的に明らかにすることになる。

本件調査で回答している施設の中には利用者が数名のところもあり、寝たきり者の数

が明らかになることで、防犯対応等利用者の安全確保のために過重な負担が生じるお

それがあり、人の生命、身体の保護に支障が生じる蓋然性が認められる。また、調査

に回答した施設には寝たきりの利用者がいないところもあるが、寝たきり者の在籍が

ない施設の情報を公にすると、それ以外に寝たきり者がいることを明らかにすること

になるため、寝たきり者の在籍の有無にかかわらず、当該回答項目を明らかにするこ

とは人の生命、身体の保護に著しい支障があると認められ、本件実施機関の判断は妥

当である。 
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（イ）利用者数（昼・夜）について 

   各施設の利用者について、昼間と夜間の利用者数をそれぞれ記載する欄がある。す

でに「利用時間」が公開されており、本欄に「２４時間対応」などと回答している施

設に夜間も利用者がいることは、容易に判別できる状態になっている。 

また、２０１８年４月から、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律第７６条の３及び児童福祉法第３３条の１８により、障害福祉サービス等情

報公表制度（以下、「公表制度」）が設けられた。これは、事業者数の増加を受けて、

サービス等の利用者が事業者を選択する際に個々のニーズに応じてより良いサービス

選択ができるようにし、事業者のサービスの質の向上を図ることを目的として設けら

れた制度である。法令で定められた対象施設に該当する場合は、各施設設置事業者が

各都道府県等に報告を行い、都道府県知事等が公表範囲の最終判断を行うものとして

運用されている。東京都においては、該当する事業者・施設について、利用者数とと

もに障害支援区分ごとの利用者数を公表することになった。 

本件公開請求は公表制度が施行される以前に行われたものであるが、公表制度趣旨

を踏まえると、本来公表されるべき情報の公表を担保するために設けられたと解すべ

きである。利用者数は公表対象とされており、本件実施機関が主張する防犯・警備体

制に支障を及ぼし、人の生命、身体等の保護に著しい支障が生じているとは認めがた

い。また、夜間の施設利用者がいるか否かは、すでに本件実施機関が公開した情報か

ら明らかであり、それが意味するところが居住・滞在型の事業を行う施設であること

は容易に理解できるところである。さらに、公表制度では、施設ごとのサービスも明

らかにされ、夜間利用者の有無が判別可能であるので、昼間、夜間の利用者数を公開

しても本件実施機関が主張する防犯・警備体制に係る情報で人の生命、身体等の保護

において特段支障が生じているとは認めがたい。したがって、公表制度の対象となっ

ている各施設に係る当該情報について非公開とした本件実施機関の判断は妥当でな

い。 

 

（ウ）職員数（昼・夜）について 

   各施設の職員数について、昼間と夜間の利用者数をそれぞれ記載する欄がある。す

でに「利用時間」が公開されており、本欄に「２４時間対応」などと回答している施

設に夜間も職員がいることは、容易に判別できる状態になっている。 

   また、公表制度では職員数及び夜勤職員数が公表されているところであり、それを

もって本件実施機関が主張する防犯・警備体制に係る情報で人の生命、身体等の保護

に特段支障が生じているとは認めがたい。したがって、公表制度の対象となっている

各施設に係る当該情報について非公開とした本件実施機関の判断は妥当でない。 

 

（エ）警備員数（昼・夜）、機械警備の有無、施錠状況（昼・夜）、防犯カメラの有無、

巡回状況について 

   これらの情報は、設備の整備状況や警備の配置状況など具体的な防犯・警備体制や

手段を明らかにするものと認められる。各施設の規模はさまざまであり、防犯・警備

に関する能力を具体的に明らかにすることにより、施設の脆弱性を明らかにすること

となるため、施設運営上、人の生命、身体の保護に著しいし支障があると認められ、

本件実施機関の判断は妥当である。 
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（オ）避難訓練実施状況について 

   各施設での避難訓練実施状況は、訓練の実施の有無を明らかにするにすぎず、具体

的な避難方法や手段を明らかにするものではない。確かに、避難訓練を実施していな

い施設があった場合、明らかに災害時等の対応の準備ができていない、あるいは不十

分であることを明らかにすることになるが、それをもって公開することによって人の

生命・身体等の保護に著しい支障を及ぼすとは認めがたく、本件実施機関の判断は妥

当ではない。 

 

（カ）災害時の対応について 

   当審査会で見分したところ、災害時の対応として回答されている中には、設備や備

品の整備状況に係るものが認められた。また、災害時の対応として回答されているも

のの、記載内容からすると災害時のみに関わらず、非常ベルの設置状況など防犯・警

備体制としての活用も想定されるものも散見されるところである。したがって、前記

（エ）と同様に、施設運営上、人の生命、身体の保護に著しい支障があると認めら

れ、本件実施機関の判断は妥当である。 

 

（キ）マニュアルの有無、管理者対策の実施について 

   マニュアルの有無の記載欄は、災害時のマニュアルについてその有無のほか現状を

記載しているものも認められた。しかし、いずれの記載も、具体的な災害対策の手段

や方法を明らかにするものではない。また、管理者対策の記載欄は、実施したか否

か、管理者対策の有無のほか、研修や公衆の一般的記述などが記載されているが、具

体的な手段や方法については、施設番号３２を除いて公開しても明らかにすることに

はならない。これらの情報を公開しても、人の生命・身体等の保護に著しい支障を及

ぼすとは認めがたく、本件実施機関の判断は妥当ではない。ただし、施設番号３２に

ついては、防犯体制の具体的な設備状況を含むため、本件実施機関の非公開の判断は

妥当である。 

 

イ 本件文書⑯について 

  本件文書⑯は⑭と同じ施設を対象に、同じ項目を取りまとめた一覧であるが、本件文

書⑭で未回答の施設の情報も記載され、また項目によっては表記の統一がなされてい

る。調査に未回答の施設であっても、本件文書⑭で公開すべきと判断した項目について

は、いずれも本来であれば公表すべき情報であり、公開しても人の生命・身体等の保護

に著しい支障を及ぼすとは認めがたい。したがって、各施設による回答の有無にかかわ

らず、本件文書⑭で公開が妥当と判断した項目については、公開すべきである。 

なお、施設番号２３、３７、３８の「管理者対策の実施」記載欄には、当該欄に記載

するべき内容以外の備考ともいえる記載があり、原処分で公開されている一覧表の最後

にある凡例と対応していることが認められる。「管理者対策」欄は、（３）－ア（キ）で

欄として公開するものと判断しており、また、当該施設の記載欄を非公開としても、公

開されている凡例と施設住所で容易にいずれに該当するかは明らかと言わざるを得ず、

本件条例第５条第１項第５号の定める公開することにより、人の生命、身体、自由又は

財産の保護に著しい支障が生じると認められる情報に当たるとは認められない。 

 

ウ 本件文書⑮について 

  本件文書⑭は、各施設からの回答用紙である本件文書⑮の内容をまとめたものであ

る。したがって本件文書⑭で公開する情報については、本件文書⑮においても本件条例
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第５条第１項第５号に該当せず、本件実施機関の非公開の判断は妥当ではない。また、

本件文書⑭で公開すべきとする項目のうち、施設番号１３６に「利用時間」欄外記載、

施設番号７４、１０２、１２３、１３２、１４１に「利用者数」の人数以外の記載が認

められるが、これは回答内容の補足的な説明であり、本件条例第５条第１項第５号に該

当せず非公開の判断は妥当ではない。 

  なお、本件文書⑮では調査票による回答が認められるものの、本件文書⑭に記載のな

い施設が１件あるが、これについても、本件文書⑭で公開する情報については、本件条

例第５条第１項第５号に該当せず公開すべきである。  

（４）本件条例第５条第１項第４号該当性について 

本件条例第５条第１項第４号は、「市又は国等の事務又は事業の運営に関する情報であ

って、公開することにより当該事務又は事業の実施の目的を失わせ、又は公正かつ適正

な実施を著しく困難にすると認められるもの」を非公開とすると規定している。これは、

事務又は事業の内容及び性質に着目し、公開することにより当該事務又は事業に関する

情報を公開することの公益性を考慮してもなお、当該事務又は事業の公正かつ適正な実

施を著しく困難にする確実性が高い場合について、非公開とすることができるとするも

のである。 

  本件実施機関は、本件文書⑰から⑲について、町田市議会における一般質問の答弁に

係る事務事業における意思決定に著しい支障を生じさせることが懸念されるとして、公

開できないと主張するので以下、検討する。 

 

ア 本件文書⑰について 

本件実施機関から当審査会において聴取等したところによると、本件文書⑰である「平

成２８年（２０１６年）第３回町田市議会定例会における一般質問（９月６日 白川哲

也議員）に関する質問主旨・答弁要旨」は、各市議会議員から市長に事前に通告された質

問項目のうち、地域福祉部に関連するとして割り振られたものについて、当該議員と面

会して質問内容のヒアリングを行った内容、それに対する答弁の要旨、答弁者その他関

係情報をまとめたものである。これは、市議会における答弁準備のために開催される全

庁的な検討会の検討用資料として決まったフォーマットにより作成され、市長等が参加

する検討会での協議、調整を経て本件文書⑱である答弁案が作成される手順となってい

る。 

本件文書⑰に記載されている内容には、市議会において行われた答弁ではない未確定

のもので、実際の答弁と方向性や内容が異なることもあるので、その差異に対する憶測、

修正・調整の是非が議論され、本件実施機関としては未確定な情報に対して説明責任を

果たすことは困難であると主張する。 

  当審査会で見分等したところ、本件文書⑰には確かに所管部・課の聴取した質問内容、

所管課としての一次的な考え方や方向性、評価・判断、答弁要旨などが記載されている

と認められた。また備考欄は、さまざまなことを必要に応じて記載するものとして用い

られているとのことである。 

議会一般質問での答弁は、本件実施機関としての質問内容にかかる事務事業や施策、

事柄などについての実施や対応、方針を拘束し、あるいは影響を与えるものになるため、

所管部署の判断だけでなく政治的・総合的な調整を経て作成される。本件文書⑰は、こ

うした政治的・総合的な調整を行うため、所管部署としての質問内容に対する一次的な

判断・評価を記載することを前提に作成されたものと認められる。所管部署が一次判断・

評価を率直に行い、考慮すべき要素など想定されるものを記載することで、政治的・総
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合的判断が調整される事務事業であることを踏まえると、本件文書⑰すべてを公開する

ことにより事務事業の公正かつ適正な実施を著しく困難にすると一応は認められる。 

しかしながら、本件条例第５条第１項第４号が「著しく」と規定している趣旨を踏ま

えると、フォーマットの表題及びフォーマットの表の最初の３段目までは、調整にかか

る記載内容ではないため、公開しても事務事業の公正かつ適正な実施を著しく困難にす

るとまでは認められず、公開すべきである。また、本件文書⑰について検討すれば、「答

弁要旨」記載内容は、本件文書⑱の内容との同趣旨であり、「備考」欄も参考情報として

の事実関係が中心であるため、これらを公開したとしても事務事業の公正かつ適正な実

施を著しく困難にするとまでは認められず、公開すべきである。なお、「備考」欄記載の

うち６行目記載の４つの項目内容の記載部分のうち、最初の１項目内容以外については、

本件条例第５条第１項第５号に該当する可能性があるため、本件実施機関において改め

て判断されたい。 

 

イ 本件文書⑱について 

  本件実施機関からの聴取等によると、本件文書⑱は本件文書⑰を踏まえた検討会での

調整を受け、所管部課で答弁書案として作成されたものである。これはさらに調整・検

討されるなどして修正等がされる場合があり、議会で答弁された内容として議事録に記

録されたものが、本件実施機関としての正式な見解等であって、本件文書⑱が議会での

答弁と異なるものもあるとのことである。こうしたことから、本件文書⑰と同様の理由

で非公開とする必要があると本件実施機関は主張している。 

  本件文書⑱は、本件文書⑰とは異なり、検討会での調整を経て所管部課で起案された

案である。検討会には市長を含めた幹部が参加し、答弁内容について協議・調整された

結果を踏まえて作成されているため、本件文書⑰と同程度の未確定、未成熟な情報とは

言えない。本件文書⑱は、いったん調整された本件実施機関の一定の意思を示したもの

であり、これをさらに調整したことで実際の議会における答弁とは異なる内容を含んで

いたとしても、公開することにより事務事業の目的を失わせる著しい支障があると認め

ることはできない。本件文書⑱の内容と議会での答弁内容に違いがある場合は、その差

異や違いについてむしろ本件実施機関として説明責任を果たすことが求められるという

べきである。したがって、本件実施機関の判断は妥当ではない。 

 

ウ 本件文書⑲について 

  当審査会で本件実施機関から聴取等したところによると、本件文書⑲は、一般質問に

おいて答弁書が作成されている答弁のほかに、議員から再質問等があった場合に備えて、

手元資料として用意されているものとのことである。特に決まった書式や形式があるわ

けではなく、また想定される質問やそれに対する答弁要旨についても、事前に本件実施

機関内で協議・調整・検討が行われたものではないとのことであった。また、想定した

質問が実際に議会でなされた場合であっても、想定した答弁要旨に沿った答弁をすると

は限らず、答弁者が手元資料として参考にしつつ、適宜判断して答弁を行っているとの

ことである。そのため、本件実施機関は文書の性質として公開することができないと主

張しているところである。 

当審査会で本件文書⑱を見分したところ、やまゆり園事件に関連した本件実施機関と

しての対応の事実関係や一般的な内容や、本件実施機関としてすでに公開している情報

も見受けられるほか、公知性のある情報ではないものの、情報内容や性質として、議会

答弁対応という事務事業への支障が認めがたいものである。したがって、本件文書の性

質を踏まえても、本件文書⑰については、公開することにより議会答弁対応という事務
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事業の公正かつ適正な実施を著しく困難にするとは認められず、本件条例第５条第１項

第４号には該当しない。 

しかしながら、質問７から１０については、情報の内容・性質からして本件条例第５

条第１項第５号に該当する内容を含むとも思われることから、実施機関において改めて

判断されたい。 

４ ｅについて 

（１）審査請求の対象について 

本件請求に対し、実施機関は子ども総務課所管の対象文書として、平成２８年７月２

６日付けの厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長らによる「社会福祉施設等におけ

る入所者等の安全の確保について」及び同通知を受信した際の東京都福祉保健局少子化

対策部計画担当の電子メール本文、平成２８年９月１５日付け厚生労働省雇用均等・児

童家庭局総務課長らによる「社会福祉施設等における入所者等の安全の確保について

（通知）」及び同通知を受信した際の東京都福祉保健局少子化対策部計画担当の電子メ

ール本文並びに当該通知を子ども生活部各課に送付するための起案書を特定した。これ

に対し、審査請求人は、請求対象文書の探索が不十分であるか、対象となるべき文書が

本件条例の開示請求対象外文書としていると主張し、違法は処分として本件審査請求を

行った。 

（２）文書の探索範囲等について 

 当審査会において実施機関に照会したところ、本件請求を受けて紙媒体で保存されて

いるファイル等のほか、文書管理システム、ファイルサーバ、職員個人・組織ごとに割

り当てられている電子メールについて探索が行われていた。さらに、本件条例第２条第

２号の定める公文書に該当しないこと、あるいは同号ただし書きに該当することを理由

に請求対象文書から除外した文書等はないこと、同第１３条の定める他の制度等の調整

により適用除外としている文書等はないとのことであった。 

当審査会において、町田市近隣で起きた「やまゆり園」事件を受けて実施機関の対応

を聴取したところ、厚生労働省からの通知等を受けて子ども生活部各課において事業等

を実施した実績はないとのことであった。また、平成２８年９月１５日付け通知は各学

童保育クラブ・子どもセンター・子どもクラブ、町田市公立保育園、市内乳児院・児童

養護施設に送付したが、本件請求時点でさらなる対応は実施しておらず、事件を受けて

各施設から関連する問い合わせ等もなかったとのことであった。 

なお、事件を契機に２０１６年度中に学校敷地外の学童保育クラブ２か所及び子ども

センター３館に防犯カメラが設置されたとのことであるが、未設置施設に早期設置の必

要があると急きょ決まったものである。そのため、当該年度で設置を予定していたもの

ではなく、本件請求時点では予算措置の目途が立っておらず、予算執行状況を踏まえて

２０１６年１２月以降に費用見込み等の調査を始めたとのことであった。 

（３）原処分の妥当性について 

  以上のことを踏まえると、本件請求が行われた時点で事件を受けた事業等が行われて

いたとは認められず、また、文書の探索範囲に特段不合理な点はないため、請求対象文

書として特定されたもの以外に公文書が存在するとは認め難いことから、実施機関の判

断は妥当である。 

５ ｆについて 

（１）審査請求の対象について 

本件請求に対し、実施機関は保育・幼稚園課所管の対象文書として、平成２８年７月

２７日付け文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課事務連絡「学校における安全管
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理の徹底等について（依頼）」並びに別添文書、平成２８年７月２６日付け厚生労働省

雇用均等・児童家庭局総務課長らによる「社会福祉施設等における入所者等の安全の確

保について」並びに別添文書、及び平成２８年８月２日付け文部科学省初等中等教育局

健康教育・食育課事務連絡「関係機関等と連携した学校における安全管理の徹底等につ

いて（依頼）」とこれらの文書を関係施設に通知する起案書と鑑、並びに平成２８年９

月１５日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長らによる「社会福祉施設等にお

ける入所者等の安全の確保について（通知）」及び別添文書を収受し関係施設へ周知す

る起案書を特定した。これに対し、審査請求人は、請求対象文書の探索が不十分である

か、対象となるべき文書が本件条例の開示請求対象外文書としていると主張し、違法は

処分として本件審査請求を行った。 

（２）文書の探索範囲等について 

当審査会において実施機関に照会したところ、本件請求を受けて紙媒体で保存されて

いるファイル等のほか、文書管理システム、ファイルサーバ、職員個人・組織ごとに割

り当てられている電子メールについて探索が行われていた。さらに、本件条例第２条第

２号の定める公文書に該当しないこと、あるいは同号ただし書きに該当することを理由

に請求対象文書から除外した文書等はないこと、同第１３条の定める他の制度等の調整

により適用除外としている文書等はないとのことであった。また、各通知を送付した関

係施設を対象とした説明会などは実施せず、また通知内容に関する協議等の実績もな

く、各通知を受けた関係施設からの問合せもなかったとのことであった。 

（３）原処分の妥当性について 

以上のことを踏まえると、本件請求が行われた時点で事件を受けて通知等の収受及び

関係施設への通知のほかに事務事業が行われたことは確認できず、また、文書の探索範

囲に特段不合理な点はないため、請求対象文書として特定されたもの以外に公文書が存

在するとは認め難いことから、実施機関の判断は妥当である。 

６ ｇについて 

（１）対象文書 

本件請求に対し、実施機関は市民病院総務課所管文書として、２０１６年７月２６日

午後の「報道関係取材報告書」を特定し、報道機関取材者氏名を本件条例第５条第１項

第１号に該当するとして一部非公開とした。また、「津久井やまゆり園における殺傷事

件患者受け入れ機関の情報交換について（報告）（第１７回県北・県央地区メディカル

コントロール協議会での情報交換）」を特定し、本件条例第５条第１項第４号に該当す

るとしてそのすべてを非公開とする決定を行った。 

  これに対し、審査請求人は非公開部分が本件条例第５条第１項第１号及び第４号に該

当せず、該当してもただし書きすべてに該当し、あるいは公益上の裁量開示による公開

を求めている。また、請求対象文書の探索が不十分であるか、対象となるべき文書が本

件条例の開示請求対象外文書としていると主張し、違法な処分として本件審査請求を行

った。  

（２）探索範囲 

当審査会において本件実施機関に照会等行ったところ、やまゆり園事件に関する対応

は特定の職員のみによって担当され、当該職員が請求対象文書について、本件請求を受

けて紙媒体で保存されているファイル等のほか、文書管理システム、ファイルサーバに

ついて探索を行ったとのことである。さらに、本件条例第２条第２号の定める公文書に

該当しないこと、あるいは同号ただし書きに該当することを理由に請求対象文書から除

外した文書等はないこと、同第１３条の定める他の制度等の調整により適用除外として

いる文書等はないとのことであった。 
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  しかしながら、当審査会で担当職員に確認したところ、やまゆり園から救急搬送され

た患者に関する診療記録が存在することが認められた。本診療記録は、本件請求の対象

公文書として特定されなければならない。 

  また、市民病院総務課所管の「報道関係取材報告書」は２０１６年７月２６日午後の

分のみ特定されているが、広報課所管分としてこのほかに、市民病院総務課の報道対応

分として同日午前分の同報告書が認められるところである。広報課所管分は市民病院総

務課から提出されたものをもとに作成されており、これに対応する「報道関係取材報告

書」が本来は存在しなければならないが、探索の結果、存在を確認できなかったとのこ

とであった。本件実施機関による探索範囲に特段不合理な点はなく、該当文書の存在を

示す客観的事実も確認できないため、文書管理上極めて不当ではあるが、請求対象文書

として特定されていないことはやむを得ない。   

（３）報道取材報告書の非公開事由の該当性について 

 ２（３）で判断した通り、報道機関の記者等の氏名については、本件条例第５条第１

項第１号に定める個人情報に該当し、ただし書きのいずれにも該当しないことから、非

公開とした本件実施機関の判断は妥当である。 

（４）県北・県央地区メディカルコントロール協議会に関する文書の非公開事由の該当性

について 

 県北・県央地区メディカルコントロール協議会とは、相模原市消防局を事務局とし、

救急体制や活動に関する事項を協議・調整し、推進することを目的に設置されているも

のである。町田市は本協議会の委員ではないものの、やまゆり園事件に関して救急搬送

を町田市民病院が受け入れたことから、救急活動や地域の医療機関の連携体制について

の情報共有と検証を行う協議の場に、オブザーバーとして招かれている。特定されてい

る文書は、以下のものから構成されている。 

①協議会に関する報告起案書 

②協議会による結果通知 

③第１７回県北・県央地区メディカルコントロール協議結果 

④出席者名簿 

  ⑤協議会次第 

  ⑥協議会設置要綱 

  ⑦「津久井やまゆり園」における集団救急事案について 

  ⑧施設図等 

  ⑨救急活動概要 

  ⑩災害医療センター 

  これらすべてについて、本件実施機関は公開を前提としない会議の議事録であり、各

関係機関からの忌憚のない意見を聴取することを目的としており、公開すると参加関係

機関における事務の実施の目的を失わせ、公正かつ適正な実施を著しく困難にすること

から、本件条例第５条第１項第４号に該当するとしているので、以下検討する。 

 

ア 本件文書の性質について 

  協議会事務局からの通知である本件文書②によると、捜査中の案件であるなどから、

外部への提供をしないよう要請する記載があることが認められ、このことから本件実施

機関は公開を前提としない会議の議事録と主張しているところである。しかしながら、

協議会における具体的な協議内容やそれに係る資料についての外部提供をしないよう要

請しているものであって、本件文書①から⑨のすべてについて非公開とすることまでを
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要請しているとは認められない。 

ただし、本件実施機関は協議会の構成員ではなく、オブザーバーとして第１７回協議

会に参加したものであり、本協議会の開催、関係機関との調整・協議、当該地域におけ

る救急体制・活動について主体的に関与するものではない。そのため、本件文書を公開

することにより、協議会に係る事務事業の公正かつ適正な遂行への支障について、本件

実施機関として判断し得るものではないことも踏まえる必要がある。 

 

イ 本件条例第５条第１項第４号該当性について 

  以上のような観点から本件文書の内容を検討すると、情報内容としては協議会の設置

や構成に関する情報、第１７回協議会の参加者に関する情報、事件当日の救急活動など

の協議・検討事項、内容及びその資料に分類することができるほか、本件実施機関が作

成した文書も含まれている。 

このうち、本件文書①は協議会に関する報告のための本件実施機関による起案文書、

本件文書②は相模原市消防局による協議会結果を送付する際の通知、本件文書⑤は協議

会議事次第、本件文書⑥は協議会の設置や構成に関する情報であり、いずれも、協議会

で協議・検討された内容にかかるものではない。したがって、これらを公開しても、協

議会及び本件実施機関の事務事業の適正かつ公正な実施を著しく困難にするとは認めら

れない。 

また、本件部分④は第１７回協議会の出席者名簿である。名簿には協議会の委員、協

議会内の部会の代表者、オブザーバー、事務局の情報が含まれている。協議会の構成員

やオブザーバー参加している機関等を明らかにしても、協議会の事務事業の適正かつ公

正な実施を著しく困難にするとは認められない。しかしながら、本件文書④の中には本

件条例第５条第１項第１号に該当する情報と解される情報も含まれることから、改めて

本件実施機関において判断されたい。 

本件文書③は第１７回協議会の結果を取りまとめたものである。記載項目のうち、

「日時」、「場所」、「出席者」（名簿が文書④として別添されており出席者の個別的記載

なし）、「あいさつ」、「議題」のうち議題（１）、（２）、（３）は実質的な活動・協議内容

ではなく、かつオブザーバー参加した医療機関名は公になっており、いずれも公開して

も協議会の事務事業の適正かつ公正な実施を著しく困難にするとは認められず、本件条

例第５条第１項第４号に該当しない。 

「議題」のうち（４）が出席者の間で行われた意見交換を記録したものであり、事件

当日の活動とその評価についての具体的な記載が認められ、協議会事務局による本件文

書②で外部への提供しないよう要請しているのは、この部分と理解するのが相当であ

る。そうするとこのうち、具体的な検討内容にかかる情報は、本件実施機関が主張す

る、公開することにより協議会及び本件実施機関の事務事業の適正かつ公正な実施を著

しく困難にするものとして本件条例第５条第１項第４号に該当するとした判断は妥当で

ある。しかしながら、記載内容のうちア、イ、ウ、エの見出しは一般的な記述であるた

め、公開することにより協議会及び本件実施機関の事務事業の適正かつ公正な実施を著

しく困難にするものとは認められない。 

「議題」のうち（５）は検証結果のまとめであるが、相模原市消防局が報道機関の取

材等に答えて報道されている内容と同趣旨であり、新たな事実を明らかにするものでは

なく、公開することにより協議会及び本件実施機関の事務事業の適正かつ公正な実施を

著しく困難にするものとは認められない。 

本件文書⑦は当日の救急活動の概要等をまとめたものである。このうち、項目１、２

（入所者の男女内訳を除く）は公知性のある情報をまとめたもの、項目３のうち
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（１）、（２）、（４）、（６）、（７）は消防等の出動状況などである。また項目３のうち

（３）の表のうち合計部分及び死者の内訳、（５）については事件当時に相模原市消防

局からの発表された情報と認められる。これらについては、公開しても協議会及び本件 

実施機関の事務事業の適正かつ公正な実施を著しく困難にするものとは認められない。 

本件文書⑧のうち、表面は公になっている情報、裏面上段は当日の消防の活動にかか

る情報であるが具体的な救急活動にかかる情報ではなく、いずれも公開することにより

協議会及び本件実施機関の事務事業の適正かつ公正な実施を著しく困難にするものとは

認められない。しかしながら、裏面下段は当日の救急活動の具体的内容を含むものであ

り、本件条例第５条第１項第４号に該当するとした本件実施機関の判断は妥当である。 

本件文書⑨は、救急活動概要をまとめたものである。このうち、傷病程度、搬送先に

ついては、すでに判断した部分で公開と判断しており、また、傷病 NOは一時的に付さ

れたもの、市町村及び部隊名は出動した消防にかかる情報であり、いずれも公開するこ

とにより協議会及び本件実施機関の事務事業の適正かつ公正な実施を著しく困難にする

ものとは認められない。そのほかの部分については、本件条例第５条第１項第４号に該

当するとした本件実施機関の判断は妥当である。 

本件文書⑩は搬送を受けた医療機関における具体的な救急救命活動に係る情報が具体

的に記載されており、公開することにより協議会における医療機関との連携関係などの

事務事業に著しい支障があると認められ、本件条例第５条第１項第４号に該当するとし

た本件実施機関の判断は妥当である。  

７ 結論 

以上の通りであるから、実施機関の行った決定のうち、ｂ、ｃ、ｄ、ｇに係る決定は

不当である。 

 

第６ 付言 

  本件実施機関は、障がい福祉課所管文書のうち本件文書⑰から⑲について、本件条例

における公文書に該当するものの町田市文書管理規程上の保存文書には位置付けられて

いない旨主張するので、これについても言及しておく。 

  本件規程第２条第１号は、「文書等」を「職務上作成し、又は取得した文書、図画、写

真、フィルム及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することのできない方式で作られた記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。以下同じ。）をいう。」と定め、「文書等」について「整理」（同３１

条）、「分類」（同３２条）、「保存期間」（同３３条）などを定めて適切に管理することと

されている。 

これらについては起案文書を想定しているとのことであるが、本件条例は「公文書」

を対象に開示請求権を保障しており、本件文書⑰から⑲についても当然に含まれるもの

である。本件条例を適正に実施するためには、公文書そのものが適正に管理されていな

ければならず、文書管理規程に関わらず適切に整理され、保存期間が設定されている必

要があることは言うまでもない。 

  本件条例の対象となる公文書について、適切な管理が確保されるよう実施機関におい

て適切な措置を講じられたい。 
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町田市行政不服審査会 

２０１８年度第２号事件 

（審査請求人 ○○ ○○） 

 

２０２０年９月２４日 

答  申 

 

町田市長 石阪 丈一 様 

 

町田市行政不服審査会 

会 長  野 村 武 司 

 

２０１８年４月４日付け１７町総法第１１１号（２０１８年度第２号事件）でなされた

諮問について、以下のとおり答申いたします。 

 

第１ 審査会の結論 

審査請求人○○ ○○（以下「審査請求人」という。）が２０１７年１０月６日付け

で処分庁町田市長（以下「処分庁」という。）に対して行った個人情報訂正請求に対し

て、処分庁が２０１７年１０月１２日付け１７町政聴第４０号をもって行った個人情報

非訂正決定は、妥当である。 

  

第２ 審査請求の趣旨 

審査請求人は処分庁が２０１７年１０月１２日付け１７町政聴第４０号をもって行っ

た個人情報非訂正決定（以下「本件処分」という）を取り消し、２０１７年９月２６日

付１７町政聴要第３３６号の２「ご要望について」（以下「本件対象文書」という。）に

記載された「障がいがあることを理由に窓口対応を拒否したのではなく、案内の不備で

あったことを確認しております。」との文言を「障がいがあることを理由に窓口対応を

拒否した合理的配慮がなかった。そのための案内の不備であったことを確認しておりま

す。」に訂正するとの決定を求めた。 

 

第３ 本件事案の経緯 

１ 審査請求人は、町田市個人情報保護条例（以下「本件条例」という。）第２２条の

規定により、２０１７年１０月６日付け個人情報開示等請求書で、処分庁に対し、本

件対象文書について個人情報訂正請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

 ２ 処分庁は、審査請求人に対して、２０１７年１０月１２日付け１７町政聴第４０号

「個人情報非開示等決定通知書」により、請求内容に関わる記載は、市の行為につい

て説明した部分であり、請求者について言及したものではないことを理由として、本

件処分を行った。 

 ３ 審査請求人は、審査庁町田市長に対して、本件処分を不服として平成２９年１０月

２４日付け「審査請求書」により本件審査請求を行った。 

４ 処分庁は、２０１７年１１月１４日付け１７町政聴第４５号「弁明書」により弁明

した。 

５ これに対し、審査請求人は、審査庁に対して、２０１７年１２月１９日に「反論

書」を提出した。 

６ 審査庁は、本件条例第３０条第２項の規定に基づき、２０１８年４月４日付け１７
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町総法第１１１号「個人情報非訂正決定処分に係る審査請求について（諮問）」によ

り、本件審査請求について当審査会に諮問した。 

７ 審査会は、次のとおり調査審議を行った。 

   ２０２０年６月１９日 審議 

   ２０２０年７月１７日 処分庁への事情聴取 

   ２０２０年８月１９日 審議 

   ２０２０年９月１７日 審議 

 

第４ 審査請求人と処分庁の主張 

 １ 審査請求人の主張 

 （１）審査請求書における主張 

ア 請求内容に関わる記載は市の行為ではなく請求者が受けたものである。 

イ 論点である２０１６年１２月８日就労支援に係るご要望への対応について（回

答）についての拒否、また後日電話で拒否について確認している事実がある。 

 

 （２）反論書における主張 

ア 案内の不備であったことを確認しているのだから、案内に合理的配慮がなかっ

たことは明らかである。 

イ 案内は配慮を基として行うものである。 

ウ 正確の確保は個人情報に求められている。 

エ 障害者差別解消法に抵触する。 

 

 ２ 処分庁の主張 

処分庁は、個人情報非開示等決定通知書及び弁明書において、次のとおり主張して

いる。 
請求人は、本件条例第２２条第１項の規定に基づき本件請求を行っており、同項は、

「市民は、自己に関する保有個人情報について事実に誤り又は不正確な内容であると

認めるときは、実施機関に対し、その保有する個人情報の訂正を請求することができ

る。」と規定している。 
本件対象文書は、請求人の市政要望に対する回答として実施機関が発出したもので

あるため、請求人に関して作成された公文書であることは間違いないが、請求人が訂

正を求めている箇所は、現に職員が行った対応に関する説明として、実施機関自身の

行為について言及した部分である。 
請求人は、自分が受けた対応に関する記載であることを理由に、本件請求に基づく

訂正が可能である旨主張しているが、当該対応の理由や背景について、その行為者で

ある実施機関がいかなる説明をするかという点については、請求人にとっての「自己

に関する保有個人情報」ではなく、訂正請求権が及ぶものではない。 
 

第５ 審査会の判断 

１ 本件訂正請求について 
（１）審査請求人が求める訂正 

   本件対象文書は、２０１７年８月２９日、９月７日、９月１２日に行った市政要望

に対し、市長が回答する２０１７年９月２６日付文書である。審査請求人は、本件対

象文書にある「障がいがあることを理由に窓口対応を拒否したのではなく、案内の不
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備であったことを確認しております。」との記載は不正確であるから、「障がいがある

ことを理由に窓口対応を拒否した合理的配慮がなかった。そのための案内の不備であ

ったことを確認しております。」と訂正することを求めている。 
 （２）処分庁の判断 

 本件訂正請求に対して、処分庁は「請求内容にかかる記載は、市の行為について説明

した部分であり、請求者について言及したものではない」ことを理由として、訂正をし

ないとの決定を行った。そして、処分庁は、訂正を求めている個別の記載が審査請求人

にとっての「自己に関する保有個人情報」には当たらないから訂正請求権が及ぶもので

はないと弁明する。 
 そのため、まず、本件対象保有個人情報の訂正請求対象情報該当性について検討する。 

 
 ２ 訂正請求対象情報該当性について 

 本件条例第２２条第１項は、「自己に関する保有個人情報について事実に誤り又は

不正確な内容があると認められるとき」に実施機関に対し、その保有する個人情報の

訂正を請求することができることを定める。 
 したがって、まず訂正請求対象が審査請求人に関する「保有個人情報」でなければ

ならない。「個人情報」とは、「個人生活に関し特定の個人が識別され、又は識別され

得る情報（略）」であり（本件条例第２条第 1 項第 2 号）、「保有個人情報」とは、実

施機関の職員が職務上作成し、又は取得した個人情報であって、当該実施機関の職員

が組織的に利用するものとして保有しているものである（本件条例第２条第 1 項第 3
号）。 
 本件対象文書には宛先として審査請求人の氏名が書かれており、審査請求人の要望

に対する回答であるから、審査請求人の個人生活に関する情報で、かつ、審査請求人

個人が特定されているから、文書全体が審査請求人に関する個人情報である。そして、

実施機関の職員が職務上作成した個人情報であり、組織的に利用するものとして保有

しているのであるから保有個人情報に該当するというべきである。 
 処分庁は、直接の請求対象となった文言だけに着目し、市の行為について説明した

ものであるから、審査請求人の保有個人情報には当たらないと述べる。確かに、該当

箇所は市の行為について記載した部分ではあるが、市が審査請求人に対して行った行

為であり、宛先も含めて本件対象文書の内容を見れば、本件対象文書全体が審査請求

人に関する保有個人情報であることは明らかであり、処分庁が弁明するように保有個

人情報を限定的に解すべき理由はない。審査請求人が本件対象文書の開示を求めたと

すれば、当然、本件対象文書のすべてが開示されることが考えられ、開示の場合と訂

正の場合で保有個人情報の範囲を変えるべき理由はなく、たとえ市の行為に関する記

載であっても、審査請求人の保有個人情報に当たる。 
したがって本件の記載は、審査請求人についての保有個人情報の一部であり、訂正

請求対象に該当する。 
 
３ 訂正の要否 

 訂正は、「事実」に誤り又は不正確な内容があると認められるときに行われることか

ら、事実に関する記載でなければならない。 
本件において審査請求人が訂正を求めるのは、審査請求人に対する職員の応対に関

する記載であるから、事実に関するものである。そのため、審査請求人に関する保有

個人情報について事実に誤り又は不正確な内容がある場合には、実施機関は訂正をし

なければならない。 



第３章 行政不服審査会の状況 

90 

 

本件について、当審査会において、審査請求人についての支援の経過記録等を確認

したところ、次の経緯が認められた。 
請求者が２０１６年１２月２日に町田市生活援護課の生活・就労相談窓口に就労相

談をしたところ、同課が１２月８日付文書で障がい者支援センターに相談するように

案内した。しかし、審査請求人は、生活・就労相談窓口が審査請求人の障害を理由に

対応を拒否したと受け止めた。そして、２０１７年３月７日に職員課に対し、生活・

就労相談窓口の担当者から障害者差別解消法に抵触する不当な差別的取扱いを受け

たと相談した。その後、職員課は審査請求人に対する対応について不当な差別的取扱

いの有無について調査した。 
調査の結果、生活援護課が障がい者支援センターを紹介したのは、町田市では、障

害者の就労支援は、障害があることを開示して就労をする場合と、開示せずに就労す

る場合では支援内容が異なる上、障害に関する専門的な知識がない同課の生活・就労

窓口よりも、障がい者支援センターが相談に応じる方が障害者手帳を有する審査請求

人にとっては、より適切であると考えたからであった。また、障害者の就労支援につ

いて、生活援護課と障がい者支援センターで障害の開示に関する相談者の希望に応じ

て支援機能を分担することには合理的な理由があり、障害を開示しないで就労を目指

す場合には、生活援護課でも支援を受けられることから、審査請求人本人にも不利益

が生じるわけではないため、職員課では生活援護課が審査請求人に障がい者支援セン

ターを案内したことが障害者差別解消法の禁じる不当な取扱いには該当しないと判

断した。 
しかしながら、前記１２月８日付文書には、生活援護課が審査請求人に対して障が

い者支援センターを案内する理由や、障害があることを開示するかどうかで支援の内

容が異なることについて等の説明はされておらず、事前に審査請求人の就労にあたっ

て障害の開示又は不開示に関する意向についても確認がとられていた様子もうかが

われない。 
その後、生活援護課が関係部署に諸事情を確認し、生活援護課の審査請求人に対す

る説明が不十分であったことが明らかになったため、生活援護課において、その旨を

審査請求人に謝罪し、改めて生活・就労相談窓口と障がい者支援センターの役割や相

談機能について説明を補足する２０１７年９月１１日付の文書を送付した。 
以上の経緯から、当初の生活援護課の審査請求人に対する案内が十分ではなかった

とはいえ、障害者に対する合理的配慮に欠くものであったとまではいえない。そうす

ると、審査請求人が訂正を求める「障がいがあることを理由に窓口対応を拒否したの

ではなく、案内の不備であったことを確認しております。」との記載について、上記の

経緯に照らせば、事実に誤り又は不正確な内容があるということはできない。したが

って、本件条例第２２条第１項に基づき、自己に関する保有個人情報であっても、そ

の訂正を要するとは認められない。 
 
４ 結論 

以上のとおり、処分庁が「自己に関する保有個人情報」に当たらないとした判断に

は誤りがあるが、「事実に誤り又は不正確な内容があると認められるとき」には当たら

ないから、本件対象文書の記載を訂正しない旨の処分を行ったことは妥当である。 
 

 

 



第３章 行政不服審査会の状況 
 

 91 

町田市行政不服審査会 

２０１８年度第３号事件 

（審査請求人 ○○ ○○） 

 

２０２１年１月２７日 

答  申 

 

町田市長 石阪 丈一 様 

 

町田市行政不服審査会 

会 長  野 村 武 司 

 

２０１８年４月５日付け１８町総法第１号（２０１８年度第３号事件）でなされた諮問

について、以下のとおり答申いたします。 

 

第１ 審査会の結論 

審査請求人○○○○（以下「審査請求人」という）が２０１７年４月２８日（請求書記

載の請求の期日は２０１７年４月２１日）に処分庁町田市長に対して行った公文書公開

請求に対して、処分庁が２０１７年５月１２日付け１７町文ス第７８号の２で行った公

文書不存在決定処分は、妥当である。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

  審査請求人は、処分庁が２０１７年５月１２日付け１７町文ス第７８号の２をもって

行った公文書不存在決定処分（以下「本件処分」という。）を取り消すとの裁決を求めた。 

 

第３ 本件事案の経緯 

１ 審査請求人は、町田市情報公開条例（以下「本件条例」という。）第４条の規定によ

り、２０１７年４月２８日（請求書記載の請求の期日は２０１７年４月２１日）に「公

文書公開請求書」で、処分庁に対し、「２０１６年１２月２３日、町田市総合体育館ト

レーニングルームにて、現場でトレーナーとして勤務する４０代男性職員が、ケガ人

がいることを伝え助けようと歩み寄った利用者に対して、突然、一方的に侮辱・脅迫

行為を行った事件に関する通報日から２月５日までの一切の文書（ヒアリング実施者

（指定管理者含む）・スポーツ振興課の報告書及び決裁書含む）及び防犯カメラの映像」

を対象とする公文書公開請求を行った。 

 ２ 処分庁は、審査請求人に対して、２０１７年５月１２日付け１７町文ス第７８号の

２「公文書不存在決定通知書」により、同体育館トレーニング室には防犯カメラは一

定の方向の撮影をしているものであり、上記の日にけが人が発生したとされる場所は

撮影しておらず、撮影している範囲においても、上記の事案に該当する映像が記録さ

れていないことを理由として、本件処分を行った。 

 ３ 審査請求人は、審査庁町田市長に対して、本件処分を不服として２０１７年８月１

４日付け「審査請求書」により本件審査請求を行った。 

４ 処分庁は、２０１７年１１月９日付け１７町文ス第４８３号「弁明書」により弁明

した。 

５ 審査庁は、本件条例第１０条第２項の規定に基づき、２０１８年４月５日付け１８

町総法第１号「公文書不存在決定処分等に係る審査請求について（諮問）」により、本
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件審査請求について当審査会に諮問した。 

６ 審査会は、次のとおり調査審議を行った。 

   ２０２０年９月１７日 審議 

   ２０２０年１０月９日 審議 

   ２０２０年１１月２７日 処分庁への事情聴取 

   ２０２０年１２月２５日 審議 

    

第４ 審査請求人と処分庁の主張 

 １ 審査請求人の主張 

審査請求人は、審査請求書において、次の理由により、処分庁の公文書不存在決定処

分を取り消すことと、本件処分の理由に示された、「一定の方向」とはどこかを具体的

に明記することを求めている。 

（１）決定では「一定の方向」とはどこかを明記していないため信憑性を判断できない。 

  （２）市が見落としている事件解決のために有力な情報が映っている可能性もあるため

「一定の方向」とはどこかを明記せよ。 

  （３）加害者が被害者に行った侮辱・脅迫行為を行っているところが映っていないから

不存在とするのはあまりに短絡的である。記録された映像は有力な・貴重な情報

源である。目撃証言は事件の有力な証拠となるため、映像の中に目撃者が映って

いれば不存在ではない。貴重な情報源となる映像を不存在とするのは証拠隠滅と

同意である。 

  （４）事件の時間帯の防犯カメラ映像自体は存在するのだから不存在ではない。  

２ 処分庁の主張 

処分庁は、公文書不存在決定通知書及び弁明書において、次のとおり主張している。 

（１）防犯カメラの映像記録（データ）の運用 

   町田市総合体育館トレーニング室に設置している防犯カメラの映像記録（データ）

は、機器の記憶容量から、一定の保管期間経過後に自動的に新たな映像記録（データ）

に置き換えられる（上書きされる）仕組みとなっている。当該防犯カメラ機器の記憶

容量により、置き換えられるまでの期間は最長４０日間まで設定できるが、個人情報

保護の観点から、現在３０日間以内に設定して運用している。 

  （２）本件における不存在の理由 

     本件に係る事件の通報があった後、担当課では直ちに、複数の職員により当該防犯

カメラの映像記録（データ）を調査し、本件に係る事件の発生場所が当該防犯カメラ

の撮影範囲外にあること及び本件に係る事件に該当する映像が実際に記録されてい

ないことを確認し、その内容を別途公文書として記録した。その結果、本件に係る事

件の発生当日の映像記録（データ）を別途保存しておく特段の事情もないことから、

通常の運用通りとしたものである。 

     よって、請求人から本件に係る公文書公開請求書を受け付けた２０１７年４月２

８日（請求書記載の請求の期日は２０１７年４月２１日）においては、２０１６年１

２月２３日の当該防犯カメラの映像記録（データ）が新たな映像記録（データ）に置

き換えられていたことから、請求対象の映像記録を不存在と決定したものである。 

     なお、本件通知書の不存在の理由欄には、「同体育館トレーニング室には、防犯カ

メラ一台が設置されておりますが、この防犯カメラは一定の方向の撮影をしている

ものであり、上記の日にけが人が発生したとされる場所は撮影しておりません。また、

撮影している範囲においても、上記の事実に該当する映像は記録されておりません。」
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とあるが、これは上記の調査結果を記したものである。 

  （３）防犯カメラの報告 

   請求人は防犯カメラの方向を明らかにしないと信頼性に欠ける、見落としがあるか

もしれないと主張する。 

   しかし、そもそも防犯カメラは、その存在により犯罪の発生を抑止し、発生時には

その映像を記録することを目的としており、防犯カメラに関する情報を明らかにする

ことは、防犯カメラの設置効果を薄めることになりかねない。 

   捜査機関への協力を行う場合等、個別の事案において特定の者に防犯カメラに関す

る情報を提供することは考えられるが、何人にも目的を問わず公開とする情報公開制

度において防犯カメラの方向を明らかにすることは、行政執行上、著しい支障をきた

すものである。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件対象文書について 

本件請求に係る公文書（以下「本件請求文書」という。）は、２０１６年１２月２３

日、町田市総合体育館トレーニングルームで発生した事故（以下「本件事故」という。）

に関連した特定職員の利用者に対する対応（以下「本件事案」という。）に関して記録

された防犯カメラの映像である。 

実施機関は、本件請求に対して、防犯カメラが本件事故発生場所を撮影していない

こと、また、撮影範囲において、本件事案に該当する映像が記録されていないことを理

由として、本件請求文書は不存在とした。 

 

２ 本件請求文書の存否について 

本件請求文書が不存在であることについて、実施機関は、２０１７年５月１２日付

公文書不存在決定通知書（１７町文ス第７８号の２）において、「同体育館トレーニン

グ室には、防犯カメラ一台が設置されておりますが、この防犯カメラは一定の方向の

撮影をしているものであり、上記の日にけが人が発生したとされる場所は撮影をして

おりません。また、撮影している範囲においても、上記の事案に該当する映像は記録さ

れておりません。」とする。 

ただし、実施機関の２０１７年１１月１６日付弁明書（１７町文ス第４８３号）によ

れば、当該防犯カメラの映像は、①本件事案（及び本件事故）の発生場所が当該防犯カ

メラの撮影範囲外にあること、②本件事案（及び本件事故）に該当する映像が実際に記

録されていないことを確認し、その内容（本件事案（及び本件事故）が記録されていな

いこと）を別途公文書として記録したことから、当該映像記録を通常の運用通り取り

扱ったとしている。町田市総合体育館では、防犯カメラの映像記録（デ―タ）の保存に

つき、３０日を上限として保管された後、自動的に新たな映像記録に上書きされる運

用がなされていることから、すでに、当該防犯カメラの映像は、本件事案発生後３０日

を経過したすくなくとも２０１７年１月２２日には上書きされ、廃棄されていたこと

になる。 

実施機関は、請求文書の不存在理由について、上述の通り、請求に係る事実が記録さ

れている文書がないことによる公文書不存在を示しているが、その意味で、本件公文

書公開請求がなされた２０１７年４月２８日（請求書記載の請求の期日は２０１７年

４月２１日）及び公文書不存在決定がなされた２０１７年５月１７日には、当該防犯

カメラ映像は存在しておらず、物理的にも不存在ということになる。 

実施機関は、弁明書において、公文書不存在決定の理由は、「担当課による調査結果
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を記したもの」であるとしているが、以上の事実に鑑みれば、あわせて物理的に不存在

であることも理由として記載すべきであった。その意味で、公文書不存在決定通知書

において理由の提示の不備は認められるが、当該防犯カメラの映像（データ）はすでに

廃棄されており、公文書が不存在の妥当性において、結論においてかわるところはな

い。 

 

 ３ 本件事案が記録されていないことを理由とする不存在の妥当性 

当該防犯カメラの映像に、本件事案が記録されていなかったかどうかについて、す

でに当該防犯カメラ映像が廃棄されていることから、これを検証することはできない

が、本件事案が記録されていないことを理由とする不存在の妥当性について一応述べ

ておく。 

まず、上記の本件事案（及び本件事故）の発生場所が当該防犯カメラの撮影範囲外で

あることについては、当審査会が見分した限りにおいて特段疑うことはない。ただし、

２０１７年８月１４日付審査請求書において審査請求人が述べるとおり、当該防犯カ

メラ映像には、仮に本件事案（及び本件事故）の発生場所以外の映像であったとして

も、「有力な・貴重な情報源」が記録されている可能性もあり、撮影範囲外であること

をもって、本件事案が記録されていなかったとは必ずしもいえない。 

次に、実施機関は、本件事案（及び本件事故）に該当する映像が実際に記録されてい

ないことを確認し、その内容を別途公文書として記録したとしている点であるが、２

０１７年４月２８日付公文書公開請求に係る２０１７年５月１２日付公文書非公開決

定（１７町文ス第７９号の２）において、非公開とされた公文書につき、当審査会が見

分したところによれば、「ご指摘の接客シーン・・・は、撮影・録画されていないこと

を確認しました。」とするにとどまっており、その記述をもって、「有力な・貴重な情報

源」を含めた本件事案（及び本件事故）に該当する映像が実際に記録されていなかった

ことを確証することはできなかった。 

当該防犯カメラ映像の別途の保管については、本件事案（及び本件事故）に該当する

映像が実際に記録されていたかどうかに依存することから、別途公文書に記録すると

いうのであれば、少なくとも、当該防犯カメラ映像に何が映っていたのかを記載すべ

きで、単に、撮影・録画されていないとの結論のみを記載することは、公文書の作成と

して大いに問題があるといわざるを得ない。なお、当審査会の聴取において、実施機関

は、防犯カメラを確認した職員の記憶として、本件事故及事案の発生場所は撮影範囲

以外であった、防犯カメラの映像には、数名の利用者と施設スタッフが映っていた、本

件事故及び事案が起こった時間帯に、利用者が何かに気づいたような行動はなかった、

そして施設スタッフが慌ただしく動く姿は映っていなかったとしている。 

 

４ 結論 

以上のとおり、本件事案が記録されていないことを理由とする不存在について妥当

であるとはいえないが、当該防犯カメラ映像（データ）はすでに廃棄されており、その

意味で、請求に係る公文書を不存在とした実施機関の判断は妥当である。 
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町田市行政不服審査会 

２０１８年度第９号事件 

（審査請求人 〇〇 〇〇） 

 

２０２１年３月３日 

答  申 

 

町田市長 石阪 丈一 様 

 

町田市行政不服審査会 

会 長  野 村 武 司 

 

２０１８年１２月４日付け１８町総法第１０２号（２０１８年度第９号事件）でなされ

た諮問について、以下のとおり答申いたします。 

 

第１ 審査会の結論 

処分庁が２０１８年８月２０日付け１８町道管第７１０号で行った部分開示決定にお

いて非開示とした部分のうち、別表１に掲げる部分については開示すべきであるが、そ

の他の部分については非開示が妥当である。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

  審査請求人は、処分庁が２０１８年８月２０日付け１８町道管第７１０号で行った部

分開示決定処分（以下「本件処分」という。）を取り消すとの裁決を求めた。 

 

第３ 本件事案の経緯 

１ 審査請求人は、町田市個人情報保護条例（以下「本件条例」という。）第２０条の規

定により、２０１８年８月６日に「個人情報開示等請求書」で、処分庁に対し、「道路

管理課 要望対応票１８－２１２１」を対象とする個人情報開示請求を行った。 

 ２ 処分庁は、第三者に関する情報であって、開示をすることにより当該第三者の権利

利益を侵害するおそれがあることを理由として、本件対象文書の一部について非開示

とする決定をし、審査請求人に対して、２０１８年８月２０日付け１８町道管第７１

０号「個人情報部分開示等決定通知書」により通知した。 

 ３ 審査請求人は、審査庁町田市長に対して、本件処分を不服として２０１８年８月２

７日付け「審査請求書」により本件審査請求を行った。 

４ 処分庁は、２０１８年１０月１２日付け１８町道管第９８３号「弁明書」により弁

明した。 

５ 審査請求人は、２０１８年１１月６日に「反論書」により反論した。 

６ 審査庁町田市長は、本件条例第３０条第２項の規定に基づき、２０１８年１２月４

日付け１８町総法第１０２号「審査請求について（諮問）」により、本件審査請求につ

いて当審査会に諮問した。 

７ 審査会は、次のとおり調査審議を行った。 

   ２０２０年１２月２５日 審議 

   ２０２１年１月２２日 処分庁への事情聴取審議 

   ２０２１年２月４日 審議 
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第４ 審査請求人と処分庁の主張 

 １ 審査請求人の主張 

審査請求人は、審査請求書及び反論書において、主に次の理由により、処分庁の個

人情報部分開示決定処分を取り消すことを求めている。 

（１）相手方との会話が開示されていないため、正当性が判断できない。 

   （２）公道に越境して個人宅に設置されている防犯カメラについて、道路の安全などの

目的で警察が設置したとのことなので、公共性があり、第三者の権利利益の侵害と

はならない。 

 ２ 処分庁の主張 

処分庁は、個人情報部分開示等決定通知書及び弁明書において、次のとおり主張し

ている。 

（１）非開示とした部分は、審査請求人の相談に関連する内容（防犯カメラの設置の背

景）を含め、市職員が審査請求人以外の第三者から直接聞き取って収集した情報で

あり、審査請求人に関する保有個人情報ではなく、専ら当該第三者の個人生活に関

する情報である。よって、開示をすることで当該第三者の権利利益を侵害するおそ

れがあるため、本件条例第２１条第１項第３号に該当する。 

 

 第５ 審査会の判断 

 １ 本件対象文書について 

本件請求の対象文書は、審査請求人が実施機関に対して民家に設置された防犯カメ

ラに対して行政指導を求めた件に関し、作成された受付番号１８－２１２１の要望対

応票である。 

要望対応票は、要望の受付時に要望者から聞き取った内容に基づいて作成する部分

（以下「受付部分」という）及び要望に対してどのような対応を行ったかを記載する部

分（以下「報告部分」という）があるが、本件では、要望対応票に加えて、上記要望対

応票に関連する資料（以下「関連資料」という）も対象文書に含まれているとして、い

ずれの部分についても部分開示を行った。 

 

２ 本件対象文書の非開示部分について 

  実施機関は、本件対象文書の一部について本件条例第２１条第１項第３号に基づき

開示すれば第三者の権利利益を侵害するおそれがある第三者情報に該当することを理

由として非開示とした。そのため、非開示とされた部分について第２１条第１項第３

号該当性を検討する。 

（１）受付部分 

  受付部分のうち、非開示とされたのは、要望箇所欄に記載された地名の番地、要望

内容欄に記載された地図番号および添付された地図である。 

 実施機関からの聞き取りによれば、要望箇所の欄は、審査請求人から要望を受け

付けた際に、審査請求人の話に基づき、市職員が防犯カメラが設置されていると思

われる場所の番地を推定し、記入したものである。また、要望内容欄に記載されて

いるのは、実施機関が特定した番地の付近を含む市販の地図の該当頁数であり、添

付の地図も推定された番地に対応する実施機関が作成した地図である。これらは、

いずれも、審査請求人が実施機関に要望した内容を明らかにするために作成された

ものであり、第三者情報に当たるとはいえない。したがって、第２１条第１項第３

号には該当しない。 
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 （２）報告部分 

 審査請求人からの要望に対し、実施機関の対応を報告する部分のうち、対応内容

の欄の記載の一部が非開示とされている。非開示とされた部分には、防犯カメラが

設置されていた住宅の住民の氏名及び住所、その他実施機関が防犯カメラの設置の

経緯等ばかりではなく、本件調査の際に、本件とは全く関係のない事項についても

聞き取った内容が記載されている。 

実施機関は、弁明書において、「審査請求人の相談に関連する内容（防犯カメラの

設置の背景）を含め、市職員が第三者から直接聞き取って収集した情報」について

は、「審査請求人に関する保有個人情報ではなく、専ら当該第三者の個人生活に関す

る情報である」と述べるが、第三者から直接聞き取った内容であるからといって、

当然に審査請求人に関する保有個人情報に該当しないということはできない。審査

請求人の要望に関して作成された本件文書全体が審査請求人の保有個人情報であり、

たとえ市職員が第三者から直接聞き取って収集した情報であっても、審査請求人に

関する保有個人情報であることを否定するものではないからである。本件文書のう

ち、市職員が第三者から直接聞き取って収集した情報は、審査請求人についての保

有個人情報であると同時に、第三者の個人情報でもあるというべきである。そして、

これらの第三者情報を審査請求人に開示すれば当該第三者の権利利益を侵害するお

それが大きく、第２１条第１項第３号に該当するから、実施機関の判断の過程には

誤りがあるものの、非開示とした結論は妥当である。 

（３）関連資料 

   関連資料のうち、非開示とされたのは、ア）市販されている地図の写しと、イ）写

真である。 

   ア）市販されている地図の写しには、防犯カメラが設置された住宅に関する書き

込みがなされており、開示すると当該住宅の住民の氏名や住所が明らかとなるので、

当該第三者の権利利益を侵害するおそれが大きいといえる。 

   イ）写真は４頁にわたり、１頁から３頁にはそれぞれ横２枚、縦３枚の６枚、４頁

には２枚、全部で２０枚の写真が記録されている。１頁左上段の写真から、右上段、

左中段、右中段の順に、①から⑳までの番号を付番する。 

①、②、③、⑧、⑨、⑩、⑪の７枚は、審査請求人が対応を要望した防犯カメラ

に関するものである。これらの写真には、防犯カメラが設置されている住宅の外観

が撮影されていることから、確かに第三者情報には当たるが、審査請求人はその要

望の内容から、当該住宅に防犯カメラが設置されていることや当該住宅の外観を知

っていることは明らかであり、これらの写真を開示することによって、当該住宅の

住人の権利利益が侵害されるおそれがあるとはいえない。その他の１３枚の写真に

ついては、いずれも審査請求人の要望とは関係のないものであって、このうち④、

⑤、⑥、⑦、⑫、⑬、⑭、⑰の８枚については、開示することにより、当該第三者

の権利利益を侵害するおそれがあるものの、⑮、⑯、⑱、⑲、⑳の５枚については

単に当該住宅の周辺を撮影した写真であり、開示したとしても、第三者の権利利益

を侵害するおそれがあるとはいえない。 

 そうすると、地図及び写真④～⑦、⑫～⑭及び⑰の８枚について第２１条第１項

第３号に該当するとした実施機関の判断は妥当であるが、その他の写真①～③、⑧

～⑪、⑮、⑯、⑱～⑳の１２枚については、開示しても第三者の権利利益を侵害す

るおそれがあるとはいえず、第２１条第１項第３号には該当しない。 
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３ 結論 

以上のとおり、報告部分および関連資料のうち地図及び写真８枚について第２１条

第１項第３号該当性を認めた実施機関の判断は妥当であるが、受付部分及び関連資料

のうち写真１２枚については、第２１条第１項第３号該当性がなく、開示すべきであ

る。 

 

 別表１ 開示すべき部分 

１ 要望対応票１８－２１２１ 受付部分 

要望箇所欄の地名の番地、要望内容欄の地図番号および添付された地図  

２ 要望対応票１８－２１２１ 関連資料 

写真①、②、③、⑧、⑨、⑩、⑪、⑮、⑯、⑱、⑲、⑳ 
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第４章 情報公開・個人情報保護運営審議会の状況 
 

１ 情報公開・個人情報保護運営審議会 
情報公開・個人情報保護運営審議会は、「情報公開制度」と「個人情報保護制度」の適正な

運用を図るために実施機関の諮問に応じて審議し、答申する機関です。委員は１５名で、内訳

は学識経験者５名、市民代表１０名（うち２名は公募）となっています。 

２０２０年度末の在籍委員の任期は２０２１年５月９日までです。 

 

町田市情報公開・個人情報保護運営審議会委員名簿 

（２０２１年３月３１日現在） 

 選出区分 所属・推薦団体名 氏  名 

会 長 学識経験者 玉川大学名誉教授 川 野 秀 之 

職務代理 学識経験者 東京都立科学技術大学名誉教授 島 田 達 巳 

委 員 学識経験者 東海大学教授 服 部 篤 美 

委 員 学識経験者 弁護士 鶴 田 信 紀 

委 員 学識経験者 神奈川大学教授 嘉 藤  亮 

委 員 地 域 団 体 町田市町内会・自治会連合会 中   一  登 

委 員 消費者団体 町田市消費生活センター運営協議会 小 林 好 教 

委 員 女 性 団 体 国際ソロプチミスト町田－さつき 櫛 渕 万 里 

委 員 労 働 団 体 連合東京都連合会三多摩地域協議会連合南多摩地区協議会  向 中 野  真 

委 員 労 働 団 体 町田地区労働組合協議会 八 柳 ひろ子 

委 員 福 祉 団 体 町田市身体障害者福祉協会 風 間 博 明 

委 員 商 工 団 体 町田商工会議所 佐 藤 正 志 

委 員 教 育 団 体 町田市立中学校ＰＴＡ連合会 宇賀神 直 子 

委 員 公 募  岩 田 桂 子 

委 員 公 募  山 内 史 雄 

 

 

２ ２０２０年度 情報公開・個人情報保護運営審議会の開催状況 
２０２０年度は９回開催され（通算では３６７回）、実施機関が扱う個人情報の「業務登録」

の他、「目的外利用」、「外部提供」、「コンピュータ処理等」、「外部結合」、「外部委託

等」の諮問事項についての審議を行い、答申しました。また、軽易な変更、廃止等の報告を受

けました。 

   

(１) 実施機関別諮問件数（個人情報登録関係） 

市  長 …………………… ９６件 固定資産評価審査委員会 ……… ０件 

教育委員会 ………………… １３件 議会 ……………………………… ０件 

選挙管理委員会 ……………… ０件 病院事業管理者 ………………… ６件 

監査委員 ……………………… ０件 各課共通(各実施機関共通の諮問）２件 

農業委員会 …………………… １件 合計 ………………………  １１８件 

 

(２) 審議会開催状況  

第１回 ２０２０年 ４月１１日 中止 …………………………………………………………… 
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新型コロナウイルス感染防止のため中止 

 

第２回 ２０２０年 ５月１３日 開催 …………………………………………………………… 

◯組織改正について                            ＜事務局＞ 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく諮問について 

１．「医療」業務におけるコンピュータ処理等、外部委託等について 

   ＜市民病院事務部医事課＞ 

２．「墓地等経営許可」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部提供について 

                   ＜保健所生活衛生課＞ 

３．「寄附受理」業務における個人情報外部委託等登録票の変更及び外部提供、コンピュータ

処理等について                         ＜財務部財政課＞ 

４．①「心身障害者医療費助成」業務における個人情報目的外利用登録票の変更について 

②「国民健康保険医療給付」業務における個人情報目的外利用登録票の変更について（い

きいき生活部保険年金課）               ＜地域福祉部障がい福祉課＞ 

５．「中学生職場体験」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ処理等につ

いて                            ＜学校教育部指導課＞ 

６．「就学」業務における外部提供について            ＜学校教育部学務課＞ 

７．①「母子及び父子・女性福祉資金貸付」業務における個人情報業務登録票の変更及び目的

外利用、コンピュータ処理等について 

②「入院助産」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部提供登録票の変更及び目

的外利用、コンピュータ処理等について 

③「母子生活支援施設入所」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登録

票、個人情報外部提供登録票、個人情報コンピュータ処理等登録票の変更及び目的外利

用、コンピュータ処理等について 

④「母子・女性緊急一時保護」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登

録票の変更及び目的外利用、コンピュータ処理等について 

⑤「ひとり親家庭ホームヘルパー派遣」業務における個人情報業務登録票、個人情報コン

ピュータ処理等登録票の変更及び目的外利用、コンピュータ処理等について 

⑥「緊急一時保護宿泊費等助成事業」業務における個人情報業務登録票の変更及び目的外

利用、外部提供、コンピュータ処理等について 

⑦「ひとり親家庭就労支援」業務における個人情報業務登録票の変更及び目的外利用、コ

ンピュータ処理等について 

⑧「ひとり親相談」、「婦人相談」、「自立支援プログラム策定」業務の業務登録につい 

 て                   ＜子ども生活部子ども家庭支援センター＞ 

８．「町内会・自治会」業務における個人情報目的外利用登録票、個人外部提供登録票、個人

情報コンピュータ処理等登録票の変更及びコンピュータ処理について 

＜市民部市民協働推進課＞ 

９．「家族計画・乳児母性相談・産後ケア事業」業務における個人情報外部委託等登録票の変

更について                          ＜保健所保健予防課＞ 
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10．①「オリンピック・パラリンピック等国際大会機運醸成事業」業務における個人情報外部

提供登録票の変更及びコンピュータ処理等について 

②「ボランティア組織運営」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部提供、外部委託

等について         ＜文化ｽﾎﾟｰﾂ振興部ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ等国際大会推進課＞ 

11．「帰国者・接触者電話相談センター」業務の業務登録について  ＜保健所保健総務課＞ 

12．「感染症対策」業務の業務登録について                ＜各課共通＞ 

13．「感染症対策」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ処理等につい 

て                             ＜保健所保健予防課＞ 

14．「安全衛生」業務における個人情報業務登録票の変更について        ＜職員課＞ 

◯町田市情報公開・個人情報保護運営審議会条例の規定に基づく諮問について 

１．行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２７条の規

定に基づく特定個人情報保護評価（住民基本台帳事務）について    ＜市民部市民課＞ 

２．行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２７条の規

定に基づく特定個人情報保護評価（地方税務事務）について     ＜財務部市民税課＞ 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく報告について 

１．①「母子・女性緊急一時保護」業務における個人情報目的外利用登録票、個人情報外部提

供登録票の廃止について 

②「ひとり親家庭ホームヘルパー派遣」業務における個人情報外部委託等登録票の廃止に

ついて                          ＜子ども生活部子ども家庭支援センター＞ 

 

第３回 ２０２０年 ６月 ８日 開催 …………………………………………………………… 

◯町田市情報公開・個人情報保護運営審議会条例の規定に基づく意見について   ＜事務局＞ 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく諮問について 

１．「人事」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ処理について 

＜総務部職員課＞ 

２．「成年後見制度利用支援事業」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部委託等登

録票の変更について                   ＜地域福祉部福祉総務課＞ 

３．「感染症対策」業務における個人情報コンピュータ処理等登録票の変更及びコンピュータ

処理等について                       ＜保健所保健予防課＞ 

４．「都市農地の貸借の円滑化事業」業務の業務登録について  ＜経済観光部農業振興課＞ 

５．「農地」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部提供について 

           ＜農業委員会事務局＞ 

６．「医療費分析及びデータヘルス計画作成」業務における外部提供について 

  ＜いきいき生活部保険年金課＞ 

７．①「健康増進健康診査」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部提供について 

②「受動喫煙防止対策」業務における外部委託等について 

  ＜保健所健康推進課＞ 

◯ 町田市情報公開・個人情報保護運営審議会条例の規定に基づく諮問について 

１．行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及び特定個人



第４章 情報公開・個人情報保護運営審議会の状況 

 104 

情報保護評価に関する規則の規定に基づく特定個人情報保護評価（児童福祉事務）について             

＜子ども生活部子ども総務課＞ 

２．行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及び特定個人

情報保護評価に関する規則の規定に基づく特定個人情報保護評価（国民健康保険事務）につ

いて                         ＜いきいき生活部保険年金課＞ 

３．行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及び特定個人

情報保護評価に関する規則の規定に基づく特定個人情報保護評価（国民年金事務）について 

             ＜いきいき生活部保険年金課＞ 

４．行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及び特定個人

情報保護評価に関する規則の規定に基づく特定個人情報保護評価（健康増進事務）について 

                 ＜保健所健康推進課＞ 

５．行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及び特定個人

情報保護評価に関する規則の規定に基づく特定個人情報保護評価（子ども・子育て支援事

務）について                    ＜子ども生活部保育・幼稚園課＞ 

６．行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及び特定個人

情報保護評価に関する規則の規定に基づく特定個人情報保護評価（介護保険事務）について 

             ＜いきいき生活部介護保険課＞ 

◯事故報告                       ＜子ども生活部保育・幼稚園課＞ 

 

第４回 ２０２０年 ７月１３日 開催 ……………………………………………………………… 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく諮問について 

１．「文学館展示事業」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部提供登録票、個人情

報コンピュータ処理等登録票の変更及び外部委託等について    ＜生涯学習部図書館＞ 

２．「国民健康保険 傷病手当金支給」業務の業務登録について 

＜いきいき生活部保険年金課＞ 

３．「国民健康保険税 賦課」、「後期高齢者医療 収納・徴収」業務における個人情報業務登

録票、個人情報目的外利用登録票の変更及び目的外利用について 

                 ＜いきいき生活部保険年金課＞ 

４．「特別定額給付金」業務の業務登録について        ＜地域福祉部福祉総務課＞ 

５．「町田市福祉のまちづくり推進協議会」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的

外利用登録票の変更及び外部委託等について         ＜地域福祉部福祉総務課＞ 

６．「児童手当受給者に対する臨時特別給付金」,「児童扶養手当受給世帯等に対する臨時特

別給付金」,「児童育成手当受給者に対する臨時特別給付金」業務の業務登録について 

  ＜子ども生活部子ども総務課＞ 

７．「ひとり親家庭への食料品等支援」業務の業務登録について 

  ＜子ども生活部子ども総務課＞ 

８．「介護保険被保険者管理」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登録票

の変更及び目的外利用について             ＜いきいき生活部介護保険課＞ 

９．「固定資産税・都市計画税賦課」業務における外部提供、コンピュータ処理等、外部委託
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等について                          ＜財務部資産税課＞ 

10．「高齢者福祉センター」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部委託等登録票の

変更及びコンピュータ処理等について         ＜いきいき生活部高齢者福祉課＞ 

11．「マイキーID等設定支援」業務の業務登録について         ＜市民部市民課＞ 

12．「障害福祉サービス事業所等の指導検査」業務における個人情報業務登録票、個人情報目

的外利用登録票の変更及びコンピュータ処理等について    ＜地域福祉部指導監査課＞ 

13．「町田市中小企業者家賃補助」業務の業務登録について   ＜経済観光部産業政策課＞ 

◯ 町田市情報公開・個人情報保護運営審議会条例の規定に基づく諮問について 

行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及び特定個人情報

保護評価に関する規則の規定に基づく特定個人情報保護評価（基礎評価項目）について 

特定個人情報保護評価書（基礎項目評価書） 

９ 母子保健事務        10 予防接種事務 

11 障害福祉事務        12 後期高齢者医療事務 

13 生活保護事務        14 就学援助費支給事務 

15 母子保健福祉基金貸付事務  16 精神障害者保健福祉手帳事務 

17 保健事務（養育医療）    18 保健事務（結核医療） 

19 職員以外への報酬等の支払いに係る源泉徴収事務 

20 児童育成手当事務      21 ひとり親家庭等医療費助成事務 

22 乳幼児医療費助成事務    23 義務教育就学児医療費助成事務 

24 私立幼稚園等就園奨励費・保護者補助金交付事務    ＜保健所保健予防課他９課＞ 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく報告について 

１．①「大気汚染医療費助成」業務の廃止について 

②「児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金」業務の廃止について 

③「私立幼稚園等通園補助金」業務の廃止について 

                      ＜子ども生活部子ども総務課＞ 

 

第５回 ２０２０年 ９月１４日 開催 …………………………………………………………… 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく諮問について    

１．「新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金」業務の業務登録について 

＜市民病院事務部総務課＞ 

２．①「飼い主のいない猫との共生モデル地区制度」業務の業務登録について 

②「墓地等経営許可」業務における外部提供について 

③「犬登録」業務における個人情報外部委託等登録票の変更について 

＜保健所生活衛生課＞ 

３．①「アレルギー対策」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部提供登録票、個人

情報コンピュータ処理等登録票の変更及びコンピュータ処理等について 

②「特定給食施設」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ処理等につ

いて 

③「食育推進」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部提供登録票の変更及びコ
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ンピュータ処理等について 

④「難病講演会」業務の業務登録について           ＜保健所保健予防課＞ 

４．「令和元年台風19号義援金配分」業務の業務登録について  ＜地域福祉部福祉総務課＞ 

５．「シティプロモーション事業」業務における個人情報外部提供登録票、個人情報コンピュ

ータ処理等登録票の変更について               ＜政策経営部広報課＞ 

６．「自殺対策推進事業」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部委託等について 

  ＜保健所健康推進課＞ 

７．「生活保護」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部提供登録票の変更及び 目

的外利用について                    ＜地域福祉部生活援護課＞ 

８.「国民健康保険医療給付」、「国民健康保険被保険者資格」業務における外部提供につい

て                         ＜いきいき生活部保険年金課＞ 

９.「市立保育所（管理・指導）」業務における外部委託等について 

＜子ども生活部子育て推進課＞ 

10．「市立保育園給食費収納」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部委託等につい

て                         ＜子ども生活部子育て推進課＞ 

11. 「後期高齢者医療 収納・徴収」業務における外部委託等について 

        ＜いきいき生活部保険年金課＞ 

12．「介護保険被保険者管理」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部委託等につい

て                         ＜いきいき生活部介護保険課＞ 

13．「学童保育」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部委託等について 

     ＜子ども生活部児童青少年課＞ 

14．「保育給付に係る支給認定及び保育所等入所」業務における外部委託等について                     

＜子ども生活部保育・幼稚園課＞ 

15．「学校給食」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部委託等について 

                        ＜学校教育部保健給食課＞ 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく報告について 

１．「アレルギー対策」業務における個人情報コンピュータ処理等登録票の廃止について 

                       ＜保健所保健予防課＞ 

２．「消費生活相談」業務における個人情報外部委託等登録票の軽易な変更について 

                         ＜市民部市民協働推進課＞ 

 

第６回 ２０２０年１０月１２日 開催 …………………………………………………………… 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく諮問について    

１．①「大地沢青少年センター施設利用及び管理」、「自然休暇村施設利用」業務における個

人情報業務登録票の変更について 

②「大地沢青少年センター主催事業」業務における個人情報業務登録票、個人情報コンピ

ュータ処理等登録票の変更及びコンピュータ処理等について 

③「大地沢青少年センター運営委員会」業務における個人情報業務登録票の変更及びコン

ピュータ処理等について          ＜子ども生活部大地沢青少年センター＞ 
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２．「高齢者等訪問収集」業務における個人情報業務登録票の変更及び目的外利用について 

                    ＜環境資源部３Ｒ推進課＞ 

３．「医療」業務における個人情報外部提供登録票の変更及びコンピュ－タ処理等について 

                      ＜市民病院事務部医事課＞ 

４．「違反建築物監察」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部提供登録票の変更

及び外部提供について               ＜都市づくり部建築開発審査課＞ 

５．「建設リサイクル届出事務」業務における個人情報業務登録票の変更について 

                       ＜都市づくり部建築開発審査課＞    

６．「文化芸術のまちづくり基本計画策定」業務の業務登録について 

                      ＜文化スポーツ振興部文化振興課＞  

７．「新生児臨時特別定額給付金」業務の業務登録について 

＜子ども生活部子ども総務課＞ 

８．「認知症高齢者総合施策推進事業」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部提

供、コンピュータ処理等、外部委託等について    ＜いきいき生活部高齢者福祉課＞ 

９.「空家等対策」業務における個人情報業務登録票の変更及び目的外利用について 

                          ＜都市づくり部住宅課＞ 

10．①「市税収納」業務における外部委託等について 

②「国民健康保険税 収納」業務における外部委託等について    ＜財務部納税課＞ 

11．「後期高齢者医療 収納・徴収」業務における外部委託等について 

                       ＜いきいき生活部保険年金課＞ 

12．「介護保険被保険者管理」業務における外部委託等について 

                       ＜いきいき生活部介護保険課＞ 

13.「学童保育」業務における外部委託等について    ＜子ども生活部児童青少年課＞ 

14.「保育給付に係る支給認定及び保育所等入所」業務における外部委託等について 

                     ＜子ども生活部保育・幼稚園課＞ 

15．「市立保育園給食費収納」業務における外部委託等について 

                      ＜子ども生活部子育て推進課＞ 

16．「母子及び父子・女性福祉資金貸付」業務における外部委託等について 

＜子ども生活部子ども家庭支援センター＞ 

17．｢市営住宅管理｣業務における個人情報業務登録票の変更及び外部委託等について 

＜都市づくり部住宅課＞ 

18.「学校給食」業務における外部委託等について      ＜学校教育部保健給食課＞ 

19.「住民基本台帳」業務における個人情報業務登録票の変更について 

                   ＜市民部市民課及び各市民センター＞ 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく報告について    

１．「大地沢青少年センターキャンプ指導」業務の廃止について 

                   ＜子ども生活部大地沢青少年センター＞ 

２．「違反建築物監察」業務における個人情報外部提供登録票の廃止について 

  ＜都市づくり部建築開発審査課＞ 
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◯町田市住民基本台帳ネットワークシステムに係る個人情報の保護に関する条例に基づく報告

について 

町田市における住民基本台帳ネットワークシステムの運用状況について（２０１９年度） 

＜市民部市民課＞ 

◯町田市情報公開・個人情報保護運営審議会条例に基づく報告について 

個人情報外部提供先及び種類別件数について(２０１９年度)   ＜市民部市民課＞ 

 

第７回 ２０２０年１１月 ９日 開催 ……………………………………………………………… 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく諮問について 

１．「忠生市民センター運営管理」業務における個人情報外部提供登録票の変更について 

                    ＜市民部忠生市民センター＞ 

２．①「食中毒」業務における個人情報外部提供登録票の変更及びコンピュータ処理等につい 

 て 

②「墓地等経営許可」業務における外部提供について      ＜保健所生活衛生課＞ 

３．①「男女平等推進」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ処理等につ

いて 

②「消費生活センター学習会」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ

処理等について                    ＜市民部市民協働推進課＞ 

４．①「学校徴収金（給食費を除く）」業務の業務登録について 

②「経理」業務における個人情報コンピュータ処理等登録票の変更及びコンピュータ処理

等について(町田市立小・中学校)            ＜学校教育部教育総務課＞ 

５．「人権擁護委員候補者の推薦」業務の業務登録について     ＜政策経営部広聴課＞ 

６．「介護予防事業評価事業」業務における外部委託等について 

＜いきいき生活部高齢者福祉課＞ 

７．「自殺対策推進事業」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ処理等に

ついて                           ＜保健所健康推進課＞ 

８．「介護保険給付管理」業務における個人情報外部提供登録票の変更及び外部提供について 

                   ＜いきいき生活部介護保険課＞ 

９．①「浄化槽設置状況管理、指導」業務における個人情報業務登録票の変更および外部提

供、コンピュータ処理等について 

②「し尿くみ取り」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ処理等につ

いて                         ＜下水道部下水道整備課＞ 

10．「多摩都市モノレール推進」業務の業務登録について   ＜都市づくり部都市政策課＞ 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく報告について  

１．「経理」業務における個人情報外部委託等登録票の廃止について(南成瀬小学校) 

     ＜学校教育部教育総務課＞ 

 

第８回 ２０２０年１２月１４日 開催 …………………………………………………………… 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく諮問について 

１．「粗大ごみ特別収集」業務における外部提供について    ＜環境資源部３Ｒ推進課＞ 
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２．「市民病院職員人事」業務における外部委託等について   ＜市民病院事務部総務課＞ 

３．①「成人式」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登録票、個人情報外

部委託等登録票の変更及び外部提供、コンピュータ処理等、外部委託等について 

②「文化芸術のまちづくり基本計画策定」業務における個人情報業務登録票の変更及び外

部提供、コンピュータ処理等について      ＜文化スポーツ振興部文化振興課＞ 

４．「キャッシュレス決済プレミアムポイント事業」業務の業務登録について 

                          ＜経済観光部産業政策課＞ 

５．「災害」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登録票の変更及び外部提

供、コンピュータ処理等について               ＜防災安全部防災課＞ 

 ６．「災害対応」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登録票、個人情報コ

ンピュータ処理等登録票の変更について                ＜各課共通＞ 

７．①「認知症高齢者総合相談事業」業務における外部委託等について 

②「認知症高齢者総合施策推進事業」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部提

供、コンピュータ処理等について 

③「高齢者虐待対応」業務における個人情報業務登録票の変更及び目的外利用について 

                    ＜いきいき生活部高齢者福祉課＞ 

８．「町田市子ども家庭在宅サービス事業」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部

委託等登録票の変更及び外部委託等について ＜子ども生活部子ども家庭支援センター＞ 

９．①「就学援助」業務における外部委託等について 

②「就学奨励費支給」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部委託等について 

                        ＜学校教育部学務課＞ 

10．①「安全・安心まちづくり」業務における個人情報業務登録票、個人情報コンピュータ処

理等登録票の変更について 

②「交通災害共済」、「交通安全啓発」業務における個人情報業務登録票の変更について 

                       ＜防災安全部市民生活安全課＞ 

11．「広報」業務における外部提供について            ＜政策経営部広報課＞ 

12．①「オリンピック・パラリンピック等国際大会気運醸成事業」業務における個人情報業務

登録票、個人情報外部提供登録票、個人情報コンピュータ処理等登録票の変更及び外部

提供、コンピュータ処理等について 

②「ボランティア組織運営」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部提供登録、

個人情報コンピュータ処理等登録票、個人情報外部委託等登録票の変更及び目的外利

用、外部提供、コンピュータ処理等について 

③「聖火リレー」、「東京２０２０大会チケット活用」業務における個人情報業務登録票

の変更について 

    ＜文化スポーツ振興部オリンピック・パラリンピック等国際大会推進課＞ 

13．①「市税収納」業務における外部委託等について 

②「国民健康保険税 収納」業務における、外部委託等について 

③「市税徴収（滞納整理）」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登録

票、個人情報外部提供登録票の変更及び外部委託等について 
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④「国民健康保険税徴収（滞納）」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部提供

登録票の変更及び目的外利用、外部提供、外部委託等について 

⑤「市・都民税賦課」業務における個人情報外部提供登録票の変更について（財務部市民

税課） 

⑥「固定資産税・都市計画税賦課」業務における個人情報外部提供登録票の変更及び外部

提供について（財務部資産税課） 

⑦「市債権徴収一元化」業務における個人情報目的外利用登録票の変更及びコンピュータ

処理等について                        ＜財務部納税課＞ 

14．「基幹統計調査（国勢調査）」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部提供 登

録票の変更及びコンピュータ処理等について        ＜総務部市政情報課＞ 

15．「寄附受理」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登録票、個人情報コ

ンピュータ処理等登録票の変更及びコンピュータ処理等、外部委託等について 

                           ＜財務部財政課＞ 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく報告について   

１．「成人式」業務における個人情報目的外利用登録票、個人情報外部提供登録票、個人情

報コンピュータ処理等登録票、個人情報外部委託等登録票の廃止について 

                      ＜文化スポーツ振興部文化振興課＞ 

２.「認知症高齢者総合施策推進事業」業務における個人情報外部委託等登録票の廃止につい

て                        ＜いきいき生活部高齢者福祉課＞ 

３．「交通安全啓発」業務における個人情報目的外利用登録票の廃止について 

                       ＜防災安全部市民生活安全課＞ 

４．「寄附受理」業務における個人情報コンピュータ処理等登録票の廃止について 

＜財務部財政課＞ 

◯町田市情報公開条例の規定に基づく報告について【非公開】  

公文書公開請求に対する存否応答拒否について          ＜保健所保健予防課＞ 

◯個人情報外部委託等登録票における委託先について（２０１９年度実績の報告） 

 

 

第９回 ２０２１年 １月１８日 開催 ………………………………………………………… 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく諮問について 

１．「少量排出事業者の事業系一般廃棄物の収集」業務における個人情報業務登録票の変更及

びコンピュータ処理等について                   ＜環境資源部３Ｒ推進課＞ 
２．「医療」業務における個人情報外部委託等登録票の変更について 

＜市民病院事務部医事課＞ 

３．「総務」業務における外部提供について(町田市立小・中学校) 

                               ＜学校教育部教育総務課＞ 

４．①「長期優良住宅認定」業務における個人情報業務登録票の変更及び目的外利用につい

     て 

②「違反建築物監察」業務における個人情報外部提供登録票の変更及び外部提供につい

   て 

③「建築等確認審査」業務における個人情報外部提供登録票の変更及び外部提供につい
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て                       ＜都市づくり部建築開発審査課＞ 

５．①「子ども・子育て情報配信」業務の業務登録について 

②「義務教育就学児医療費助成」業務における外部委託等について 

③「子どもセンター」業務における個人情報業務登録票の変更について（子ども生活部

児童青少年課） 

④「ひなた村講座・イベント事業」業務における個人情報業務登録票の変更について

（子ども生活部児童青少年課）          ＜子ども生活部子ども総務課＞ 

６．「在宅要介護者受入支援事業」業務の業務登録について 

＜いきいき生活部高齢者福祉課＞ 

７．①「文学館運営協議会」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登録票 

の変更及びコンピュータ処理等について 

②「文学館学習事業」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部提供登録票、個

人情報コンピュータ処理等登録票の変更及び外部委託等について  

＜生涯学習部図書館＞ 

８．①「都市計画マスタープラン関連」業務における個人情報業務登録票、個人情報コンピ

ュータ処理等登録票の変更及びコンピュータ処理等、外部委託等について 

②「申請等受付代行」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登録票の

変更について（市民部市民課及び各市民センター）   

＜都市づくり部都市政策課＞ 

９．「心身障害者福祉手当」、「重度心身障害者手当」、「特別障害者手当」業務における目的外

利用について                    ＜地域福祉部障がい福祉課＞ 

10．「犯歴」業務における外部提供について              ＜市民部市民課＞ 

◯ 町田市個人情報保護条例の規定に基づく報告について 

１．「建築等確認審査」業務における個人情報外部提供登録票の廃止について 

                         ＜都市づくり部建築開発審査課＞ 

◯ 町田市情報公開・個人情報保護運営審議会条例に基づく報告について  

１．「犯歴」業務における外部提供先及び種類別件数について 
     ＜市民部市民課＞ 

◯町田市防犯カメラの設置及び管理に関する要綱の規定に基づく報告について 

 町田市における防犯カメラの設置及び管理状況について           ＜事務局＞ 

 

第１０回 ２０２１年 ３月 ８日 開催 ………………………………………………………… 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく諮問について 

１．「小・中学校適応指導教室」業務における外部委託等について 

                        ＜学校教育部教育センター＞ 

２．「自由民権資料館施設管理」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部提供につい

て                           ＜生涯学習部生涯学習総務課＞ 

３．「一般廃棄物処理業許可」業務における個人情報業務登録票の変更について 

                    ＜環境資源部資源環境課＞ 
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４．①「予防接種」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登録票、個人情報

外部提供登録票、個人情報コンピュータ処理等登録票の変更及びコンピュータ処理等、

外部委託等について 

②「感染症対策」業務におけるコンピュータ処理等について 

③「骨髄移植ドナー支援事業」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ

処理等、外部委託等について 

④「離乳食・幼児講習会」、「栄養指導」業務における個人情報業務登録票の変更及びコ

ンピュータ処理等について 

⑤「特別用途及び栄養表示・飲食店指導」業務における個人情報業務登録票の変更につい

て 

⑥「家族計画・乳児母性相談・産後ケア事業」業務における個人情報業務登録票の変更及

びコンピュータ処理等、外部委託等について 

⑦「母親学級」、「妊産婦・乳幼児健康診査及び相談支援」、「母子訪問指導」業務にお

ける個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ処理等について 

⑧「精神保健」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部委託等について 

                       ＜保健所保健予防課＞ 

５．「市民病院職員人事」業務におけるコンピュ－タ処理等について 

                          ＜市民病院事務部総務課＞ 

６．①「介護保険給付管理」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ処理等

について 

②「町田市介護相談員等派遣事業」業務におけるコンピュータ処理等について 

                       ＜いきいき生活部介護保険課＞ 

７．「区画整理事業(市施行)実施」業務における個人情報業務登録票、個人情報目的外利用登

録票、個人情報外部委託等登録票の変更及び目的外利用、コンピュータ処理等について 

                ＜都市づくり部地区街づくり課＞ 

８．「居住支援協議会」業務の業務登録について         ＜都市づくり部住宅課＞ 

９．「医療費分析及びデータヘルス計画作成」業務における個人情報業務登録票の変更及び外

部提供について                   ＜いきいき生活部保険年金課＞ 

10．「総務」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部委託等について（町田市立小学

校、町田市立中学校）                   ＜学校教育部施設課＞ 

11．①「高齢者住宅」業務における外部委託等について 

②「短期集中型サービス（サービスC）」、「地域介護予防活動支援事業」業務における

個人情報業務登録票の変更及び外部委託等について 

                      ＜いきいき生活部高齢者福祉課＞ 

12．①「学童保育」業務における個人情報業務登録票、個人情報外部委託等登録票の変更につ

いて 

②「子どもセンター」業務における個人情報外部委託等登録票の変更について 

③「子ども広場」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ処理等につい

て                        ＜子ども生活部児童青少年課＞ 
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13．「ハラスメント防止」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部委託等について 

＜総務部職員課＞ 

14．①「会計年度任用職員人事」業務の業務登録について 

②「人事」業務における個人情報業務登録票、個人情報コンピュータ処理等登録票の変更

について （町田市立小学校、町田市立中学校） 

③「学校人材支援」業務における個人情報業務登録票の変更及び目的外利用、コンピュー

タ処理等について 

④「総務」業務における個人情報業務登録票、個人情報コンピュータ処理等登録票の変更

について （町田市立小学校、町田市立中学校） 

⑤「学校への指導・助言」業務における個人情報業務登録票の変更及び目的外利用、外部

提供について                       ＜学校教育部指導課＞ 

15．①「商店街振興事業」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部提供、コンピュー

タ処理等、外部委託等について 

②「新商品・新サービス開発支援」、「産業交流展出展支援」、「事業継続・承継支援」

業務の業務登録について               ＜経済観光部産業政策課＞ 

◯町田市個人情報保護条例の規定に基づく報告について 

１．「相談学級」業務の廃止について            ＜学校教育部教育センター＞ 

２．「特別用途及び栄養表示・飲食店指導」業務における個人情報外部委託等登録票の廃止に

ついて                           ＜保健所保健予防課＞ 

３．①「土地区画整理審議会」、「土地区画整理評価員」、「区画整理事業（市施行）実施

【鶴川駅北土地区画整理事業】」、「区画整理事業（市施行）清算金」、「区画整理事

業清算金徴収（滞納整理）」業務の廃止について 

②「区画整理事業（市施行）実施」業務における個人情報目的外利用登録票の廃止につい

て                       ＜都市づくり部地区街づくり課＞ 

４.「学童保育」業務における個人情報外部委託等登録票の軽易な変更について 

                       ＜子ども生活部児童青少年課＞ 

５．「給与」業務における個人情報外部委託等登録票の廃止について   ＜総務部職員課＞ 

６．「文化交流センター管理運営」業務における個人情報外部委託等登録票の軽易な変更につ

いて                           ＜経済観光部産業政策課＞ 

７．「少量排出事業者の事業系一般廃棄物の収集」業務における個人情報外部委託等登録票の

廃止について                       ＜環境資源部３Ｒ推進課＞ 

８．「文化芸術ホール整備事業」業務における個人情報外部委託等登録票の廃止について 

              ＜文化スポーツ振興部文化振興課＞ 

９．「広報紙誌配布」業務における個人情報外部委託等登録票の廃止について 

                      ＜政策経営部広報課＞ 

◯町田市情報公開・個人情報保護運営審議会条例に基づく諮問について 

行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及び特定個人情

報保護評価に関する規則の規定に基づく特定個人情報保護評価（基礎項目評価書）について 

                  ＜保健所保健予防課＞ 



第４章 情報公開・個人情報保護運営審議会の状況 

 114 

◯個人情報保護及び情報セキュリティに関する職場研修（ｅ‐ラーニング）の実施について

（報告）                                ＜事務局＞ 

 

(３) 個人情報の登録状況（２０２１年３月３１日現在） 

業 務 の 登 録 件 数 １，６４８件 

目 的 外 利 用 の 登 録 件 数 １５，１３１件 

外 部 提 供 の 登 録 件 数 ３，４４５件 

コ ン ピ ュ ー タ 処 理 等 の 登 録 件 数 ３，３４７件 

外 部 結 合 の 登 録 件 数 ４件 

外 部 委 託 等 の 登 録 件 数 １，３４８件 

合 計 の 登 録 件 数 ２４，９２３件 
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第５章 審議会等の会議公開の状況 
 

１ ２０２０年度の経過 
審議会等の会議の公開制度は、既にある情報公開制度に加え、市政に対する市民の参画を促

進し、さらなる開かれた市政を実現するため、２０００年４月から施行された制度です。市民、

学識経験者を構成員として、市長その他の執行機関に設置されたすべての審議会、審査会等を

対象としています。 

これらの会議は、非公開となる会議も含め、「市政情報やまびこ（総務部市政情報課）」の

窓口及び町田市ホームページにおいて開催予定を事前公表しています。 

２０２０年度の会議の開催状況は、会議の種類において８９種の会議が開催されました。 

会議の開催回数は延べ６５８回でした。 

一方、新型コロナウィルス感染拡大防止のため、書面のみによる会議やリモート方式による

会議に変更したものもあります。また、中止や延期を余儀なくされる会議も数多くありました。 

その中でも、公開された会議に訪れた傍聴者の方も１３１人（延べ人数）いらっしゃいまし

た。会議別では、「町田市立学校適正規模・適正配置等審議会」の３２人を最高に、「町田市

学校給食問題協議会」１８人、「町田市立図書館協議会」１２人と続いています。 

なお、公開している会議で使用された資料及び議事録は、「市政情報やまびこ（総務部市政

情報課）」で、閲覧や写しをとることができます。 

 

２０２０年度の会議の公開状況は以下のとおりです。 

 

２０２０年度審議会等の会議の公開状況 

区分 公開 一部公開 非公開 合計 

対象となる会議の数 ６８種 ２種 ２２種 ８９種 

開催回数 ２１４回 ４回 ４４０回 ６５８回 

傍聴者数 １３０人 １人 － １３１人 

※対象となる会議の数は、一つの会議が複数の公開区分に該当することがあるため、合計欄と公開区分の合計は一

致しません。 
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２ ２０２０年度 審議会等会議の会議別開催状況 

 

 
 

 

 

 

所管部 所管課 会議の名称 開催数計 公開 一部公開 非公開 傍聴者数 中止

企画政策課 町田市長期計画審議会 5 5 1

経営改革室 町田市行政経営監理委員会 2 2 0

町田市指定管理者管理運営状況評価委員会 3 3 8

町田市指定管理者候補者選考委員会 2 2 ―

町田市外郭団体監理委員会 1 1 ―

町田市行政不服審査会 12 12 ―

町田市情報公開・個人情報保護運営審議会 9 7 2 0 1

防災課 町田市防災会議 2 2 0

町田市交通安全行動計画策定及び推進委員会 1 1 0

町田市交通安全推進協議会 2 2 2

市民総務課 町田市市民センター等のあり方検討委員会 5 5 0

町田市男女平等参画協議会 2 2 0

町田市男女平等推進センター運営委員会 10 10 0

博物館運営委員会 3 3 0

博物館資料収集委員会 1 1 ―

スポーツ振興課 町田市スポーツ推進審議会 1 1 0

町田市立国際版画美術館運営協議会 2 2 4

町田市立国際版画美術館美術資料収集委員会 1 1 ―

町田市福祉有償運送運営協議会 1 1 0

町田市民生委員推薦会 3 3 ―

町田市地域福祉計画審議会 3 3 0

町田市福祉のまちづくり推進協議会 2 2 0

町田市障がい者施策推進協議会 5 5 1

町田市障がい者施策推進協議会
（就労・生活支援部会）

3 3 0

町田市障がい者施策推進協議会
（障がい者計画部会）

6 6 0

町田市障がい者施策推進協議会
（障がい者計画部会　作業部会）

3 3 0

町田市障がい者施策推進協議会
（相談支援部会）

3 3 0

町田市障害支援区分認定審査会 40 40 ―

町田市高齢者・障がい者虐待防止連絡協議会 1 1 0

町田市地域密着型サービス運営委員会 3 3 3

町田市介護保険事業計画・高齢者福祉計画審議会 4 4 7

町田市介護保険事業計画・高齢者福祉計画審議会
（重点事業検討部会）

1 1 2

町田市介護保険事業計画・高齢者福祉計画審議会
（保険料算定検討部会）

1 1 2

保険年金課 町田市国民健康保険運営協議会 2 2 2

町田市地域包括支援センター運営協議会 3 3 2

町田市認知症施策推進協議会 1 1 0

町田市老人ホーム入所判定委員会 1 1 ―

介護保険課 町田市介護認定審査会 320 320 ― 263

保健総務課 町田市医療安全推進協議会 1 1 ―

健康推進課 町田市自殺対策推進協議会 1 1 0 1

町田市感染症の診査に関する協議会 23 23 ― 1

町田市食育推進計画策定及び推進委員会 2 2 1

町田市大気汚染障がい者認定審査会 12 12 ―

いきいき
生活部

いきいき総務課

高齢者福祉課

保健所

保健予防課

地域
福祉部

総務部

市政情報課

防災
安全部 市民生活安全課

市民協働推進課

文化
スポーツ
振興部

文化振興課

国際版画美術館

障がい福祉課

総務課

市民部

福祉総務課

政策
経営部
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所管部 所管課 会議の名称 開催数計 公開 一部公開 非公開 傍聴者数 中止

子ども総務課 町田市子ども・子育て会議 3 3 0

町田市こどもセンターただＯＮ運営委員会 2 2 0 1

町田市子どもセンターつるっこ運営委員会 3 3 0

町田市子どもセンターばあん運営委員会 3 3 1

町田市子どもセンターぱお運営委員会 3 3 0

町田市子どもセンターまあち運営委員会 2 2 0 1

町田市医療的ケア児・重症心身障がい児支援協議
会

1 1 ―

町田市医療的ケア児・重症心身障がい児支援協議
会（重点事業検討部会）

2 2 ―

大地沢
青少年センター

町田市大地沢青少年センター運営委員会 2 2 0

町田市産業振興計画推進委員会 2 2 0

町田市トライアル発注認定制度選考懇談会 1 1 ―

観光まちづくり課 町田市観光まちづくり推進委員会 1 1 0

町田市認定農業者・認定就農者認定検討会 2 2 ―

町田市認定農業者認定検討会 2 2 ―

町田市人・農地プラン策定検討委員会 1 1 ―

「町田市北部丘陵活性化計画アクションプラン」
検討委員会

2 2 0

町田市環境マネジメントシステム外部評価委員会 2 2 0

町田市環境審議会 4 4 6

町田市廃棄物減量等推進審議会 6 6 3

循環型
施設整備課

町田市ごみの資源化施設地区連絡会
(町田リサイクル文化センター周辺地区連絡会)

2 2 0

町田市建築審査会 10 2 8 1

町田市都市計画審議会 5 5 0

「（仮称）町田市都市づくりのマスタープラン」
策定に関する特別委員会

6 6 0

「町田市土地利用に関する基本方針及び制度活用
の方策」改定に関する特別委員会

1 1 0

交通事業推進課 町田市地域公共交通会議 3 3 1

町田市街づくり審査会 2 2 0

町田市住みよい街づくり条例改定検討委員会
（町田市街づくり審査会専門部会）

5 5 0

町田市景観審議会 2 2 4

町田都市計画事業鶴川駅南土地区画整理審議会 1 1 1

町田市南町田駅周辺地区都市再生整備計画事業評
価委員会

1 1 0

住宅課 町田市特定空家等対策審議会 2 2 ―

下水道部 下水道経営総務課 町田市下水道事業審議会 4 4 0

町田市会計基準委員会 1 1 0

教育総務課 町田市立学校適正規模・適正配置等審議会 13 13 32

保健給食課 町田市学校給食問題協議会 5 5 18

町田市教育委員会いじめ問題対策委員会 2 1 1 0

町田市立中学校教科用図書調査協議会 3 3 ―

町田市国史跡高ヶ坂石器時代遺跡整備
検討委員会

2 2 0

町田市生涯学習審議会 6 6 3

町田市文化財保護審議会 4 4 5

生涯学習
センター

町田市生涯学習センター運営協議会 8 8 9

町田市子ども読書活動推進計画推進会議 2 2 0

町田市立図書館協議会 6 6 12

町田市民文学館運営協議会 3 3 0

経営企画室 町田市病院事業運営評価委員会 2 2 0

医事課 町田市民病院　地域医療に関する委員会 4 4 0

658 214 4 440 131 268

市民病院
事務部

合計

指導課

生涯
学習部

生涯学習総務課

図書館

学校
教育部

会計課

都市政策課

地区街づくり課

子ども
発達支援課

環境
資源部

環境政策課

都市
づくり部

児童青少年課

経済
観光部

産業政策課

農業振興課

子ども
生活部
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第６章 市長の資産等公開の状況 
 
１ ２０２０年度の経過 

「政治倫理の確立のための町田市長の資産等の公開に関する条例」は、１９９５年１０月１

日から施行されました。 

これは、国会議員が行う資産等の公開に準じた措置として、次の３点を公開するものです。 

①市長が所有する土地、建物、有価証券等の資産を資産の区分に応じ記載した資産等報告書 

及び資産等補充報告書 

②市長の前年中の総所得金額等及び贈与により取得した財産にかかる課税価格を記載した

所得等報告書 

③市長が報酬を得て会社等の役員等に就いている場合の当該会社名等を記載した関連会社

等報告書 

これらの報告書は「市政情報やまびこ（総務部市政情報課）」に備えてあり、情報公開制度

と同様、何人もその閲覧を請求することができます。 

 

２０２０年度は、請求がありませんでした。 
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第７章 情報提供の状況 
 

市政情報やまびこ（市政情報課）は、１９８９年１０月に情報提供施設として開設され、市政を

身近なものとしていただくために、市政資料を網羅的に収集・提供し、また市の刊行物を販売する

場としての機能を果たしてきました。 

２０２０年度は、資料の閲覧や複写サービス、市の刊行物の購入、庁内の案内などで延べ約３，

５００人の方々にご利用いただきました。 

なお、２０１２年７月に行われた市役所の庁舎移転により、事務スペースを現在の市庁舎へ移し

たことに伴い、庁舎移転前の開架型資料提供から閉架型へと提供方法を変更しました。「市政資料

を手に取って見る」というご要望には充分応えられない状況が続いておりますが、今後も限られた

スペースを活用し市民の皆様のご要望に沿うべく情報提供に努めてまいります。 

 

 

１ 情報公開と情報提供 

「情報提供」では、形式的な手続きが不要であったり、提供のための新たな文書の作成も可

能である等、「（狭義の）情報公開」に比べ、簡単かつより需要に見合った柔軟・迅速な対応

が可能です。 

町田市では「情報公開から情報提供へ」をスローガンとして、市民から情報の公開を求めら

れた場合には、一義的に「公文書公開請求」として受け付けるよりも、出来る限り積極的に「情

報提供」を行うことで、積極的な情報の公開と提供に努めています。開かれた市政の実現のた

め、「情報提供」は市政情報やまびこのみならず、市役所各課においても積極的に行っていま

す。 

 

 

 

 

情報公開制度の体系図 

 
 

 

情報公開制度（広義の情報公開） 

公文書公開（狭義の情報公開） 

情報提供 

任意提供 
 

報道発表 

公人の資産公開制度 

会議公開 

刊行物作成・他 
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２ 刊行物の販売  

２０２０年度は、市政情報やまびこで市の刊行物２９４冊を販売しました。実績は以下のと

おりです。 

 

(１) 一般会計 

課名 刊行物の名称 
単価

（円） 
冊数 

金額

（円） 

企画政策課 

ふたたびくりかえすまい 1,000 3 3,000 

あのころ 1,500 1 1,500 

戦争時代の体験記 平和ブック１ 100 2 200 

戦争時代の体験記 平和ブック２ 200 7 1,400 

戦争時代の体験記 平和ブック３ 200 1 200 

戦争時代の体験記 平和ブック４ 200 1 200 

戦争時代の体験記 平和ブック５ 200 2 400 

戦争時代の体験記 平和ブック６ 200 6 1,200 

昭和 39年米軍機墜落事故災害誌（復刻版） 100 15 1,500 

町田市基本計画「まちだ未来づくりプラン」 800 5 4,000 

町田市５ヵ年計画 17-21 400 7 2,800 

町田市まち・ひと・しごと創生総合戦略 100 1 100 

町田市人口ビジョン 300 1 300 

2017年度 町田市市民意識調査報告書 900 1 900 

2019年度 町田市市民意識調査報告書 1,000 2 2,000 

広報課 
ひっそり生きる町田の自然 1,200 6 7,200 

町田市勢要覧 2014 900 2 1,800 

市政情報課 町田市統計書 第 53号 1,200  1  1,200  

財政課 

令和２年度（2020年度）予算書 1,300 1 1,300 

令和２年度（2020年度）予算概要説明書 3,100  2  6,200  

令和２年度（2020年度）予算の概要 500  3  1,500  

令和２年度（2020 年度）補正予算書＜５月補正＞一

般会計 国民健康保険事業会計 
100 1 100 

令和２年度（2020 年度）補正予算書＜５月補正＞一

般会計 
100 1 100 

令和元年度（2019 年度）町田市課別・事業別行政評

価ｼｰﾄ（主な施策の成果に関する説明書） 
2,800 1 2,800 

令和３年度（2021年度）予算書 1,300 1 1,300 

令和３年度（2021年度）予算概要説明書 1,800 1 1,800 

福祉総務課 

町田市福祉のまちづくり総合推進条例整備基準マニ

ュアルー建築物・共同住宅等ー 
1,600 6 9,600 

町田市福祉のまちづくり総合推進条例整備基準マニ

ュアルー道路・公園・公共交通施設・路外駐車場ー 
1,600 1 1,600 

障がい福祉課 
第 5次町田市障がい者計画 100 3 300 

町田市障がい福祉事業計画(第５期計画) 200  2  400  

いきいき総務課 

町田市高齢者福祉計画（2012 年度～2021年度） 500  1  500  

町田市高齢者福祉計画（2012 年度～2021年度）の一

部修正 
100 1 100 

第７期町田市介護保険事業計画（2018年度～2020年度） 500  1  500  

保健総務課 第５次町田市保健医療計画 400  1  400  
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課名 刊行物の名称 
単価

（円） 
冊数 

金額

（円） 

保健予防課 第２次町田市食育推進計画 600  1  600  

子ども総務課 
新・町田市子どもマスタープラン（後期）～子どもに

やさしいまちづくり計画～2020－2024 
1,400 5 7,000 

児童青少年課 
童話の木(2018年度) 300 1 300 

童話の木(2019年度) 300 19 5,700 

子ども家庭支援セ

ンター 

町田市子育て支援ネットワーク連絡会レポート（子

育て世帯の自立応援プロジェクト実施計画） 
300  1  300  

子ども発達支援課 町田市子ども発達支援計画（第一期障害児福祉計画） 1,000 1 1,000 

農業振興課 第４次町田市農業振興計画 300 1 300 

環境政策課 

町田市環境白書 2019（データ集） 300  1  300  

町田市環境白書 2020（データ集） 300 1 300 

後期アクションプラン（第２次町田市環境マスタープラ

ン推進計画 2017～2021） 
1,000 2 2,000 

ごみ減量アクションプラン 1,900 1 1,900 

熱回収施設等の周辺施設整備基本構想 1,100 2 2,200 

環境・自然共生課 町田生きもの共生プラン 2,100  4  8,400  

循環型施設整備課 町田市資源循環型施設整備基本計画 100 2 200 

３Ｒ推進課 ３Ｒかるた 1,000  5  5,000  

道路政策課 土木工事標準構造図集（2019.10） 1,400 2 2,800 

都市政策課 

町田市まちづくり 50年史 1,200  2  2,400  

町田市都市計画マスタープラン（CD） 500 1 500 

町田市都市計画マスタープラン（書籍） 1,800 1 1,800 

町田市都市計画マスタープラン（実施方針編） 600 3 1,800 

土地利用調整課 

地形図 全図（２万分の１） 200 6 1,200 

地形図 北部（１万分の１） 200  11  2,200  

地形図 南部（１万分の１） 200 10 2,000 

地形図 西部（１万分の１） 200  5  1,000  

住宅団地分布図 1,000  1  1,000  

町田市都市計画図(参考図) 700  39  27,300  

地区街づくり課 

町田市景観色彩ガイドライン 500 6 3,000 

町田市公共事業景観形成指針（景観指南書） 900 1 900 

町田市屋外広告物ガイドライン（景観編） 300 3 900 

住宅課 町田市団地再生基本方針 1,700 1 1,700 

公園緑地課 
名木百選 3,000 1 3,000 

まちだエコプラン 1,000 1 1,000 

会計課 
平成 30年度 一般会計・特別会計歳入歳出決算書 1,500 1 1,500 

令和元年度 一般会計・特別会計歳入歳出決算書 1,500 1 1,500 

教育総務課 町田市教育プラン 2019-2023 1,100 2 2,200 

生涯学習総務課 

町田の民話と伝承  第１集 500 7 3,500 

町田の民話と伝承  第２集 500 6 3,000 

町田の伝承  町田の方言と俗信・俗謡 500 1 500 

町田の伝承  年中行事 300 4 1,200 

発掘された町田の遺跡 700 5 3,500 

町田市文化財調査報告書 町田市の石造物 2,600 2 5,200 

生涯学習総務課 

(自由民権資料館) 

町田市史下巻（上巻は完売です） 4,500 1 4,500 

町田の歴史をたどる 500 15 7,500 
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課名 刊行物の名称 
単価

（円） 
冊数 

金額

（円） 

生涯学習総務課 

(自由民権資料館) 

自由民権 32 500 2 1,000 

自由民権 33 500 3 1,500 

民権ブックス 26 武相自由民権運動関係年表 500 2 1,000 

民権ブックス 32 幕末・維新期の町田 500 1 500 

民権ブックス 33 町田の近代と青年 500 2 1,000 

町田市史料集 小嶋隆蔵「御進発御供日記」 一 800 1 800 

町田市史料集 小嶋隆蔵「御進発御供日記」 二 800 1 800 

町田市史料集 小嶋隆蔵「御進発御供日記」 三 900 1 900 

図書館(文学館) 八木重吉 -さいわいの詩人-展 1,000 2 2,000 

合   計 292 192,000 

 

 

(２) 下水道事業会計 

 

 

課名 刊行物の名称 
単価

（円） 
冊数 

金額

（円） 

下水道経営総務課 
令和２年度（2020 年度）町田市下水道事業会計予算

書 
200 2 400 

合   計 2 400 

 

 

 

 

市の刊行物の郵送購入を希望される方へ 

 

市の刊行物は、郵送でもお求めになることができます。 

書籍代に相当する現金またはゆうちょ銀行発行の普通為替（定額小為替を推奨しています）と

送料分の切手をご用意いただき、下記住所までお送りください（詳細は町田市ホームページに

掲載しております。複数お求めになる場合の送料は冊数等により変わってくるため、こちらで

お調べいたします。そのほか、ご不明な点がございましたらお気軽にご連絡ください）。 

なお、お名前・ご住所・お電話番号・希望される書籍名を記載したメモを同封してください。 

 

〒194-8520 町田市森野２－２－２２ 市政情報やまびこ  電話：042-724-8407 
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３ インターネットによる案内 
町田市ホームページの共通表示メニュー（グローバルナビゲーション）中に「情報公開・個

人情報保護」をメインページとして、「情報公開制度」「個人情報保護制度」「会議公開制度」

「年報やまびこ」「刊行物ライブラリー」「特定個人情報保護制度（マイナンバー制度）」「開

示決定等に不服があるとき(審査請求)」「行政不服審査会答申一覧」のページを設け情報提供

を行っています。 

このうち、「情報公開制度」「個人情報保護制度」にはそれぞれの制度の概要と条例を掲載

しており、こちらから請求書をダウンロードいただくことが可能です。「会議公開制度」には

制度の概要と条例に加え、「会議開催のお知らせ」のページを設けて、市が開催する直近の会

議予定をご案内しています。 

また、「刊行物ライブラリー」のうち、「市政情報課で販売している刊行物」についても随

時新着図書情報を加えて更新し、町田市で刊行・販売している資料をご紹介しています。 

 

ホームページアドレス ： http://www.city.machida.tokyo.jp/ 
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町田市ホームページ（トップページ）からのアクセス・イメージ 

 

 
 

４ 複写サービス 

市政情報やまびこに開架してある資料や、情報公開された公文書は１枚につき１０円（白黒

コピー/Ａ３まで）または２０円（カラーコピー/Ａ３まで）で複写できます。 

また、コンピュータ等に電磁的に記録されている資料等については、フロッピーディスクな

どの磁気媒体、及びコンパクトディスクなどの光学記録媒体等による複写サービスも行ってお

ります。 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　行政不服審査会答申一覧

　　　　　　　　　　　　　　　開示決定等に不服があるとき(審査請求)

特定個人情報保護制度
（マイナンバー制度）

年報やまびこ

刊行物ライブラリー

会議公開制度

個人情報保護制度

情報公開制度

町田市ホームページ（トップページ）

市政情報

情報公開・個人情報保護

情報公開制度

町田市情報公開条例

個人情報保護制度

町田市個人情報保護条例

会議公開制度について

会議開催のお知らせ

町田市審議会等の会議の公開に関する条例

市政情報課で販売している刊行物

情報公開等実績報告

特定個人情報保護評価書の公表

独自利用事務について
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第８章 情報公開・個人情報保護制度の充実を目指して 
 

条例の趣旨に則り、制度運用の一層の充実を目指した取り組みを行いました。 

 

１ 市政情報やまびこの予算執行状況 

前年度に引き続いて、制度の趣旨の徹底と内容の充実を図るための予算を執行しました。 

執行状況の概要は以下のとおりです。 

単位：千円 

 2016年度 2017年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

歳入 ７９０ ７８１ １，０８２ ５３７ ４３２ 

歳出 ４，３８８ ４，９９２ ４，７０９ ４，６２５ ５，１８５ 

 

 

＜２０２０年度歳入内訳＞ 

市政情報写し交付実費等    ２４０千円（前年度    ２４２千円） 

市有償刊行物頒布代    １９２千円（前年度    ２９５千円） 

原稿執筆料      ０千円（前年度    ０千円） 

 

＜２０２０年度歳出内訳＞ 単位：千円 

区分 用   途 執 行 額(前年度) 

報 酬 審議会・審査会委員報酬 ３,１１３(3,206) 

旅 費 事務打合せ、研修 ８(   23) 

消 耗 品 費 図書、事務用品 ４６９( 443) 

印刷製本費 製本等 ４４(   43) 

通信運搬費 刊行物保管場所の移転 ７３３        

筆耕翻訳料 審議会速記 ３２９(  364) 

保 険 料 個人情報賠償責任保険料 ３９０(  390) 

使 用 料 コピー機借上、情報検索システム使用料 ８４(   88) 

負担金 職員研修 １５(   28) 
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２ 「個人情報の漏洩事故ゼロ」を目指して 

「個人情報の漏洩事故ゼロ」を目指して事業を進めていましたが、残念なことに個人情報の

流出事故が発生しました。 

 

№ 発生時期 概  要 

１ 2020年 5月 

保育の利用保留通知書の発送に際し、対象者が支援措置申

出者（ＤＶ避難者）であったにも関わらず、配偶者（ＤＶ

実施者）へ誤送付してしまった。 

 

個人情報漏えいにより想定される危険性や範囲を庁内関係部署で共有し、被害が発生しない

よう、安全確保に向けた対応を行いました。また、実施機関（担当部署）から町田市情報公開・

個人情報保護運営審議会へ事故の状況、発生後の対応、再発防止に向けた対策を報告するとと

もに、人為的な確認におけるミスが重複した上での情報漏えいであることから、必要とする個

人情報をシステム上で判定するしくみ等を含めたチェック機能を構築するとともに、個人情報

保護の管理について、職員への指導を徹底しました。 

 

 

３ 職員等を対象とした研修会・説明会等の開催 

２０２０年度も、市政情報課が開催した研修会をはじめ、各課の会議や研修会の機会をとら

えて市政情報課職員を派遣し、制度の理解を深めました。さらに、個人情報の業務登録に係わ

る打合せなどを通じて職員の理解を求めました。 

研修会等の実施状況は以下のとおりです。 

２０２０年度研修会・説明会等実施一覧 

実施年月日 内        容 受講者数 

2020.４.１ 
新規採用職員研修（市民病院医療職） 

（情報公開制度と個人情報保護制度について） 
３５名 

2020.４.２ 
新規採用職員研修（行政職） 

（情報公開制度と個人情報保護制度について） 
６１名 

2020.７.10 
会計年度任用職員等個人情報保護研修(定期) 

（個人情報保護制度について） 
５２名 

2020.８.11 
会計年度任用職員等個人情報保護研修(定期) 

（個人情報保護制度について） 
３７名 

2020.９.３ 
会計年度任用職員等個人情報保護研修(定期) 

（個人情報保護制度について） 
１６名 

2020.９.29 
新任民生委員・児童委員個人情報保護研修 

(個人情報保護制度について) 
４名 

2020.10.１ 
新規採用職員研修(行政職) 

（情報公開制度と個人情報保護制度について） 
３名 

2020.10.６ 
会計年度任用職員等個人情報保護研修(定期) 

（個人情報保護制度について） 
１１名 

2020.10.30 
ころころ児童館に勤務する学童保育指導員研修 

（個人情報保護制度について） 
１７名 

2020.11.４ 
新規採用内定職員研修(就労体験) 

（個人情報保護制度について） 
１６名 

2020.11.10 市政情報課 委託・派遣職員研修 ５名 
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（個人情報保護制度について） 

2020.11.13 
会計年度任用職員等個人情報保護研修(定期) 

（個人情報保護制度について） 
１５名 

2020.11.16 
新規採用内定職員研修(就労体験) 

（個人情報保護制度について） 
６名 

2020.12.３ 
会計年度任用職員等個人情報保護研修(定期) 

（個人情報保護制度について） 
１０名 

2020.12.16 
新規採用内定職員研修(就労体験) 

（個人情報保護制度について） 
８名 

2021.１.８ 
会計年度任用職員等個人情報保護研修(定期) 

（個人情報保護制度について） 
６名 

2021.１.８ 
市民税課 委託・派遣職員研修 

（個人情報保護制度について） 
６名 

2021.１.19 
市民税課 委託・派遣職員研修 

（個人情報保護制度について） 
４０名 

2021.２.４ 
会計年度任用職員等個人情報保護研修(定期) 

（個人情報保護制度について） 
９名 

2021.２.４ 
市民税課 委託・派遣職員研修 

（個人情報保護制度について） 
６名 

2021.３.２ 
市民税課 委託・派遣職員研修 

（個人情報保護制度について） 
６名 

2021.３.31 
新任民生委員・児童委員個人情報保護研修 

(個人情報保護制度について) 
１名 

 

   その他、２０２１年１月に個人情報保護及び情報セキュリティに関する職場研修（ｅ‐ラ

ーニング）を各職場において全職員を対象に実施し、95 課 3,070名が受講しました。 

 

 

 ４ ＰＩニュースの発行 

情報公開制度・個人情報保護制度・会議公開制度、また情報提供に関連するタイムリーな話

題を掲載した職員向けの啓発紙「ＰＩニュース」をやまびこ開設時から発行しています。 

2020 年度は１回発行し、庁内に配布・配信しました。 

 

176 号(2020年 12月) ○電子メールでの回答の際の注意事項について 

 

 

５ 出資等団体の情報公開・個人情報保護制度化の取り組み状況  

町田市では１９９９年度から市の出資等団体をはじめとする関係団体に対して、情報公開・

個人情報保護の制度化の要請を行い、多くの団体で制度化が図られてきました。 

また、２００２年度からは町田市情報公開条例において、さらに２００５年度からは個人情

報保護条例においてもこれらの取り組みが明文化され、①対象となる出資等団体を規定上明ら

かにし、②当該団体は、両条例の趣旨にのっとり情報公開を行うための措置及び個人情報保護

に関する措置を講ずるよう努めるものとし、③市は、これらの団体に対して必要な措置を講ず

るよう指導を行うものとされています。 
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町田市の出資等団体の情報公開・個人情報保護制度施行状況 

（2021 年３月３１日現在） 

名  称 

(設立年) 
各団体の情報公開・個人情報保護制度(施行年月日) 

社会福祉法人 

町田市社会福祉協議会 

(1958 年) 

社会福祉法人町田市社会福祉協議会情報公開規程(2000 年 6月 1日) 

社会福祉法人町田市社会福祉協議会個人情報保護規程 

(2000年 6月 1日) 

町田市土地開発公社 

(1974 年) 

町田市土地開発公社情報公開規程(2000年 4月 1日) 

町田市土地開発公社個人情報保護規程(2000年 4月 1日) 

一般財団法人 

町田市勤労者福祉サービ

スセンター (1993 年)

一般財団法人町田市勤労者福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ情報公開規程 

(1999年 12月 1日) 

一般財団法人町田市勤労者福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ個人情報保護規程 

(1999年12月1日) 

株式会社 

町田まちづくり公社 

(1999 年) 

株式会社町田まちづくり公社情報公開規程(2004年 5月 28 日) 

株式会社町田まちづくり公社個人情報保護規程(2004年 5月 28日) 

社会福祉法人 

町田市福祉サービス協会 

(2002 年) 

社会福祉法人町田市福祉サービス協会情報公開規程(2002年 4月 1日) 

社会福祉法人町田市福祉サービス協会個人情報保護規程 

(2002年 4月 1日) 

一般財団法人 

町田市文化・国際交流財団 

(2004 年) 

一般財団法人町田市文化・国際交流財団情報公開規程 

(2004年 4月 1日) 

一般財団法人町田市文化・国際交流財団個人情報保護規程 

(2004年 4月 1日) 

一般社団法人 

町田市観光コンベンショ

ン協会 (2010年)

一般社団法人町田市観光コンベンション協会情報公開規程(2010年8月1日) 

一般社団法人町田市観光コンベンション協会個人情報保護規程 

(2010年12月21日) 

一般財団法人 

まちだエコライフ推進公

社(2012年) 

一般財団法人まちだエコライフ推進公社情報公開規程(2012年4月2日) 

一般財団法人まちだエコライフ推進公社個人情報保護規程 

(2012年 4月 2日) 

株式会社 

町田新産業創造センター 

(2013 年) 

株式会社町田新産業創造センター情報公開規程(2013年 1月 30日) 

株式会社町田新産業創造センター個人情報保護規程(2013年 1月 30日) 

一般財団法人 

町田市地域活動サポート

オフィス (2019年)

一般社団法人町田市地域活動サポートオフィス情報公開規程 

(2019年 4月 18日) 

一般社団法人町田市地域活動サポートオフィス個人情報保護規程 

(2019年4月18日) 

６ 他の自治体等からの視察 

2020 年度は、他の自治体等からの視察はありませんでした。 
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